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▼本書の見方

「安全」の確保　／　防災のまちづくり

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

・制度の見直しを図り、アドバイザー派遣の対象団体を拡大する
とともに、各種説明会、連絡会議等の場を活用した制度説明を実
施したところ。住宅整備等の進捗状況により、住民主体のまちづ
くり活動の機運が高まっていない。

 放射線量や食品の放射性物質濃度検査の状況に加え、野生山
菜、野生きのこの全市町村検査結果についてもホームページによ
り情報発信を行った。また、６月には、初めて、これまでの取組
状況と平成２６年度計画を掲載した岩手県放射線影響対策報告書
を発行し、県内外に広く情報発信を行った。県民等の放射性物質
に対する不安など払しょくしきれていないので、継続した情報発
信が必要である。
　平成26年度においても、引き続き、空間線量率及び降下物に
係る放射線量の測定、情報提供を実施。

 平成26年度は、道路側溝汚泥を対象とした技術や、原木しいた
けほだ場の管理に関する技術及び生活圏等の放射線量低減に関連
する技術を重点課題として、市町村が抱える課題に対応できるよ
う継続して取り組んでいるところ。
　7月に実証試験技術の公募を行い、選定した１技術について、
現在、試験実施のため調整を行っている。

平成26年度申請
　大船渡市、久慈市、野田村、普代村、釜石市、田野畑村

平成26年度申請
　なし

6

7

8

9

10

警察官緊急増員事業

　　　　　　▼P72

県、
市町

放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調
査地域に指定された市町における除染廃棄物（道路
側溝汚泥等）の一時保管場所の整備等に要する経費
や農林業系副産物などの処理を円滑に進めるための
技術的支援等を実施

・対象：一関市、奥州市、平泉町

・被災地における安全・安心の確保に向けた体制強化のため、平
成26年度は50人の警察官を増員し、大船渡署、釜石署及び宮古
署の沿岸３警察署に配置してパトロール機能の強化、震災に乗じ
た犯罪の取締りの強化を推進した。
・平成27年度は、30人の警察官を増員し、引き続き、被災地に
おける安全・安心の確保に向けた体制の強化に努める。

95 人 50 50

No.

1

2

3

4

5

警察本部警務課県 被災地における良好な治安を確保するため、警察官
を緊急増員し、パトロール機能の強化、震災に乗じ
た犯罪の取締りの強化を推進

警察官増員数（延べ人数）

放射性物質汚染廃棄
物処理円滑化事業

県南３市町での道路側溝汚泥の一
時保管設備設置市町数の増加

　平成26年度においても、平成25年度に引き続き、道路側溝汚
泥等の一時保管場所の整備への支援措置を講ずることとし、対象
市町に対して周知を実施してきた。一関市では旧南光病院跡地内
に集中保管する計画を示し、住民説明を実施したが、理解が得ら
れず見通しが立っていない。こうした状況から一関市では現地保
管等を含めて対応を協議中であり、平成26年度は川崎町地内で
整備の見通しである。
　奥州市については、平成25年度末の整備に引き続き、一時保
管場所の整備を順次進めるべく住民説明等を実施している。現
在、１地区での新規整備のため、設計等の準備を進めているが、
住民理解の醸成には更に日数を要する。
　県としては、財政支援に加え、住民説明会への対応等の技術的
支援を継続することにしている。また、環境省に対しては、除染
土壌等の処理基準の早期提示を求めている。

資源循環推
進課

市町2

○

2 1

環境保全課
10箇所

12

10

回/年 12 12

環境放射能水準調査
事業

モニタリングポストによる空
間線量率の測定（常時）

原発事故に起因する放射性物質に関する課題解決の
ため、県内において適用できる放射性物質除去・低
減技術の情報収集と技術試験を実施

・除去・低減技術試験の実施：4技術

県 原子力発電所事故による本県の放射性物質による影
響を把握するため、本県独自に放射線量等の測定調
査を行い県民等へ情報提供を実施

・空間線量率の測定：10箇所
・降下物の測定：年12回

10

降下物の測定（毎月）

4 技術 4 4
総務室 除去・低減技術試験の実

施
放射性物質除去・低
減技術実証事業

県

総務室県 環境放射線量や食品の放射性物質濃度等の測定状況
の情報をはじめ、原発事故放射線影響対策に係る取
組状況等について県内外生活者への情報を発信

・ホームページによる情報発信回数：144回
・岩手県放射線影響対策報告書の発行：3回

1 1回3

144 回 48 48原発放射線影響対策
事業（情報発信）

県 復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、
住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関す
る専門家をアドバイザーとして派遣し、復興まちづ
くりを支援するとともに、地元のまちづくりに係る
人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：23地区

多重防災型まちづく
り推進事業
・復興まちづくり支
援事業
　　　　　　▼P70

地区 13

都市計画課

アドバイザーの派遣地区数 123

3
市町
村

2 1
携帯電話等エリア整
備事業

市町村 平成26年度　１箇所着手済（宮古市）
（岩泉町は実施を予定していたが取下げ）

携帯電話等の無線通信が行えない状態の解消を図る
ため、無線通信用施設及び設備を設置する市町村に
対し、その経費の一部を補助

情報政策課

通信施設の整備等

過疎地域等を有する市町村において、医療・健康福
祉・教育等の高度な公共アプリケーションの導入に
資する超高速ブロードバンド基盤整備に対する支援

○

情報政策課
情報通信基盤の整備

☆

市町村情報通信技術利用環
境整備推進事業

市町
村

情報政策課超高速ブロードバンドやテレビ、ラジオの情報通信
基盤の整備などをはじめ、被災市町村が抱える課題
を情報通信技術（ICT）を利活用して効率的・効果的
に解決する取組に対する支援

被災地域情報化推進
事業

市町村

○

○

○

岩手県放射線影響対策報
告書の発行

○

495,657

ホームページによる情報
発信回数

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対
応する事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：4広域振興圏及び市町村

地域経営推進費事業 県、
市町村

H27
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26

H28
執行状況H28 H29～

産業振興・地域課題解決
のための事業

平成27年度の取組状況と今後の課題等

・被災地の復興に向けて、広域振興局及び市町村が地域課題解決
のための事業を実施
【平成26年度実施予定】
　県事業：162事業　251,357千円
　市町村事業：108事業　244,300千円

第2期計画期間中（H26～H28）の目標

政策推進室

担当室課

事業の進捗状況

千円1,500,000

平成26年度

500,000

市町
村

○

情報通信基盤の整備

○

○

500,000

10

48

1

10

12

48

2

48

1

30

4

2

500,000

1

10

12

10

12

15

2

1,000,000

10

12

495,657

2

1

4

1

50

1

平成27年度

復興基本計画に示した「10の分野」を記載 

復興実施計画の該当ページ
に、「主要な事業」として記載 

■事業主体 
県が直接実施、あるいは、補助、
支援する事業の実施主体を記載 

■事業概要 

第２期（本格復興期間：H26～H28年度）に実施を予定している

事業の概要と目標を記載 

■H28年度の執行状況 

「◎」：平成28年度新規事業 

「☆」：平成27年度までに事業完了 

「★」：☆のうち、他事業に統合 

「○」：執行予定 

「×」：施行不可能（中断を含む。） 

■平成27年度の取組状況と今後の課題等 
・事業の進捗状況 
・今後の事業の見通しと課題等を記載 

■第2期計画期間中(H26～H28)の計

画 

復興計画で、本格復興期間と位置付

ける平成26年度から平成28年度まで

■各年度の計画値 

各年度における計画値を記載 

■実績値 

各年度末の実績値を記



「安全」の確保　／　防災のまちづくり

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度

14

247

1

119,176

30

2

0

7

1

3

10

12

64

1

10

458,004

40

2,276

9

2

10

12

1

15

2

48

1

10

12

10

17

349

2

2

30

4

2

48

1

10

12

○

○

情報政策課
情報通信基盤の整備

平成26年度担当室課

事業の進捗状況

千円

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

千円
産業振興・地域課題解決
のための事業

～H25 H26

H28
執行状況

○

H27 H28

地域経営推進費事業 県、
市町村

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H29～

被災地域情報化推進
事業

市町村

政策推進室東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対
応する事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：4広域振興圏及び市町村

超高速ブロードバンドやテレビ、ラジオの情報通信
基盤の整備などをはじめ、被災市町村が抱える課題
を情報通信技術（ICT）を利活用して効率的・効果的
に解決する取組に対する支援

情報通信基盤整備推
進事業

476,490千円1,436,264

市町
村

市町
村

14 10

地域の活性化を図っていく上で重要かつ必要不可欠
な超高速ブロードバンド基盤の整備を推進するた
め、過疎地域等の「条件不利地域」を有する地方公
共団体が、超高速ブロードバンド基盤等の整備を実
施する場合の支援。

情報政策課
情報通信基盤の整備 2

市町
村

市町
村

0

○

政策推進室
広域圏の産業振興

○

・広域振興局が圏域の課題を解決する先駆的な事業を実施
【平成27年度実績】※決算見込額
　13事業：119,176千円

携帯電話等エリア整
備事業

市町村

○

584,476
広域振興事業

156,629千円
県 震災からの復旧・復興に係る事業で、広域振興局が

実施する広域振興圏単位の課題を解決するための先
駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：3～5事業程度/年
・対象：4広域振興圏

県 復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、
住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関す
る専門家をアドバイザーとして派遣し、復興まちづ
くりを支援するとともに、地元のまちづくりに係る
人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：23地区

多重防災型まちづく
り推進事業
・復興まちづくり支
援事業
　　　　　　▼P70

県 原子力発電所事故による本県の放射性物質による影
響を把握するため、本県独自に放射線量等の測定調
査を行い県民等へ情報提供を実施

・空間線量率の測定：10箇所
・降下物の測定：年12回

環境放射能水準調査
事業

地区 23 地区 13 1
都市計画課

アドバイザーの派遣地区数 24

市町村

原発放射線影響対策
事業（情報発信）

放射性物質汚染廃棄
物処理円滑化事業

放射性物質除去・低
減技術実証事業

県

携帯電話等の無線通信が行えない状態の解消を図る
ため、無線通信用施設及び設備を設置する市町村に
対し、その経費の一部を補助

県 被災地における良好な治安を確保するため、警察官
を緊急増員し、パトロール機能の強化、震災に乗じ
た犯罪の取締りの強化を推進

地区 1

総務室
回

市町
村

情報政策課
通信施設の整備等 3

市町
村

2 1

ホームページによる情報
発信回数

144 144 回 48 48

技術24

県 環境放射線量や食品の放射性物質濃度等の測定状況
の情報をはじめ、原発事故放射線影響対策に係る取
組状況等について県内外生活者への情報を発信

・ホームページによる情報発信回数：144回
・岩手県放射線影響対策報告書の発行：3回

10

回/年

岩手県放射線影響対策
報告書の発行

3 回 回3 1 1

4

箇所 10

12 12

2

県、
市町

 平成27年度は、原木しいたけの出荷制限解除に向け、ほだ場の
管理等に関する技術を重点課題として、岩手県放射性物質除
去・低減プロジェクトチームを中心とした実証試験等に取り組
んだ。
　本事業は平成27年度で終了となるが、放射性物質に関する技
術アドバイザーの設置や放射線に関する県の窓口機能は他事業
（放射線影響対策費）に統合し、引き続き取り組んでいく。

☆

資源循環推
進課

・被災地における安全・安心の確保に向けた体制強化のため、
平成27年度は30人の警察官を増員し、大船渡署、釜石署及び宮
古署の沿岸３警察署に配置してパトロール機能の強化、震災に
乗じた犯罪の取締りの強化等を推進した。
・平成28年度は、15人の警察官を増員し、引き続き、被災地に
おける安全・安心の確保に向けた体制の強化に努める。

本

平成27年度実績
　宮古市、大船渡市、岩泉町、山田町、田野畑村、釜石市、大
槌町

425

11

10

原発事故に起因する放射性物質に関する課題解決の
ため、県内において適用できる放射性物質除去・低
減技術の情報収集と技術試験を実施

・除去・低減技術試験の実施：4技術

総務室 除去・低減技術試験の実
施

○

　平成27年度においても、引き続き、空間線量率及び降下物に
係る放射線量の測定、情報提供を実施。

モニタリングポストによる空
間線量率の測定（常時）

○ 12

環境保全課

放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調
査地域に指定された市町における除染廃棄物（道路
側溝汚泥等）の一時保管場所の整備等に要する経費
や農林業系副産物などの処理を円滑に進めるための
技術的支援等を実施

・対象：一関市、奥州市、平泉町

○

2
県南３市町での道路側溝汚泥の一
時保管設備設置市町数の増加

　平成27年度も、道路側溝汚泥等の一時保管場所の整備への支
援措置を講ずることとし、対象市町に対して周知を実施してき
た。
   一関市では各行政区と協議を重ね、これまで9箇所に一時保管
場所を整備した。
　奥州市については、平成25年度末の整備に引き続き、一時保
管場所の整備を順次進めるべく住民説明等を実施しているが、
住民理解が得られない。現在、一時保管している汚泥や、現場
に保管している汚泥の処理方針について検討中。
　県としては、財政支援に加え、住民説明会への対応等の技術
的支援を継続することにしている。また、環境省に対しては、
除去土壌等の処理基準の早期提示を求めている。

降下物の測定（毎月）

箇所

回/年 12 回/年 12

10 10 10箇所

○

市町

16 技術 8 技術 4

2 1市町1

350

㎞

市町

信号機新設等 72

警察官増員数（延べ人
数）

基

2,626

市町
村

7

人

標識設置等

32

本

15

50人 50人

千円

95

千円

2

㎞

警察官緊急増員事業

　　　　　　▼P72

330

標示

○

警察本部警
務課

警察本部交
通規制課

・被災地の復興の進捗に対応した信号機等の整備を実施した。
・被災地域の道路改良等工事の進捗に遅れがあることから、計
画どおり整備できなかったもの。引き続き、道路管理者との緊
密な連携が必要である。

基

2

交通安全施設整備事
業

県 被災地の復興の進捗に対応した交通安全施設の整備

・信号機設置等：32基（全体：72基）
・標識設置等：350本（全体：2,626本）
・標示：2㎞（全体：11km）

No.

1

2

3

4

5

12

10

11

9

6

7

8

平成27年度の取組状況と今後の課題等

・被災地の復興に向けて、広域振興局及び市町村が地域課題解
決のための事業を実施
【平成27年度実績】
　県事業：124事業　221,161千円
　市町村事業：110事業　236,843千円

・各種説明会、連絡会議等の場を活用した制度説明を実施。
・面整備事業等の進捗に伴い、住民主体のまちづくり活動の機
運が高まってくることから、引き続き制度周知等に取り組み、
復興まちづくりの支援を継続。

 放射線量や食品の放射性物質濃度検査の状況に加え、野生山
菜、野生きのこの全市町村検査結果についてもホームページに
より情報発信を行った。また、６月には、前年度までの取組状
況と平成27年度計画を掲載した岩手県放射線影響対策報告書を
発行し、県内外に広く情報発信を行った。今後も、県民等の放
射性物質に対する不安などの払しょくを目的に、継続した情報
発信や技術アドバイザーの設置等に取り組んでいく。

平成27年度は事業実施せず。

平成27年度　2市町実施済（遠野市、葛巻町）



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度平成26年度担当室課

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25 H26

H28
執行状況H27 H28

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H29～

No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等

7

110

15

1

4

4

6

6

6

1

1

6

6

1

1

9

1

1

9

4

5

356

68

1

13.6

16

10

3

23

379

72

16.8

18

5

6

4

6

3

ｋｍ

海水浴場の養浜着工箇所
数

海水浴場の養浜完了箇所
数

1 箇所

災害復旧事業完了箇所 588 箇所

砂防災害課
災害復旧事業完了箇所 2 路線

5

○

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業

県 東日本大震災津波で被災を受けた県が管理する道路
等の公共土木施設（大規模災害に係る海岸保全施設
等を除く）の復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：32箇所
　（全体：588箇所/１期：556箇所）

30.7 ｋｍ 0 [4.3]

地区 34 地区

河川課

50 地区 7

箇所

4.5

国 東日本大震災津波で被災を受けた国が管理する道路
等の公共土木施設の復旧・整備

・国道45号

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（直轄）

1

砂防災害課

1,141

木造住宅総合耐震支
援事業

県、
市町村

木造住宅の耐震化を促進するための木造住宅の耐震
診断、耐震改修に対する支援や相談員の派遣を実施

・耐震診断実施戸数：1,115戸
・耐震改修実施戸数：213戸

耐震診断実施戸数

下水環境課

213135 戸

建築住宅課

耐震改修実施戸数

1,115 戸 380 146

戸

33

戸

・７市町村で事業を推進。
・高台移転等により、浄化槽の設置基数が増加し、実施市町村
は計画値以上に推移。

延べ市
町村数

348

県 東日本大震災津波で被災を受けた市町村が管理する
道路等の公共土木施設の県代行による復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：１箇所
　（全体：５箇所/１期：３箇所）

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（代行）

多重防災型まちづく
り推進事業
・海岸保全施設等整
備事業
　　　　　　▼P70

県 東日本大震災津波によって破壊された防潮堤等の海
岸保全施設の復旧を図るとともに、市町村の復興ま
ちづくりと一体となった防潮堤の嵩上げや水門の整
備等を実施

・防潮堤等完成延長：30.7km
　（全体：35.2km/１期：4.5km）
・水門等完成地区数：34地区
　（全体：50地区/１期：７地区）

園・校

東日本大震災津波により流失した海水浴場の養浜

・対象：陸前高田市（高田地区海岸）

災害に強いライフラ
イン整備事業
・汚水処理施設整備
事業

延べ市
町村数

私立学校等災害復旧
支援事業

低炭素型合併浄化槽等（個人設置
型）の嵩上げ補助実施市町村数

○

県

ｋｍ

教育企画室
学校施設の防災機能強化

☆

・被災した警察施設の復旧・整備を以下のとおり実施
　警察署等庁舎の再建　大船渡署高田幹部交番、綾里駐在所、
気仙駐在所、宮古署日の出町駐在所（旧港町交番）、磯鶏駐在
所及び岩泉署小本駐在所の６施設を再建整備
　警察宿舎の再建　大船渡署高田職員宿舎（６戸）を再建整備
・今後再建予定の庁舎についても、順次再建整備を進める。

・平成27年度は、全箇所において工事着手済み。
・引き続き、早期の復旧・整備に向けて事業を推進。

災害復旧事業完了箇所

1

箇所

園・校

路線

11

3

国、
県、
私立学校

箇所

警察宿舎の再建 戸

東日本大震災津波で被害のあった市町村の汚水処理
施設整備事業に対する補助

・低炭素型合併浄化槽等（個人設置型）の
　　　嵩上げ補助実施市町村数：延べ12市町村

10

2,256

○

○

校

警察署等庁舎の再建

箇所

延べ市
町村数

水門等完成地区数

・被災した私立学校等施設37園・校のうち、未復旧である幼稚
園１園について復旧に向けた調整を進めている。
  今後、復旧に向けた取組を支援していく。

　平成26年度からの繰越２校、平成27年度整備４校計６校に自
立運転型太陽光発電設備を整備。

34

私立学校等施設の災害復
旧

37

東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田高
等学校の新築整備

・校舎等の新築整備：1校

教育企画室

☆

校舎等の新築整備
平成26年度校舎完成。

※　平成27年度は、仮部室を整備。平成28年度は、艇庫、講義
棟及び仮設グラウンドの整備を予定。

災害発生時に地域住民の応急避難場所としての役割
を果たすため、県立学校施設の防災機能の強化を推
進

・学校施設の防災機能強化：9校
　（全体：12校/１期：3校）

○

校

防潮堤等完成延長 35.2

・県代行により復旧工事を推進中。

○

警察本部会
計課

35

校 1

3 59 校

園・校 1 1 1

312

式

法務学事課

0

警察施設災害復旧事
業

県 東日本大震災津波で被災した警察施設を復旧・整備

・警察署等庁舎の再建：10箇所（全体：19箇所）
・警察宿舎の再建：30戸（全体：34戸）

県立学校施設防災機
能強化事業

県
校

箇所 1

17

0.3

1

箇所

箇所 2

1
・平成27年度末で整備が完了し、平成28年度から運用を開始す
ることとしている。
　今後は、県、市町村、関係機関が災害時にシステム等を最大
限活用できるよう、操作研修会や図上訓練を実施することとし
ている。

総合防災室

10

32

河川課

戸

0

戸

19

☆

被災した私立学校等の施設災害復旧費用の一部を助
成

・私立学校等施設の災害復旧：１園
　（全体：37園・校/１期：35園・校）

16

18

15

24

19

20

13

14

県、
市町村

海岸保全施設等整備
事業（養浜）

県立高田高等学校災
害復旧事業

県

22

21

23

0

箇所

1

1

箇所 1

戸 30

箇所 19 19

73

戸

6 7

10

・復興まちづくり計画と調整を図りながら、復旧工事を推進。

式

・平成27年度は、「第2期岩手県耐震改修促進計画」を策定する
とともに、市町村の窓口や広報、戸別訪問等による周知などの
取組を実施。
・耐震改修促進計画に基づき、木造住宅の耐震化促進に向けた
取組を推進。

・平成27年度復興交付金により砂浜の再生に向けた事業実施が
認められ、試験施工に着手。
・平成28年度は、本工事の施工に向け、試験施工と環境調査の
検証・検討を実施。

1

災害対策本部支援室機
能強化

1 式 1 式 1

1

○

○

砂防災害課

17

○

・国において復旧工事を推進中。

災害情報システムの整備
災害情報システム整
備事業

県 避難勧告など災害時に県民が必要とする情報を迅速
かつ的確に伝達し、県民の被害の最小化を図るとと
もに、地図情報を活用した被害状況の可視化等によ
り災害対応能力の充実を図るため、Lアラート（公共
情報コモンズ）や地図情報等と連携した新たな災害
情報システムを整備

1 1

556



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度平成26年度担当室課

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25 H26

H28
執行状況H27 H28

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H29～

No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等

16

3

1

2

1

3

0

32

6

6

2

1

19

2

1

39

4

9

12

4

18

37

4

2

24

4

20

2

16

10

1

14

3

4

1

12

2

20

2

2

2

18

9

2

35

7

4

2

1

12

2

県

国 東日本大震災津波によって倒壊した湾口防波堤の早
期復旧を図るとともに、現在整備中の湾口防波堤等
の整備を促進

・湾口防波堤の復旧延長割合(釜石港・大船渡港)
　　　　　　　　　：57％（H28まで累計82％）
・久慈港湾口防波堤整備事業進捗割合：17％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計63％）
・宮古港竜神崎防波堤整備事業進捗割合：15％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計96％）

％
・湾口防波堤復旧工事について、航路切替や労務・資機材不足
により工期が延伸。（釜石港湾口防波堤は平成29年度、大船渡
港湾口防波堤は平成28年度）
・引き続き、関係機関と連携し資機材調達等を図りながら、早
期の復旧・整備を目指す。

久慈港湾口防波堤整備
事業進捗割合

100 ％

箇所 3 1

○

13
防災や復興に男女共同参画の視点を持って取り組む
地域住民等を増やすため、県内各地で「男女共同参
画の視点からの防災・復興」をテーマとした講演会
及びワークショップ等を開催

・開催回数：２回

％ 17 ％

12

25 ％ 57 ％ 8 8

％ 17

15 ％

7

7 7

％ 7

地区 7

道路建設課
まちづくり連携道路の整備
完了箇所

32 箇所 箇所

・平成27年度は、3箇所が供用開始。
・平成27年度末時点で21箇所で事業推進中。

○

土砂災害対策施設整
備事業

県

県

市町村の復興まちづくり計画等に基づき集団移転し
た住居等を土砂災害から保全

・砂防等施設整備着手数：５箇所
　（全体：10箇所/１期：1箇所）

県 津波により浸水した道路について、市町村の復興ま
ちづくりと一体となった整備を実施

・整備完了箇所：20箇所（全体：32箇所）

多重防災型まちづく
り推進事業
・まちづくり連携道
路整備事業
　　　　　　▼P70

回 60 回 20 15

教材操作研修会開催回数

消防救急無線デジタ
ル化整備事業

県、
市町村、
(一部事
務組合
等)

電波法の改正に伴い、消防救急無線についてデジタ
ル方式に移行整備

・整備工事完了箇所数：3箇所（全体：3箇所）

○

箇所 3 0

広域防災拠点事業

　　　　　　▼P74

・山田町田ノ浜地区急傾斜事業について、事業着手済み。
・引き続き、市町村の復興まちづくり計画等と調整を図りなが
ら、要整備箇所の事業推進を図る。

2

○

☆

総合防災室

総合防災室災害時において、支援部隊等のベースキャンプ・現
地活動調整、広域医療搬送、被災者用物資・資機材
の備蓄、支援物資の受入・分配等の機能を有する広
域防災拠点（広域支援拠点及び後方支援拠点）を、
既存施設の活用を前提に配置

・指定拠点備蓄箇所数：５箇所
　（全体：5箇所）
・指定拠点衛星携帯電話配備箇所数：４箇所
　（全体：4箇所）

教材製作

多重防災型まちづく
り推進事業
・防災文化醸成事業
　　　　　　▼P70

県、
市町村

東日本大震災津波の経験や教訓を後世に語り継ぎ、
防災意識の向上や、避難行動を促す取組を「防災文
化」として醸成し継承していくため、小学校等での
津波防災に関する出前講座等を実施

・出前講座実施回数：60回

防災教育用教材を活用した防災教育の実践等によ
り、防災教育を推進

・教材製作：１式
・教材の操作研修会開催回数：2回

41

式 式 式

砂防災害課多重防災型まちづく
り推進事業
・緊急避難路整備事
業　　　　　▼P70

急傾斜地崩壊対策施設等への避難路の整備を実施

・整備完了箇所数：3箇所（全体：３箇所）

・３箇所で事業を予定していたが、１箇所については地元との
調整の結果、事業実施を見送り。
・今年度整備完了予定で進めていた１箇所は、平成27年11月末
完了。
・平成28年度以降、残る１箇所の整備を推進。

○

ＪＲ山田線の復旧に向け、まちづくり事業と一体と
なった鉄道の嵩上げ等の課題についてＪＲや国と調
整を図るとともに、経営支援策や利用促進策等を検
討・実施

4

指定拠点備蓄個所数 箇所

2箇所 2

回

回

教材操作研修会開催回数

地域防災サポーター派遣
回数

リーダー連絡会議開催回
数

指定拠点衛星携帯電話
配備個所数

7

4

○

○

県

8 回

回

5

3

箇所

県

　平成27年度は以下のとおり２回開催した。地域住民、復興支
援員等が参加し講演とワークショップを通じて防災・復興へ男
女共同参画からの視点が重要であること等を学んだ。
11月25日（水）滝沢市で開催　41名参加
12月18日（木）陸前高田市で開催　20名参加

○

各地域において、自主防災組織（町内会、事業所
等）の育成、強化を図り、自主的な活動を促進
防災教育用教材を活用した防災教育の実践等によ
り、防災教育を推進
・リーダー連絡会議開催回数：3回
・地域防災サポーター派遣回数：36回
・教材操作研修会開催回数：4回

箇所 1

0箇所

20 箇所 0

水門等の電動化・遠隔化
完了数

68

急傾斜施設に係る緊急避
難路の整備完了箇所数

地区 1

36

2回 4

4

1

34

いわて男女共同参画
プラン推進事業

多重防災型まちづく
り推進事業
・津波水門等電動・
遠隔化促進事業
　　　　　　▼P70

50
河川課県

回

回

河川課

☆

出前講座実施回数 140

整備工事完了箇所数

津波水門等の操作員の安全確保、水門閉鎖時間の短
縮のため、水門等の電動化・遠隔化を実施

・完了数：34地区（全体：50地区/１期：7地区）

宮古港竜神崎防波堤整
備事業進捗割合

100

港湾課 湾口防波堤の復旧延長割
合(釜石港・大船渡港)

　今年度は、県教委及び県土整備部と連携して、大雨洪水防災教育教材
（ＤＶＤ）を作成したほか、平成24年度に作成した津波防災教育用記録
集及び平成25年度に作成した防災教育教材の活用を図るため、県教育委
員会との連携のもと、平成27年１月に操作研修会を開催した。併せて、
県教委が実施する教員を対象とした研修会において、防災教育教材の周知
啓発を行った。

回

砂防災害課
10 箇所

5

○

総合防災室

・津波対策の水門等について、部局横断的な検討チームを設置
し、水門等の安全かつ迅速・確実な閉鎖の検討を実施中。
・平成27年度は、水門等の自動閉鎖システムの整備に着手。

砂防等施設整備着手数

総合防災室

地域振興室

100

2

2

1 13

・JR山田線については、ＪR東日本から提案のあった三陸鉄道へ
の運営移管を決定し、復旧工事が進められているところ。
・JR大船渡線については、国の主催により開催された沿線自治
体首長会議において、ＢＲＴによる本格復旧が合意されたこと
から、ＪＲが実施する利便性の向上等に関し、沿線市の意向が
反映されるよう支援していくもの。

湾口防波堤等整備事
業
　　　　　　▼P73

　県有施設の消防救急無線のデジタル化工事（防災航空セン
ター、消防学校）及び緊急消防援助隊県庁調整本部機能整備
（県庁舎）について、平成27年度末で整備が完了し、平成28年
度から運用を開始する予定。

・防災意識の向上等のため、小中学校等での津波防災に関する
出前講座を実施。

34

35

27

28

33

30

31

32

26

25

29

回 2 3

箇所

36

箇所

3

1

5

回

回 12

2

1

8

1

○

3 箇所

1

5 箇所 3 1

1

回

3

地区

 自主防災組織による活動を促進するため、市町村を訪問して自
主防災組織の必要性を説明するとともに、地域防災サポーター
派遣、リーダー研修会等を行った。
　また、学校現場で防災教育が実践されるよう、教育委員会と
連携し、防災教育教材の操作研修を行った。
　来年度も引続き、地域防災サポーターの派遣、研修会の開催
等により地域防災力の強化に取組んでいく。

2

若者女性協
働推進室

講演会等開催回数

15

回

回

　広域防災拠点の運営に参画する市町村や防災関係機関と共同
で、平成28年度から運用を開始することとしている。
　また、来年度も引続き広域防災拠点への備蓄物資の配備を進
めていく予定。

ＪＲ山田線復旧支援
事業

地域防災力強化プロ
ジェクト事業（防災
教育推進事業）

県

地域防災力強化プロ
ジェクト事業（自主
防災組織等活動促進
事業）

県、
市町



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度平成26年度担当室課

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25 H26

H28
執行状況H27 H28

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H29～

No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等

16

10

4

7

6

399

271

0

算出不能

5

7

158

3

39

6

4

1

2

29.0

0

31

20

5

4

10

450

1

27.0

150

1

17

10

20

6

4

3

390

1

25.2

150

7

117

5

多重防災型まちづく
り推進事業
・復興まちづくり支
援事業　　（再掲）
　　　　　　▼P70

東日本大震災津波の経験や教訓を後世に語り継ぎ、
防災意識の向上や、避難行動を促す取組を「防災文
化」として醸成し継承していくため、小学校等での
津波防災に関する出前講座等を実施

・出前講座実施回数：60回

県

市町村等への補助施設数

企業局経営
総務室

沿岸地域への支援
県、
市町村、
公共的団
体等

セミナー等開催回数

163

32

事業化可能性調査地区
数

116

世帯

％ 16.5（H24実績）

1

896 回

151

11

19

2,330

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波で被災を受けた県が管理する道路
等の公共土木施設（大規模災害に係る海岸保全施設
等を除く）の復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：32箇所
　（全体：588箇所/１期：556箇所）

箇所

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（直轄）（再掲）

国 東日本大震災津波で被災を受けた国が管理する道路
等の公共土木施設の復旧・整備

・国道45号

路線
砂防災害課

災害復旧事業完了箇所 2 路線 1

○

・国において復旧工事を推進中。

災害に強いライフラ
イン整備事業
・汚水処理施設整備
事業　　　（再掲）

県、
市町村

東日本大震災津波で被害のあった市町村の汚水処理
施設整備事業に対する補助

・低炭素型合併浄化槽等（個人設置型）の
　　　嵩上げ補助実施市町村数：延べ12市町村

延べ市
町村数

都市計画課
アドバイザーの派遣地区数

復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、
住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関す
る専門家をアドバイザーとして派遣し、復興まちづ
くりを支援するとともに、地元のまちづくりに係る
人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：23地区

回 20 15

424 回 8 回 回 4

23

多重防災型まちづく
り推進事業
・防災文化醸成事業
　　　　　（再掲）
　　　　　　▼P70

県、
市町村

河川課

出前講座実施回数 140 回

○

・防災意識の向上等のため、小中学校等での津波防災に関する
出前講座を実施。 41 回

・各種説明会、連絡会議等の場を活用した制度説明を実施。
・面整備事業等の進捗に伴い、住民主体のまちづくり活動の機
運が高まってくることから、引き続き制度周知等に取り組み、
復興まちづくりの支援を継続。

60

○

1

○

・ひとにやさしいまちづくり条例による推進指針に基づき、被
災地の復興まちづくりにおけるひとにやさしいまちづくりの取
組、全国障害者スポーツ大会開催を契機とした公共施設のユニ
バーサルデザイン化や人材育成などを促進することとしたほ
か、セミナーを通じてユニバーサルデザインや条例等について
周知を図った。
・今後は、利用が低調なユニバーサルデザイン電子マップにつ
いて、公共的施設のバリアフリー設備等の登録情報の更新・充
実を図るなど、一層の普及啓発や人材育成に取り組む。

○

下水環境課

24 地区 1 地区 地区 13

17
延べ市
町村数

6 7

7

県施設への導入数

38

43

44

37

46

42

39

40

45

41

47

1,000 世帯 1,330 381

県 各市町村の各種計画やまちづくりの中にユニバーサ
ルデザインの考え方を取り入れていくことができる
よう、市町村職員や地域住民を中心に条例の理念や
制度の周知徹底を図り、ひとにやさしいまちづくり
を推進

・研修会開催：12回（年４箇所）
・対象：内陸１・沿岸３市町村

件 1件

被災地域におけるコミュニティの再生を促進し、犯
罪や交通事故のない地域社会づくりへの住民の自主
的な取組を支援

・被災地における
　　防犯座談会等の実施：450回（全体：896回）

450 回

地域福祉課
研修会の開催

・平成27年度は、補助対象設備の拡充や補助限度額の引き上げ
など支援内容を見直して事業を実施し、東日本大震災津波関連
として、3団体に対して12,381千円を交付。
・平成28年度以降も、市町村等のニーズを踏まえて支援内容を
見直しながら事業を実施する予定。

9
非常時においても一定のエネルギーを賄えるシステ
ムの構築に向けて、県や市町村の庁舎、民間を含め
た医療施設、福祉施設、学校等に対し、再生可能エ
ネルギー設備の導入を推進

・市町村等への補助施設数：297箇所
　（全体：479箇所/１期：151箇所）

環境生活企
画室

・被災家屋等への太陽光発電導入費補助金は、平成27年度末現
在271件に交付決定。引き続き、住宅再建にあわせて太陽光発電
設備を設置する被災者支援のため、制度の周知及び支援を行っ
ていく。
・自立・分散型エネルギー供給システム設計等支援事業費補助
金は、事前の意向確認で活用を希望した市町村があったもの
の、事業の実施体制が整わず、応募に至らなかった。
・大規模電源立地の促進については、立地に向け、事業者等と
の意見交換や情報収集を行った。
・再生可能エネルギーの導入は、地球温暖化防止や防災まちづ
くりなどにも寄与することから、最大限の活用に向けた導入促
進の取組を引き続き実施していく必要がある。

☆

○

・復興まちづくり計画と調整を図りながら、復旧工事を推進。
556

被災家屋等への太陽光発
電設備導入数

6

箇所

箇所

27

件

5

地区

18.9

箇所

％

回

・７市町村で事業を推進。
・高台移転等により、浄化槽の設置基数が増加し、実施市町村
は計画値以上に推移。

砂防災害課
災害復旧事業完了箇所 588

県 地域に根ざした取組を推進するとともに、災害に強
いまちづくりに向け、県民・企業・団体等の協働を
促すため、次の事業を実施

・特定地域や個別エネルギーを
　　テーマとしたセミナー等の開催：15回
・ポータルサイトの運営

○

22.7

世帯 490

地域防犯活動促進事
業

県

クリーンエネルギー
導入支援事業

回

3

箇所 14

297479

18 回

再生可能エネルギーの導入目標の達成に向けた取組
の一つとして、次の事業を実施

・被災家屋等への太陽光発電の導入支援
・自立・分散型エネルギー供給体制の
　構築に向けた市町村等の取組支援
・大規模電源立地の促進
・再生可能エネルギー導入促進のための普及啓発

防災拠点等再生可能
エネルギー導入事業

　　　　　　▼P75

県、
市町村等

○

6 地区

環境生活企
画室

・再生可能エネルギーの導入セミナーやフォーラム等を５回開
催（11月：環境エネルギービジネスフォーラム、12月：水素エ
ネルギーフォーラム、２月：温泉熱利用・発電セミナー、２
月：小水力導入・活用セミナー、３月：バイオマス導入・活用
セミナー）。
・また、「風力発電導入構想」の実現に向けた、市町村連絡会
を７月に開催しており、引き続き、県・市町村が連携して導入
促進に向けた取り組みを進めていく予定。

戦略的再生可能エネ
ルギー推進事業

・平成27年度は、市町村158施設に対する補助金の交付決定。引
き続き、県７施設について事業に着手し、庁舎、学校等へ太陽
光発電及び蓄電池、ソーラー街灯等の設備導入を進めていく予
定。
・なお、特に沿岸被災市町村では復興まちづくりに係る面的整
備等と調整を図りながら、本事業を進めていることから、復興
の進捗状況と歩調をあわせた事業実施が可能となるよう、国に
対し基金事業期間の延長を要望してきた結果、延長が認めら
れ、平成28年度から平成32年度にかけて沿岸被災市町村におけ
る事業を継続。

環境生活企
画室

地区

再生可能エネルギー
導入促進事業

県

150 240

○

8

回 446
被災地における防犯座談
会等の実施

延べ市
町村数

箇所 箇所 19 19

低炭素型合併浄化槽等（個人設置
型）の嵩上げ補助実施市町村数

33

12

10

10

箇所

○

再生可能エネルギーによ
る電力自給率

35.0（H32目標）

5

1 0

％

警察本部生
活安全企画
課

・被災地域におけるコミュニティづくりのため、仮設住宅団地
等を対象に自治会の代表者等と連携の上、特別出向警察官を中
心とした寸劇による防犯座談会を開催した。
・仮設住宅団地のほか、災害公営住宅や新市街地等に開催範囲
を拡大し、被災地住民に対する支援に努める。

ひとにやさしいまち
づくり推進事業

市町村等が行う地域内の公共施設等への小規模なク
リーンエネルギー設備の導入を支援
東日本大震災津波に関連し、地域の防犯・防災上、
重要かつ緊急を要するものには、補助率を引き上
げ、補助要件を緩和して実施

箇所



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度平成26年度担当室課

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25 H26

H28
執行状況H27 H28

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H29～

No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等

0

国連防災世界会議関
連会合等開催事業

津波復興祈念公園整
備事業
　　　　　　▼P76

今年度なし（平成26年度のみの事業）
1 件

☆

県 Ｈ27.3に仙台市で開催される国主催の「第３回国連
防災世界会議」に付随する関連会合の開催、展示
会、現地視察等を実施

若者女性協
働推進室

4

1

エクスカーションコースの
本県への設定数

2 コース 2

1
関連会合の本県での開催
件数

1

コース 2

件

都市計画課 津波復興祈念公園整備
事業の着手箇所

国、
県、
市町村

東日本大震災津波の犠牲者を追悼・鎮魂し、震災の
経験や教訓を継承するとともに、市街地や利用者の
安全を確保し、まちづくりと一体となった地域の賑
わいの再生に資する津波復興祈念公園を整備 ○

箇所箇所
・平成27年度は基本計画を策定・公表し、基本設計に着手。
・平成28年度は基本設計を策定・公表し、実施設計に着手予
定。
・平成29年度は用地買収に着手予定。

1 011

48

49

○

・平成27年度は、「高田松原津波復興祈念公園震災津波伝承施
設検討委員会」からの意見を踏まえ、震災津波伝承施設基本計
画（案）を取りまとめたところ。
・今後は、パブリック・コメントにより県民の意見を伺って基
本計画を策定のうえ、施設の整備に向け展示に係る基本設計及
び実施設計を進める。

まちづくり
再生課

展示等基本設計

・平成27年度は震災津波関連資料収集活用有識者会議からの意
見を踏まえ、「震災津波関連資料の収集・活用等に係るガイド
ライン」を策定した。
・今後は、同ガイドラインをもとに庁内各部局及び県内市町村
等と調整のうえ同資料の収集・活用等を進める。

復興推進課 広くアクセス可能な仕組み
の構築・運用

○

51

県 災害の歴史から学び、記憶や経験を語り継ぎ、将来
に生かすため、国等の関係機関と連携し、高田松原
津波復興祈念公園内に震災津波伝承施設を整備する
もの

1 式 1

1

展示工事 1 式

展示等実施設計 1 式 1

1 1式 1 式

1

津波伝承施設調査等
事業

50

震災津波関連資料収
集・活用等推進事業

県 震災の記憶風化防止や教訓を生かすため、震災津波
関連資料の利活用に向けた収集整理保存基準の策定
や資料収集を実施

式 1



「安全」の確保　／　交通ネットワーク

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度

20

5

10

12

15.2

32

6

6

2

6

H28
執行状況

○

○

○

○

○

○

○

○

☆

○

地域振興室

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

ＪＲ山田線復旧支援
事業
　　　　　（再掲）

県、
市町

ＪＲ山田線の復旧に向け、まちづくり事業と一体と
なった鉄道の嵩上げ等の課題についてＪＲや国と調整
を図るとともに、経営支援策や利用促進策等を検討・
実施

道の駅の機能強化完了
箇所

・平成26年度に引き続き、道路情報提供システム、節水型トイレ改修
等の機能強化工事を実施し、平成27年度に完成。 20 箇所 20 箇所 20 0

道の駅防災機能強化
推進事業

県 災害時の道の駅の機能を確保するため、機能強化を推
進

・道の駅の機能強化完了箇所：20箇所
　（全体：20箇所）

道路環境課

橋 48 橋 16 24

橋梁の耐震補強完了 74 橋 8 橋 30 橋 8 2

三陸復興道路整備事
業（橋梁耐震化等）

　　　　　　▼P78

県 復興道路として内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸の
高規格幹線道路等や、復興支援道路として内陸部から
沿岸各都市等にアクセスする道路及び横断軸間を南北
に連絡する道路等、復興関連道路として水産業の復興
を支援する道路等について、橋梁の耐震化や補修を実
施

・橋梁の補修完了：48橋
　（全体：131橋/１期：61橋）
・橋梁の耐震補強完了：30橋
　（全体：74橋/１期：8橋）

道路環境課

橋梁の補修完了 131 橋 61

道路環境課
道路法面対策完了箇
所

106 箇所 40 箇所 27 箇所 8 5
三陸復興道路整備事
業（災害防除）

　　　　　　▼P78

県 復興道路として内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸の
高規格幹線道路等や、復興支援道路として内陸部から
沿岸各都市等にアクセスする道路及び横断軸間を南北
に連絡する道路等、復興関連道路として水産業の復興
を支援する道路等について、落石対策等の道路防災対
策を実施

・道路法面対策完了箇所：27箇所
　（全体：106箇所/１期：40箇所）

km km三陸復興道路整備事
業
・復興道路整備事業
　（改築）
　　　　　　▼P78

県 復興道路として、内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸
の高規格幹線道路等の整備を推進

〔対象路線〕
　・宮古盛岡横断道路（国道106号）

道路建設課 復興道路の事業中箇
所の供用延長（改築）

10.3 km 6.7

復興道路の事業中箇
所の供用延長（直轄）

90.1 km 36.5

○

km 15.2 km

宮古港竜神崎防波堤
整備事業進捗割合

100 ％ 17 ％ 15 ％ 7 7

三陸復興道路整備事
業
・復興道路整備事業
　（直轄）
　　　　　　▼P78

国 復興道路として、三陸沿岸地域の縦貫軸と内陸部と三
陸沿岸地域を結ぶ横断軸の高規格幹線道路等の整備を
促進

・復興道路の事業中箇所の供用延長（直轄）
　　　：15.2km（全体：90.1km/１期：36.5km）

〔対象路線〕
　[縦貫軸]
　・三陸沿岸道路
　（三陸縦貫自動車道、三陸北縦貫道路、
　　　　　　　　　　　　八戸・久慈自動車道）
　[横断軸]
　・東北横断自動車道釜石秋田線
　・宮古盛岡横断道路（国道106号）

道路建設課

57 ％ 8 8

久慈港湾口防波堤整
備事業進捗割合

100 ％ 12 ％ 17 ％ 7 7

湾口防波堤等整備事
業
　　　　　（再掲）
　　　　　　▼P73

国 東日本大震災津波によって倒壊した湾口防波堤の早期
復旧を図るとともに、現在整備中の湾口防波堤等の整
備を促進

・湾口防波堤の復旧延長割合(釜石港・大船渡港)
　　　　　　　　　：57％（H28まで累計82％）
・久慈港湾口防波堤整備事業進捗割合：17％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計63％）
・宮古港竜神崎防波堤整備事業進捗割合：15％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計96％）

港湾課 湾口防波堤の復旧延
長割合(釜石港・大船
渡港)

100 ％ 25 ％

砂防災害課 災害復旧事業完了箇
所

5 箇所 3 箇所 1 箇所東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（代行）（再掲）

県 東日本大震災津波で被災を受けた市町村が管理する道
路等の公共土木施設の県代行による復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：１箇所
　（全体：５箇所/１期：３箇所）

港
港湾課

港湾機能の復旧完了 6 港 2 港 3東日本大震災社会資
本復旧事業
・港湾災害復旧事業

県 東日本大震災津波により倒壊した防波堤や沈下した岸
壁の復旧等による港湾の機能回復

・港湾機能の復旧完了：３港
　（全体：６港/１期：２港）

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（直轄）（再掲）

国 東日本大震災津波で被災を受けた国が管理する道路等
の公共土木施設の復旧・整備

・国道45号

砂防災害課 災害復旧事業完了箇
所

2 路線 1
・国において復旧工事を推進中。

路線

事業名
事業
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波で被災を受けた県が管理する道路等
の公共土木施設（大規模災害に係る海岸保全施設等を
除く）の復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：32箇所
　（全体：588箇所/１期：556箇所）

～H25

砂防災害課 災害復旧事業完了箇
所

588 箇所
・復興まちづくり計画と調整を図りながら、復旧工事を推進。

箇所

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

556 箇所 32

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

19 19

・小本港、釜石港の復旧を完了。
・引き続き、早期の復旧に向けて事業を推進。

・県代行により復旧工事を推進中。

・湾口防波堤復旧工事について、航路切替や労務・資機材不足により
工期が延伸。（釜石港湾口防波堤は平成29年度、大船渡港湾口防波堤
は平成28年度）
・引き続き、関係機関と連携し資機材調達等を図りながら、早期の復
旧・整備を目指す。

・平成27年度は、三陸沿岸道路「吉浜道路」、東北横断自動車道釜石
秋田線「遠野～宮守」及び宮古盛岡横断道路「都南川目道路」川目Ｉ
Ｃ～田の沢ＩＣ間が供用開始。
・引き続き、早期の整備に向けて事業を推進。

・引き続き、早期の整備に向けて事業を推進。

・平成27年度は、12箇所が完成。
・引き続き、早期の整備に向けて事業を推進。

・平成27年度は、橋梁補修５橋、橋梁耐震補強10橋が完成。
・引き続き、早期の整備に向けて事業を推進。

・JR山田線については、ＪR東日本から提案のあった三陸鉄道への運
営移管を決定し、復旧工事が進められているところ。
・JR大船渡線については、国の主催により開催された沿線自治体首長
会議において、ＢＲＴによる本格復旧が合意されたことから、ＪＲが
実施する利便性の向上等に関し、沿線市の意向が反映されるよう支援
していくもの。

20

8

35

2

3

7

4

15.2

10

1

16

8

11 39

16

3

4

1

14

38.4

3.6

1

18

37

14

1

1

22

36

4



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度
H28

執行状況
No. 事業名

事業
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～～H25
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

3

300

2

3

○

○

○12

13

14

15

港湾課
港湾ＢＣＰの策定 4 港 港 4 港 1 1

避難対策施設の整備
完了箇所

1 箇所 1 箇所

耐震強化岸壁の整備
着手箇所

3 港

・久慈港、宮古港、大船渡港の３港について、港湾BCPを策定。港湾施設機能強化事
業

県 災害時等に緊急支援物資の取扱いや企業活動の再開を
早急に行うため、耐震強化岸壁等の整備による機能拡
充や港湾利用者が津波から安全に避難できる施設の整
備を検討

・港湾ＢＣＰ（事業継続計画）の策定：４港
　（全体：４港）
・避難対策施設の整備完了箇所：１箇所
　（全体：１箇所）

ｍ 936 ｍ 450 450三陸復興道路整備事
業
・復興関連道路整備
事業（代行）
　　　　　　▼P78

県 復興関連道路として、宮古市道北部環状線について、
県が代行整備を実施

・宮古市道北部環状線改良延長：936m
　（全体：2,331ｍ/１期：1,395ｍ）

道路環境課 宮古市道北部環状線
改良延長

2,331 ｍ 1,395

復興関連道路の整備
完了箇所

16

○

箇所 4 箇所 9 箇所 2 1
三陸復興道路整備事
業
・復興関連道路整備
事業（改築）
　　　　　　▼P78

県 復興関連道路として、水産業の復興を支援する道路等
について、交通支障箇所等の改築等を実施

・復興関連道路の整備完了箇所：9箇所
　（全体：16箇所/１期：4箇所）

道路建設課

2 3

三陸復興道路整備事
業
・復興支援道路整備
事業（改築）
　　　　　　▼P78

県 復興支援道路として、内陸部から沿岸各都市等にアク
セスする道路及び横断軸間を南北に連絡する道路等に
ついて、交通支障箇所の改築等を実施

・復興支援道路の整備完了箇所：13箇所
　（全体：35箇所/１期：９箇所）

道路建設課
復興支援道路の整備
完了箇所

35 箇所 9 箇所 13 箇所

・平成27年度は、前年度に引き続き、橋梁上部工、道路改良などを実
施。
・平成28年度の完成に向けて事業を推進。

・平成27年度は、２箇所が供用開始。
・平成27年度末時点で7箇所において事業を推進中。
・引き続き、早期の整備に向けて事業を推進。

・平成27年度は、3箇所が供用開始。
・平成27年度末時点で16箇所において事業を推進中。
・引き続き、早期の整備に向けて事業を推進。

3

1

6

300

5

186

6

1

3

13

3



「暮らし」の再建　／　生活・雇用

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

1.5

13

1

9

108

59

36

1,573

4

32

9

16.2

80

13

1

107

59

18

600

4

32

1

9

47.3

80

59

13

600

215

4

18

8

○

○

○

○

○

○

H28
執行状況

○

○

○

○

○

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

7
市町
村

～H25
事業名

事業
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～

県、
市町村

平成23年度から運用を続けてきた研究版システムの
稼働が終了することに伴い、平成26年度からシステ
ム整備を全県的に行い、平成27年10月から運用を開
始したことにより、新システムの保守管理を行うとと
もに、市町村のシステム運用を支援

・対象：県内32市町村

被災者台帳システム
運営事業

生活再建課
総合防災室 システム運営市町村数 8

市町
村

【研究版システム（旧システム）】
・システムを導入した7市町村において、運用（平成27年11月稼働終
了）。
・市町村の被災者支援業務に支障が生じないよう、新システムの開発
に合わせ、現行システムよりデータ移行を実施（～平成27年９月）。
【新システム】
・平成26年6月議会において、新システム開発予算を措置。
・平成27年10月から県及び県内32市町村において運用を開始。
・新システム運用に係る協議の場として運用協議会を設置。
・各市町村における被災者、避難者データの登録及び、市町村間にお
ける情報の広域連携を推進するため、県からの依頼通知を発出。情報
登録及び運用に関する課題等について各市町村を個別に訪問しヒアリ
ングを実施。

新システム運用市町村数 32
市町
村

8
市町
村

8 7

32
市町
村

義援金の交付 県、
市町村

一般から寄せられた義援金を被災者に交付 生活再建課
交付件数

・交付件数96,492件、交付金額52,408,500千円を被災者に交付。
96,216 件 96,391

被災者生活再建支援
金の支給

県 災害により住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被
害を受けた世帯に対して支援金を支給

生活再建課
基礎支援金支給件数

・平成27年度末で、基礎支援金23,022件、20,354,125千円、加算支援
金10,761件、17,053,875千円の支給。
・引き続き、申請手続きを行う。（受付は市町村、支給は(財)都道府
県会館が実施。申請期間は、基礎支援金が平成29年４月10日、加算支
援金が平成30年４月10日まで。）

加算支援金支給件数

22,919 件 22,976

7,723 件 9,232

災害援護資金貸付金 県、
市町村

被害を受けた世帯主に対し、生活の立て直しに資する
ための資金を貸付

生活再建課
貸付件数

・10市町村にて延べ61件、178,540千円を新たに貸付け。
・適正な審査に留意し、平成30年３月31日まで新規貸付を継続する。
・既に貸付を行った案件に係る適正な債権管理に留意する。

861 件 941

総合的被災者相談支
援事業
　　　　　　▼P80

県 久慈、宮古、釜石及び大船渡に設置した「被災者相談
支援センター」において、次の事業を展開

・被災者に寄り添った多様な相談主体との
　　　　　　　　　　　　　　連携・情報共有
・被災者に対する総合的な相談支援
・積極的・効果的な情報発信と支援施策の立案
・被災者一人ひとりの復興計画づくり支援

生活再建課
関係課

被災者相談支援セン
ターの運営

4 箇所 4
沿岸４地区に設置した被災者相談支援センターに相談員（13名）を配
置し、被災者からの相談対応を行っているほか、日替わりで弁護士、
司法書士、ファイナンシャル・プランナー等の専門家が相談対応を実
施。
今後は地域により復興の状況が異なることから、地域の実情に応じた
相談支援体制の検討が必要。

相談受付件数

箇所 4 箇所 4 4

27,520 件 8,486

被災者支援情報提供
事業

県 様々な支援事業や相談窓口を掲載したガイドブックの
作成・配付や、県外・内陸に居住する被災者を対象
に、定期的に支援事業や復興に関する情報を発信する
ことにより、被災者の生活再建を支援

・暮らしの安心ガイドブックの作成
・県外・内陸に居住する被災者への情報提供
　（県外：12回/年、内陸６回/年）

生活再建課 県外・内陸に居住する被災者
への情報提供回数 124 回 34 回 54 回 18 18

建築住宅課・平成27年度は、市町村の窓口や住宅再建相談会での周知などの取組
を実施。

生活再建住宅支援事
業
・被災住宅改修支援
事業

県、
市町村

被災者支援制度の対象外の被災住宅に対する改修費用
の一部を補助する市町村に対する支援

・補修・改修支援：3,400戸

2,200 1,600補修・改修支援 11,730 戸 6,757 戸 戸3,400

生活再建住宅支援事
業
・被災宅地等復旧支
援事業

県、
市町村

地盤沈下や擁壁に倒壊等が発生している宅地に対し
て、復旧費用の一部を補助する市町村に対する支援

・宅地復旧支援件数：783件

都市計画課
宅地復旧支援件数 2,033 件

・交付対象期間を平成25年度末から平成30年度末まで延長し、支援を
継続実施。

1,142 件 783 件 461 232

災害公営住宅等整備
事業
　　　　　　▼P81

県、
市町村、
民間企業

東日本大震災津波により住宅を失った被災者の居住の
安定を図るため、被災者用の恒久的な住宅を供給

・災害公営住宅整備（供給割合）：89.0％
　（H23～H28累計：98.5％）
・地域優良賃貸住宅建設補助：240戸

建築住宅課
災害公営住宅整備（供
給割合）

100 ％

○

・暮らしの安心ガイドブックの発行　35,000冊発行、配布（7月～8
月）
・県外（対象：約850世帯）、内陸（対象：約2,210世帯）へ、継続的
に郵送による情報提供を実施。
今後も、情報提供を継続して行い、内容を一層充実させるとともに、
県外・内陸に居住する被災者が必要な情報を得られるよう、取組を強
化。

・平成27年度の補助対象期間は、平成26年10月1日から平成27年9月
30日までであり、実績が確定する平成27年11月に事業者から県に補助
金交付申請済。
・補助対象路線は、岩手県生活交通対策協議会が決定する「生活交通
ネットワーク計画」に盛り込むこととしており、平成27年度は54路線
を対象とすることを決定し、実施済み。

・平成27年度の補助対象期間は、平成26年10月1日から平成27年9月
30日までであり、実績が確定する11月に事業者から市町村に補助金交
付申請済。
・補助対象路線は、岩手県生活交通対策協議会が決定する「生活交通
ネットワーク計画」に盛り込むこととしており、平成27年度は15路線
を対象とすることを決定し、実施済み。

・平成27年度民生委員・児童委員研修実施要領を各振興局あて送付
（6月）、地域の課題や関心の高いテーマに関する研修の実施を促進。

・災害公営住宅については、設計施工一括選定方式及び買取型整備方
式等により整備を推進。

地域優良賃貸住宅建
設補助

344 戸 104

9.5 ％ 89.0 ％ 25.5 16.1

戸 240 0戸 80

59バス運行対策費補助
事業

県、
乗合バス
事業者

住民の重要な生活の足であるバス路線の維持を図るた
め、国庫補助制度に基づき、当該路線を運行するバス
事業者に対し、運行欠損額及び車両購入費に対する補
助を実施

地域振興室 被災地特例により維持
されている補助路線数

59 路線 路線 59 路線 59 59

地域バス交通等支援
事業費補助事業

地域振興室 被災地特例により維持
されている補助路線数

13 路線
県、
市町村

住民の重要な生活の足であるバス路線の維持を図るた
め、市町村が実施する生活交通確保対策に係る経費に
対して補助

16 路線 13 路線 13 14

民生委員児童委員協議会の会
長・副会長に対する研修 7民生委員(児童委員)活

動事業

県、
市町村、
民生児童
委員協議
会

民生委員に対し、被災者支援に関する研修を行い、関
係機関と連携した被災者の見守り活動を充実強化

・全県研修会開催：3回（年1回）
・地域単位研修会開催：27箇所（年9箇所）

27か所

回 3

広域振興局、保健福祉環境セ
ンターごとの研修

63 か所 27

回 3 回 1 1

9か所 9

6

7

8

No.

1

2

3

4

5

9

10

11

12

地域福祉課

7

96,492

23,022

10,761

1,002

4

7,287

18

1,207

156

54

15

1

9

28.5

0

平成27年度



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等
～H25

事業名
事業
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～
No. 平成27年度

10 10 10

700 700 700

人事・採用担当者に対
する研修

9 回 6 回 3 3 3

1,993

○

・平成27年度Ｕ・Ｉターン相談窓口利用者件数：1,993件
県内外からの人材確保に努めているものの、県内の人材不足は依然と
して深刻であり、より一層県内で働く人材の確保に努めていく必要が
ある。
今後は、別事業（いわてしごと人材創生事業）により引ki続き沿岸地
域の人材確保を支援していく。

雇用対策・
労働室

Ｕ・Ｉターン相談窓口（岩
手県Ｕターンセンター
（東京）、県内）の相談

2,100 件 1,400 件

大手就職情報サイト掲
載サイトへの補助企業
数

30 社 20 社

20

いわてしごと人材創
生事業

県 県内外から人材を確保し、県内企業に定着するために
求職者及び企業に対する支援を行い、県内企業の人材
確保を図る

12,000

46,000

296

5,000

474

192

78

32

1,369

800

213

6,000

23,000

20

120

2,500

150

50

40

2,348

5

2,000

23,000

1,322

6,000

40

20

120

2,500

1,313

150

50

○

○

☆

○

○

○

○

○

○

☆

○

平成27年度から、陸前高田市と陸前高田職業訓練協会との間で、陸前
高田高等職業訓練校の再建に向けた検討が開始されたところであり、
具体的な整備計画は未定。
このため、国では、復旧事業に係る嵩上げ補助制度を平成28年度も継
続しているところ。

生活再建住宅支援事
業
・災害復興住宅新築
支援事業

県、
市町村

被災地域において、一定のバリアフリー性能を有し、
県産材を一定量以上活用して住宅を再建する場合に、
建設費の一部を補助

・バリアフリー対応工事：1,300戸
・県産材使用工事：600戸

戸 1,300 戸 1,000 941

500 321

生活再建住宅支援事
業
・災害復興住宅融資
利子補給事業

県、
市町村

被災者の住宅復興の負担軽減を図るため、住宅への新
たなローンの借入れをする者に対する既存の住宅ロー
ンへの利子補給を実施。また、既存住宅の改修等を行
う者に対する新たなローンへの利子補給を実施

・新築補助：130戸
・補修補助：110戸
・既往債務補助：.360戸

360 戸 120

197

新築補助 483

801

戸

建築住宅課
バリアフリー対応工事 2,825 戸 1,051

・平成27年度は、市町村の窓口や住宅再建相談会での周知などの取組
を実施。

県産材使用工事 1,222 戸

戸 301

戸 130 戸 50 170

戸 110 戸 70

430 戸 600 戸

33既往債務補助 戸 145 戸

県、
市町村

県内で自宅が全壊（半壊解体含む）した被災世帯に対
し、県内での持ち家による住宅再建を支援する市町村
の補助事業にその経費の一部を補助
［県補助限度額］
・複数世帯　66.6万円
・単数世帯　50.0万円

・補助金の支給世帯数：4,974世帯

被災者住宅再建支援
事業
　　　　　　▼P82

世帯
・平成27度末で、累計6,032件に8,469,282千円を支給。
・平成27年度は、計画値を上回る1,410世帯へ支給。
・引き続き、支給手続きを行う。（受付・支給は市町村が実施。申請
期間は平成30年度まで。）

3,175
生活再建課

補助金の支給 9,518

補修補助 443

建築住宅課

世帯

地域内関係機関と連携しながら、学校や企業訪問等により、雇用・労
働に関する地域の課題に対応している。
・平成27年度に行った就業支援員による学校訪問件数：2,378件
高校生の就職支援について、学校との連携強化を図っていく。

4,974 世帯 1,313 1,447

275
・平成27年度は、市町村の窓口や住宅再建相談会での周知などの取組
を実施。

雇用対策・
労働室

就業支援推進事業 県 地域内関係機関と連携しながら雇用・労働に関する地
域課題に対応するため、県内各地域に就業支援員を配
置

・就業支援員による学校訪問件数：7,500件
　　　　　　　(2,500件×3年　H26～H28)

件 6,772 件 7,500 件 2,500 2,316
就業支援員による学校
訪問件数

19,272

地域ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪ管理運
営事業

県 地域の関係機関と連携して、若年者を中心とした就業
支援と地域産業の活性化を行う地域ジョブカフェの管
理運営を実施

・利用者件数：18,000件
・設置場所：一関、気仙、宮古、久慈、二戸

雇用対策・
労働室

利用者件数 48,282 件
県内５カ所に地域ジョブカフェを設置し、地域の関係機関と連携し
て、若年者を中心とした就業支援と地域産業の活性化を行っている。
・平成27年度利用者件数：9,058件
今後は、より効果的な運営を図っていく予定。

18,282 件 18,000 件 6,000 8,206

雇用対策・
労働室

ジョブカフェいわてを設置し、職業紹介の前段階及び就職後のフォ
ローアップ等のための各種サービスを提供し、若年者の就職活動や職
場定着を支援している。
・平成27年度利用者件数：44,490件
今後は、新たな雇用課題（人材定着等）に対応した機能について検
討・実施していく。

ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪいわて管理
運営事業

県 岩手労働局と連携し、若年者を対象にきめ細やかな就
職相談、職業紹介をワンストップで行う「ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪ
いわて」の管理運営を実施

・利用者件数：69,000件
・設置場所：盛岡
　　　　　　(23,000件×3年　H26～H28)

利用者件数 69,000 件 23,000 41,436232,654 件 117,654 件

県、
市町村

雇用及び就業の機会を緊急かつ臨時的に創出すること
等により失業者等の生活の安定を図るための事業を実
施

・新規雇用者数：4,341人

緊急雇用創出事業
（事業復興型雇用創
出事業を除く）
　　　　　　▼P83

雇用対策・
労働室

新規雇用者数
28,966 人

・基金を活用し、雇用及び就業の機会を緊急かつ臨時的に創出するこ
と等により失業者等の生活の安定を図るための事業を実施している。
・平成27年度新規雇用者数：1,332人
・震災等緊急雇用対応事業は、沿岸部に限り事業実施期間が28年度ま
で１年延長された。

24,625 人 4,341 人 2,806 2,306

事業復興型雇用創出
事業
　　　　　　▼P84

県 被災地において、将来的に雇用創出の中核となること
が期待される事業所において被災者を雇用する場合
に、雇入れに係る費用を助成

・助成対象労働者数：3,500人

雇用対策・
労働室

助成対象労働者数
21,300 人 13,827 人 6,300 人 3,500 4,000

職業訓練施設災害復
旧整備事業

県、
市町村、
職業訓練
法人

被災した認定職業能力開発施設を復旧するため、施設
設置者に対して補助を実施

・陸前高田高等職業訓練校

雇用対策・
労働室

施設整備実施数
4 校 3

被災求職者の新たな雇用を創出するため、基金を活用して平成27年度
は沿岸部に限った新規申請募集を実施した。また、平成28年度の事業
継続が国に認められた。
　当該助成金に対する事業者の期待が大きく、平成29年度以降の事業
の継続及び支給要件の緩和等についてを国に要望する予定。
・Ｈ27募集期間　Ｈ27.9.1～Ｈ28.1.29

1 校

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業
（私立高等学校進路
指導員）

県、
私立学校

高卒新卒者の雇用の確保ときめ細かな就職指導を図る
ため、希望する高等学校に進路指導員を配置

法務学事課・進路指導員の配置を希望する高等学校に進路指導員を配置してきた
が、国の事業廃止に伴い平成27年度をもって完了する。

配置学校数

校

セミナー回数 5

14

15

13

4 校 校 1

16

24

18

17

19

21

23

22

被災地域就業支援事
業

県 若手社員向けに、組織内の役割を学び、職場定着を促
進するセミナーを実施するとともに、企業見学会を開
催し、企業等の人材確保支援を実施。沿岸地域の人材
確保は依然として重要な課題であることから、次年度
以降の事業について検討していく。

・セミナー回数：５回（139名参加）
・企業見学会：３回開催（33名参加）

沿岸地域の人材確保を支援するために、企業の人材育成担当者向けセ
ミナーや内陸部の学生等を対象とした沿岸地域の企業見学会を開催。
今後は、別事業（いわてしごと人材創生事業）により引き続き被災地
域の就業支援を図る。
　・セミナー：久慈、宮古、釜石、大船渡、花巻で開催（合計139名
参加）
　・企業見学会：宮古、釜石、大船渡で開催（合計33名参加）

回 10 回 510
雇用対策・
労働室

1,410

989

431

202

196

22

2,378

1

9,058

44,490

4

10

1,293

5

0

510



「暮らし」の再建　／　保健・医療・福祉

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

・個別支援（相談延支援件数）　　　　　593件（3月末実績）
・研修の企画・共催　　　　　　　　　　　23件（3月末実績）
・関係施設・関係機関等の連携に係る活動　79件（3月末実績）
・沿岸地域の市町村や相談機関など支援機関への専門的助言・指導に
重点を置く機関支援（間接支援）の強化が必要。

・保育所２施設（津軽石保育所、田老保育所）が完成。
・児童館や放課後児童クラブ室については、小学校の整備に併せて整
備する必要があることから、復旧事業の実施までに時間を要してい
る。
・民間支援による再建（広田保育所）、住民数の減等によるへき地保
育所の廃止（千鶏保育所）もある。

・岩手県医師修学資金、市町村医師養成事業、医療局医師奨学資金貸
付事業合せて、40名に新規貸付け
・市町村医師養成事業の定員15人に対し6人の貸付に留まったことが
課題

6

10

11

No.

1

2

3

4

5

7

8

9

医師確保対策推進事
業（岩手県医師修学
資金貸付事業、医療
局医師奨学生資金貸
付事業、市町村医師
養成事業）

県 被災した沿岸地域を始めとする県立及び市町村立等の
病院に勤務する医師の不足を解消するため、医学部に
入学した学生に対して修学資金を貸与

・修学資金貸付：165人（年55人）

保育所、児童館等復旧
施設数

46 箇所 29
子ども子育
て支援課 箇所 2

医療政策室 修学資金の貸付（延
べ）

人 55

2

414 人 139 人 165 44

箇所 10
児童福祉施設等災害
復旧事業

県、
市町村、
社会福祉
法人

被災した保育所、児童館、放課後児童クラブ室等の復
旧整備に要する経費を補助

・保育所、児童館等の復旧：10箇所

回

訪問回数 2,472 回 1,152

105 回 35 76

回 1,320 回 440

24 回

療育センター管理運
営事業

県 被災地域における障がい児の専門的な相談支援体制を
強化するため、「発達障がい沿岸センター」を設置
（釜石市）し、沿岸被災地の保護者等への相談支援、
支援機関への専門的な助言・指導を実施

・ｾﾝﾀｰの巡回相談：105回（年35回）
・訪問回数：1,320回（年440回）

障がい保健
福祉課

巡回相談回数 180 回 75

76 回 38 52

事業所従事者研修会
等の開催

288 回 166 回 122 回 61 68

障がい保健
福祉課

事業所支援アドバイ
ザーの派遣

186 回 110 回

・サポートセンターは９市町村27箇所で運営中（うち、運営補助は25
箇所）。グループホーム型は大槌で４箇所運営。今後、仮設住宅の撤
去に伴い、仮設サポート拠点も順次撤去されていく予定。
・研修会は、当初全22回を予定していたが、恒久的な住宅へ移った住
民、また、仮設に取り残されている住民のコミュニティ形成につい
て、課題となっているため、Ｈ27.９月補正予算で10回分の研修を追加
した。

・地域包括ケア研修会の開催　宮古地区6/28　大船渡地区7/12　釜
石地区7/20　大船渡地区11/10　久慈地区11/25
・介護予防教室の開催支援　178回（H28.3月末実績）

回

長寿社会課 介護予防教室の開催（№7被災
地健康生活支援事業から移行
分）

回
長寿社会課

運動教室の開催

事業所研修会の開催 24 回

335 回 185 回

地域包括ケア研修会の
開催

27 回 15

回 60 224

回 4 4

障がい福祉サービス
復興支援事業

県 県内の障がい福祉サービス事業所が復興期において安
定した運営ができるようにするため、「障がい福祉復
興支援センター」を設置し、事業所の活動を支援
(H26年度）
・アドバイザー派遣： 38回
・従事者研修会開催： 61回
(H27～28年度）
・専門アドバイザーの派遣：38回
・事業所研修会の開催：24回

150

12

被災地高齢者支援事
業
・被災地要援護高齢
者支援事業
　　　　　　▼P86

県 被災地の介護予防教室など地域包括支援センター業務
の支援を実施するとともに、巡回相談、認知症対策等
の普及啓発を実施

・研修会の開催：12回（年4回）
・介護予防教室の開催：150回
・対象：沿岸12市町村

360 回 120 120被災地高齢者支援事
業
・被災地高齢者ふれ
あい交流促進事業
　　　　　　▼P86

県 応急仮設住宅での生活における高齢者の孤立化防止や
介護予防を図るため、高齢者が気軽に参加できる運動
教室や交流会活動を支援

・運動教室開催：360回（年120回）
・対象：大槌町他8沿岸市町村

650 回 290
・ふれあい運動教室の開催　121回（H28.3月末実績）
・ふれあい運動サポーター養成講座の開催　6回（宮古市、岩泉町、大
船渡市、山田町、釜石市、陸前高田市）
・仮設住宅からの被災者の転出に伴い、参加者が漸減傾向にある○

長寿社会課
従業者研修会の開催 17 回

・研修会の開催：久慈地区（9/3）、大船渡地区（9/17）
11 回 6 回 2 2

○

被災地高齢者支援事
業
・被災地高齢者リハ
ビリテーション支援
事業
　　　　　　▼P86

県 応急仮設住宅に入居する高齢者等の運動や生活機能低
下の防止及び脳卒中等の既往疾患高齢者の状態の悪化
を防止するための事業を支援
県リハビリテーション支援センター等による巡回相談
や運動指導等を実施

・研修会開催：6回（年2回）
・対象：沿岸12市町村

18
市町
村

長寿社会課・大船渡市、岩泉町、山田町、大槌町、陸前高田市の5市町において、
8事業を実施
・介護基盤緊急整備等臨時特例交付金による事業措置についてはH27
で終了。今後は、被災者支援総合交付金により、各市町村において直
営事業として展開の予定

市町村事業への補助 28
市町村
（延べ） 10 6 5

市町
村

○

被災地高齢者支援事
業
・被災市町村地域支
え合い体制づくり事
業
　　　　　　▼P86

県、
市町村

被災地の要援護高齢者等の生活を支援するため、市町
村が応急仮設住宅等において行う専門職種等の者によ
る相談・支援等に要する経費の補助を実施

・補助実施：延べ18市町村（年6市町村）
・対象：応急仮設住宅が整備されている13市町村

13

箇所 27 27

回 5 回

サポート拠点数（運営
数）

159
ヶ所
（延べ）

78

12

箇所
（延
べ）

81○

回 4
県、
市町村

応急仮設住宅地域において市町村が行う、高齢者等サ
ポート拠点及びグループホーム型仮設住宅の設置・運
営を支援するため、その経費の補助を行うほか、高齢
者等サポート拠点運営者の研修を実施

・研修会の開催：12回（年4回）
・サポート拠点運営数：81箇所（年27箇所）
・対象：沿岸12市町村

被災地高齢者支援事
業
・地域支え合い体制
づくり事業（仮設介
護・福祉サービス拠
点づくり事業）
　　　　　　▼P86

長寿社会課
研修会の実施 17

被災地医療施設復興
支援事業
・公的医療機関復興
支援事業
　　　　　　▼P85

県、
市町村

被災した地域の公的医療機関の再建を支援

・新築整備：2箇所
　（全体：4箇所/１期：1箇所）
・対象：陸前高田市、岩泉町

か所 1
・岩泉町小本診療所（複合型施設）の完成（Ｈ27.12）
・宮古市田老診療所の着工（Ｈ27.10～）
・陸前高田市広田診療所の基本設計の開始（H27.10～）

か所
医療政策室 市町村立医療機関の

整備
4

～H25
事業概要

被災地医療施設復興
支援事業
　　　　　　▼P85

県、
民間医療
機関

事業名
事業
主体

被災した医療施設の移転・新築を支援

・移転・新築箇所：9箇所
　（全体：41箇所/１期：22箇所）
・恒久的医療施設への移行：8箇所
　（全体：32箇所/１期：14箇所）
・対象：大船渡市、陸前高田市、大槌町、山田町

H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績

医療政策室・釜石市（1施設）の新規参入の医科診療所において、事業が完了
　し、恒久的医療施設を建設。釜石市（1施設）の新規参入の医科
　診療所において事業を実施中。
・大船渡市（1施設）及び宮古市（1施設）の歯科診療所において、
　事業が完了し、恒久的医療施設を建設。
・宮古市（1施設）の仮設診療所が恒久的医療施設に移行。

第2期計画期間中（H26～H28）の目標

移転・新築医療施設
（事業完了済施設数）

41 か所 22 か所か所 9

担当室課

事業の進捗状況実施年度

H26 H27
平成27年度の取組状況と今後の課題等

3 6

H29～
平成26年度

仮設医療施設から恒久的医療
施設への移行

32 か所 14 か所 8 か所 4 6

H28
執行状況

○

○

か所

○

○

○

○

○

648

2

35

440

5

50

4

38

61

2

120

55

2

120

4

27

6

2

1

55

35

440

3

40

4

12

10

10

1

110

7

3

1

4

27

6

2

2

1 1

32

27

5

2

121

178

79

593

5

20

12

2

40

平成27年度

・専門アドバイザーについては、中小企業診断士や社会保険労務士な
ど専門ノウハウを持った者5名を委嘱し、これまで20件派遣（気仙圏
域4件、釜石圏域9件、宮古圏域5件、久慈圏域2件）
・事業所職員研修をこれまでに12回実施（気仙圏域2回、釜石圏域3
回、宮古圏域4回、久慈圏域3回）
・事業所のアドバイスニーズへの対応（事業所のニーズの把握とニー
ズに対応したアドバイザーの確保）が必要。

18
専門アドバイザーの派
遣

38 回 38 回 20

12



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No.
～H25

事業概要事業名
事業
主体 H28

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標担当室課

事業の進捗状況実施年度

H26 H27
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H29～
平成26年度

H28
執行状況 平成27年度

・奨学金で養成し地域医療に従事する医師のキャリア形成支援をする
ため、面談を実施。（地域枠、市町村、医療局の奨学金養成医師で自
治医大養成医師を除いたもの）

・看護職員養成施設に修学する学生120名に対し、新規貸付決定を
行った。
・第七次看護職員需給見通しにおいては、看護職員の不足が見込まれ
ており、当該資金の貸付枠の拡大を可能な限り延長し、県内就業率の
向上を図る必要がある。

・中学生、高校生の進学セミナー
　3回開催（7/28　久慈市、8/4　盛岡市、8/6　一関市）
　参加者　203名
・潜在看護職員研修は9～10月開催　　4名受講、3名再就業
・看護職員の県内就業の促進を推進するための広報・就職イベント(説
明会)事業を実施
　首都圏等における説明会：10/31、11/1、1/16、2/6、2/27
　県内における説明会：2/21
・看護職員のための県内就職ナビ運用
今後も、医療機関及び関係団体と協力し、県内看護師養成施設卒業生
の県内就業、Uターンを促進する。
　

・被災地保健師等の人材確保支援事業補助金活用市町村：3市町
・保健師研修：3回開催（新人研修8/24、1/18、指導者研修10/19）
・栄養士研修：2回開催（新人研修10/6、11/30）

・被災地薬剤師との交流バスツアーの開催
　8/22～8/23　気仙地域で開催　参加者：薬学生16名
・薬剤師の活動に関する啓発活動の実施
　H27.5～H28.2　高校３年生を対象とした啓発講座の開催　実施校
数：30校
・認定実習指導薬剤師の育成
　8/2　薬学教育に関する研修会の開催　参加者数：80名
　11/3　薬学教育に関する研修会の開催　参加者数：44名
　1/30　実務実習セミナーの開催　参加者数：59名事業はH26で終了し、H27以降はナースセンター機能強化事業の一部と
して実施。

・工事請負契約　H26.7.16　締結
　（工期　H26.7.26～H27.10.26）
・H26　実習施設棟増築工事
・H27　校舎棟等の改修工事
・H28.4　学年定数拡充（予定）　１学年24名→32名

・労働環境整備・改善促進事業
　介護事業所における労働環境の整備・改善や職員のスキルアップに
資するセミナーの開催 沿岸地域5回（ほか盛岡市5回）
　7/16　宮古市　参加者32人　8/7　大船渡市　参加者７人
　9/10　久慈市　参加者21人　11/5  釜石市　参加者18人
　12/16　宮古市　参加者10人
・「介護の仕事」魅力発信事業
　　介護の仕事の魅力を発信するテレビ番組の制作・放送
　　H28.1～3月　本放送12回+再放送24回+総集編１回
・小規模事業所合同研修事業
　　複数の小規模事業所による合同の研修会開催
　　H28.1～2月　沿岸地域4回（ほか盛岡市など8回）
・介護人材資質向上支援事業
　　介護職員初任者研修受講料の補助
　　補助率：1/2　１人につき８万円が上限
　　H27.12末現在　交付決定件数　６件（９人　356,000円）
・ポータルサイト運営事業 ：随時更新
・メルマガ情報発信事業：平均月２回程度配信

介護職員初任者研修コース：【内定】12人、【雇用済】5人(3人退職
等)
介護福祉士コース：【内定】13人、【雇用済】13人

【内定】7人、【事業実施】7人

①　新規採用職員住環境整備支援事業（県⇒介護事業者）
　○　@500,000円：H27実績　1人
②　新規採用職員就労支援事業（県⇒介護事業者⇒新規採用職員）
　・　正規職員　 @100,000円：H27実績　7人
　・　非正規職員　@50,000円：H27実績　1人

21

14

15

22

12

13

16

18

19

20

17

-

長寿社会課

就労支援金支給者数 90 - 90

被災地介護職員住環
境整備支援事業

県 被災地の事業所に就職する者の住宅の確保及び就職支
度金の支給に係る経費を支援

・住宅の確保支援資金を支援：90人分（年30人分）
・対象：沿岸12市町村

人 30 9人

○

人 - - 35 人 20 12

被災地サポート拠点
職員資格取得促進事
業

県 被災地の介護人材を育成するため、高齢者等サポート
拠点等の職員が働きながら資格を取得することを支援

・資格取得支援：35人
・対象：沿岸 6市町村

長寿社会課

資格取得者数 35

介護人材就業促進事
業

県、
社会福祉
法人等

介護職員の育成及び定着を促進するため、介護事業者
が離職者等を有期雇用して、施設で働きながら、介護
職員初任者研修や介護福祉士の資格を取得することを
支援

・新規雇用職員への資格取得支援：110人(年55人)
・対象：沿岸12市町村

長寿社会課 新規雇用職員への資
格取得支援

110 人 - - 110 人 55 52

15 回 12 回 4 4介護人材確保事業 県 介護事業所の労働環境の改善や介護の仕事の魅力を発
信することにより被災地の介護人材を確保

・セミナー開催：12回（年4回）
・対象：沿岸12市町村

長寿社会課
セミナーの開催 27 回

医療政策室
校舎改修等施設整備 1 か所 0 か所 1 か所県立宮古高等看護学

院施設整備事業

県 被災した県立宮古高等看護学院の校舎改修及び実習棟
を増築整備し、看護師の養成環境を充実

・宮古高等看護学院：１箇所

4 人 4 1

4 回

11 人 7 人

4 4就業相談会の開催 11 回 7 回
医療政策室被災地看護職員確保

定着支援事業

県 著しく看護職員が不足している沿岸被災地において、
医療機関等の看護職員確保・定着を図るため、実情把
握や助言を行い、潜在看護職員や定年退職後の看護職
員等を活用したマッチングを実施

・就業相談会開催：8回（年4回）
・対象：大船渡市、釜石市、宮古市、久慈市
・マッチングによる雇用数：8人（年4人）

看護職のマッチングによ
る雇用者数

人 4 6
健康国保課 沿岸被災薬局における薬

剤師の不足数の解消
22 人 7 人 12被災地薬剤師確保事

業

県 沿岸被災地における薬剤師の確保を図るため、薬学生
を対象とした沿岸地域における研修等を実施
　
・薬剤師の不足数の解消：12人

5
保健師等研修会の開
催

○

18 回 9 回 9 回 3被災地健康維持増進
事業（人材確保・育
成）
　　　　　　▼P87

県 被災地における健康支援活動が円滑に実施されるよ
う、保健師等の人材の確保及び資質向上に係る支援を
実施

・保健師等人材確保支援事業
・被災地健康支援人材育成事業
・保健師等研修会開催：9回（年3回）

健康国保課

人 200 286

67
潜在看護職員研修受
講者の再就業率

70 ％ 61 ％ ％ 70

安心と希望の医療を
支える看護職員確保
定着推進事業

県 沿岸地域を始めとする看護職員の確保・定着を図るた
め、看護志望者の拡大、看護学生の県内定着、県外看
護職員のUターン促進、潜在看護職員の復職促進、勤
務環境の改善による離職防止対策等を総合的に推進

・進学セミナー参加者：600名
・対象：内陸2箇所・沿岸1箇所
・研修受講者の再就業率：年70％

医療政策室
進学セミナーの参加者 1,749 人

○

749 人 600

70

人385 320 人
医療政策室 修学資金の貸付（延

べ）
875 人

○

110 121岩手県看護職員修学
資金貸付金

県 被災した沿岸地域を始め、県内に勤務する看護職員の
確保を図るため、看護職員修学資金（卒業後一定期間
県内の特定施設等に勤務すれば返還を免除）を貸与

・修学資金貸付：320人

195 人 35 34

3

195 人 　

医療政策室 地域医療対策協議会
の開催

回 1 19 回 4 回地域医療医師支援事
業

県 被災した沿岸地域を始め、医師不足が顕著な本県の地
域医療に従事する医師の確保・定着を図るため、「地
域医療支援センター」を設置し、地域医療に従事する
医師の支援を実施（沿岸被災地の医師支援を強化）

・協議会開催：３回（年1回）
・医師配置調整：195人

センターによる医師の配
置調整

○

○

★

☆

○

☆

○

3

4

110

200

70

1

60

10

30

4

55

1

1

100

3

4

100

200

70

5

30

4

170

400

70

2

3

1

66

120

203

75

5

5

1

5

18

7

9



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No.
～H25

事業概要事業名
事業
主体 H28

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標担当室課

事業の進捗状況実施年度

H26 H27
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H29～
平成26年度

H28
執行状況 平成27年度

・岩手県総合防災訓練へ岩手ＤＭＡＴの他、県歯科医師会、県薬剤師
会等と関係機関と連携した訓練の実施（平成27年７月11日開催）
・東北ブロックＤＭＡＴ実動訓練の企画立案及び開催（平成27年10月
３-４日開催）
・緊急消防援助隊北海道東北ブロック合同訓練への参加（平成27年10
月28-29日）
・災害拠点病院連絡協議会の開催（Ｈ28.3.30）

・盛岡市（2施設）の2病院において、非常用発電設備等を整備。
・宮古市（1施設）の1病院において事業を実施中。

県立大槌病院については、平成26年７月に建築工事等の契約を締結
し、平成28年３月に完成した。
県立山田病院については、平成27年３月に建築工事等の契約を締結
し、現在、工事を進めている。
県立高田病院については、平成27年５月に設計委託契約を締結し、現
在、設計を進めている。

　被災地の県立病院と岩手医大を結ぶ医療情報ネットワークの構築に
向けて、医療情報連携推進協議会ワーキンググループ会議を７回開催
し、システム構築に向けた仕様及び運営法人設立に向けた運営形態等
の検討を進めている,。
　みやこサーモンネット、ＯＫはまゆりネットの構築に続き、北三陸
ネット及び未来かなえネットが構築及び運用開始した。

国の介護基盤緊急整備等特例交付金が平成26年度をもって終了したた
め、平成27年度は復興交付金の活用を検討したが、市町村からの要望
がなかったもの。（復興交付金の活用については、平成27年度をもっ
て制度廃止）

・被災地健康支援事業運営協議会：2回（8/26、3/25開催）
　沿岸4圏域被災地健康支援情報交換会：9回実施
・被災地保健活動等支援事業：
　　　保健師派遣：1市町村延18人（3月末現在）
　　　栄養士派遣：4市町村延62人（3月末現在）

・被災地健康相談支援事業
　実施回数：5～3月　計884回
・被災地口腔ケア推進事業
　実施回数：7～3月　計197回

・被災地特別健診等支援事業補助金活用市町村：11市町村

沿岸地域の就業相談会開催：42回
　釜石　　　　15回
　宮古　　　　13回
　大船渡　　   14回
マッチングによる雇用数　：　7人

4 4 4

看護職のマッチングによ
る雇用者数

12 回 8 人 4 4 47

・岩手医科大学と業務委託契約を締結し、事業を開始（契約締結日：
平成27年４月１日～）
・医療従事者向け研修（8/26　両磐圏域、10/27胆江圏域、2/9　盛
岡圏域で実施）
・災害医療コーディネーター研修（9/13実施済み　37名受講）

人

災害医療従事者研修
会の開催

16 回

27 人 69 人 22 26

4 回

ナースセンター機能
強化事業

県 ナースセンターの機能強化を図り、県内各地で就労相
談会やきめ細やかなマッチング、求人施設との意見交
換を実施
【沿岸地域分】
・就業相談会開催：8回（年4回）
・対象：大船渡市、釜石市、宮古市、久慈市
・マッチングによる雇用数：8人（年4人）

○

医療政策室
就業相談会の開催 12 回 8 回

33

23

30

31

32

34

27

24

25

26

28

29

医療局経営
管理課

県立病院整備数 3 3 施設

1,025 箇所 736 箇所 239 箇所 99 143

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実
施する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経
費を補助
　
・補助事業実施：年11市町村
・対象：沿岸12市町村

健康国保課

○

口腔ケア指導等の参加
者数（延べ）

10,577 人 6,827 人

健康相談等の実施回
数

6,679 箇所 4,579 箇所 1,800 箇所 850 1,057

被災地健康相談等支
援事業

県 被災地の保健活動、食生活・栄養支援活動、口腔ケア
活動に対応するため、応急仮設住宅集会所等を活用
し、健康相談、保健指導、歯科検診、口腔ケア指導等
を実施
・被災地健康相談支援事業
・被災地口腔ケア推進事業
　
・健康相談実施：1,800箇所
・口腔ケア指導実施：239箇所

健康国保課 健康相談等の参加者
数（延べ）

口腔ケア指導等の実施
回数

31,852 人

○

21,852 人

○

回 5 回 26 回 2被災地健康維持増進
事業（被災地健康支
援）
　　　　　　▼P87

県 被災者の健康の維持増進を図るため、被災地域の健康
課題の分析評価及び対策に関する検討結果に基づき、
保健活動等を支援
・岩手県被災地健康支援事業運営協議会事業
・被災地保健活動等支援事業
・被災者の状況（応急仮設住宅等避難者等）に
　　　　　　　　　応じた健康状態の把握・分析

・運営協議会開催：6回（年2回）
・対象：沿岸12市町村

健康国保課
運営協議会開催回数 11

25 箇所 4 箇所 4 1施設整備数 29

☆

箇所

施設

医療政策
室・長寿社
会課

介護サービス施設整
備等臨時特例事業
(介護基盤復興まちづ
くり整備事業)

県、
市町村

被災地において「地域包括ケア」の体制づくりを行う
ため、被災地ニーズ調査等で把握された市町村のニー
ズに応じた在宅サービス等を行う拠点等の整備に要す
る経費を補助

・沿岸地域の施設整備：4箇所（H26）

被災県立病院整備事
業

県 被災した県立高田病院、大槌病院、山田病院の移転整備
を実施

・移転整備完了：3施設（全体：3施設）

2 か所 3 か所

長寿社会課

ＩＣＴを活用した保
健・医療・福祉サー
ビスの連携推進

県、
市町村、
民間医療
機関

医療の地域格差の解消等を図るため、通信技術を応用
した遠隔医療の実施に必要な設備機器等の整備や医
療・健康情報共有基盤の構築を支援

・システム整備：3箇所
　（全体：5箇所/１期：2箇所）

システム整備 5 か所

か所 22 か所 13 8

災害拠点病院等非常
用設備整備事業

県、
民間医療
機関

災害時において病院機能を維持するため、災害拠点病
院を始めとする病院を対象に、自家発電や燃料タンク
等の非常用設備の整備に要する経費を補助

・非常用発電設備整備：22箇所
・対象：盛岡市、花巻市、一関市ほか

医療政策室

非常用発電設備等の
整備（事業実施分）

24 か所 2

医療政策室 災害拠点病院連絡協
議会の開催

11 回 6 回 3 回 1 1

災害対応訓練の実施 5 回 0 回 3 回 1 2

災害医療体制整備事
業

県、
災害拠点
病院

災害時の医療提供体制を確保するため、関係医療機関
等との訓練や情報共有などにより連携体制を強化
　
・協議会開催：3回（年１回）
・災害対応訓練開催：3回（年1回）

無線のデジタル化 1 式 1 式 1 0

医療政策室
運航回数（延べ） 1,873 回 373 回 900 回 300 436

医療政策室 記録（診療録）の分析に
よる報告書の作成

1 式
平成26年度で事業終了。

・消防等との良好な連携のもと、順調に運航回数を伸ばしている。ド
クターヘリ事例検証部会（H27年度は２回（8/4、11/24）開催）等を
通じ、継続して対応の充実・向上を図っていくもの。
・無線のデジタル化については、運航受託者（ヘリ所有者）である中
日本航空及び岩手医大と協議を行い、医大で実施する無線デジタル化
対応事業に対し県費で補助を行った。

ドクターヘリ運航事
業

岩手医科
大学、
県、
市町村
(消防本
部）

市町村消防等との密接な連携のもとに、円滑、安全な
ドクターヘリの運航を実施

・運行回数：900回（年300回）
・無線のデジタル化

1 式 1 1東日本大震災医療救
護診療録分析事業

県 東日本大震災津波での沿岸地域における医療救護班が
実施した医療救護活動についての記録（診療録）を分
析し、今後の災害医療対策の方向性を検討

・報告書作成：1式

9 回 3 3

救助と医療をつなぐ
災害時実践力強化事
業

県、
医師会

災害や大規模事故等の発生時における医療従事者、救
助関係者及び行政職員の連携を強化するため、災害医
療・救急救助に携わる人材を育成

・養成講座受講者数：69人
・従事者研修会開催：年3回
・対象：コーディネーター及び医療従事者

医療政策室 災害医療コーディネー
ター養成研修の受講者

120

○

☆

○

○

○

○

○

補助対象事業の実施
市町村数（延べ）

54 市町村 21
市町
村

33
市町
村

11 11

7

2

300

1

1

23

3

80

11

2

600

3

24

3

350

2

1

300

1

1

60

11

2

600

2

2

24

3

50

300

42

37

3

450

1

1

3

2

1

2

2

884

197

11



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No.
～H25

事業概要事業名
事業
主体 H28

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標担当室課

事業の進捗状況実施年度

H26 H27
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H29～
平成26年度

H28
執行状況 平成27年度

再建に向け、市町村において計画策定中
野田村において、災害復旧費補助金及び地域医療再生基金の活用によ
る「保健センター」と、復興交付金による「防災拠点施設」の合築施
設で計画、H28着工を予定

・被災児童等に対して適切な対応が行われるよう保育所や保護者を対
象とした研修を実施。
・中長期にわたっての支援が必要。

・被災者の精神的負担を軽減するため、長期にわたる継続した専門的
ケアを実施するための拠点として、県内5か所でこころのケアセンター
を運営し、地域保健活動や自殺対策と連動した取組を実施。
・精神科医師及び専門職員の継続確保、長期的なこころのケア対策を
継続するための財源の確保が必要。

・子どものこころのケアを中長期にわたって担う全県的な拠点施設
「いわてこどもケアセンター」を設置するとともに、沿岸３地区を巡
回し、専門的なこころのケア（診療）を実施。
・中長期にわたっての支援が必要。

・被災した私立幼稚園でカウンセラー等の配置を希望する園への配置
を実施しており、今後も継続して支援していく。

・被災者健康づくりサポート事業：補助活用市町村13市町村

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業
     沿岸7市町村において実施（計29回）

36

90回

37

38

39

40

35

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・いわてこどもケアセンター：１箇所（矢巾町）
・巡回診療　　　　　　　　：３箇所
　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）
・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

383

23 人配置人数 6

日 1,025

法務学事課緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、
私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウ
ンセラーを配置

30
市町
村

20
市町
村

10 16被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

　　　　　　▼P87

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体
の参画による健康づくりを支援
・住民の自主的な健康づくり活動支援事業
・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

○

子どものこころのケ
アセンター運営事業

○

○

健康国保課 サポート事業の実施市
町村数（延べ）

50
市町
村

31
子ども子育
て支援課

研修会の実施 210

日 340
子ども子育
て支援課

ケアセンター開設日数 2,286 日 577

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育
所職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）
・対象：沿岸12市町村

回 72 回 24

○

1,092 ケース 364 665
こころのケアケース検討
数

2,893 ケース 1,073 ケース
障がい保健
福祉課

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相
談の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）
・地域こころのケアセンター　：４箇所
　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）
・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

○

施設
健康国保課

保健センターの再建支援 4 施設 3

○

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援
　　　　　　　　　　　　（新築を含む）
・保健センター再建：４施設
・対象：沿岸４市町村

364

2

10

343

24

10

342

24

364

1

684

48

728

10

34

748

361

5

13



「暮らし」の再建　／　教育・文化

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

7

No.

1

2

3

4

5

6

8

9

10

総務室

県立大学授業料震災
減免

445
人
（延
べ）

237

岩手県立大学被災学
生就学支援事業

県、
岩手県立
大学

県立大学入学料震災
減免

97 人

8

44
東日本大震災津波で被災した学生に対し、公立大学法
人岩手県立大学が行う授業料等減免に要する経費を交
付

取組学校数 21 校
法務学事課被災私立学校等復興

支援事業

県、
私立学校

東日本大震災津波を踏まえ、私立学校等が安定的・継
続的に運営することができるよう補助を実施

・被災私立学校復興支援事業
　生徒等が減少した私立の幼稚園・小・中・高等
　学校に対する運営費の補助
・被災私立専修学校等復興支援事業
　生徒の安全安心を図る取組や生徒募集、進路・
　就職指導等に対し補助

私立学校等施設の災
害復旧

37
園・
校

35
園・
校

1
園・
校

1 1
私立学校等災害復旧
支援事業（再掲）

国、
県、
私立学校

被災した私立学校等の施設災害復旧費用の一部を助成

・私立学校等施設の災害復旧：１園
　（全体：37園・校/１期：35園・校）

法務学事課

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業
　　　　　（再掲）

県、
私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウ
ンセラーを配置 人 6配置人数 23

12

・被災した私立幼稚園でカウンセラー等の配置を希望する園への配置
を実施しており、今後も継続して支援していく。

・国庫不採択を受け、予算措置が不可となったが、通常の教育活動に
おける復興教育のあり方等を提示しながら、継続して推進。
・H26に作成した副読本や防災教育教材について学校での効果的な活
用方法についての研修を実施し、復興教育、防災教育の充実を図って
いる。
・予算のない中での効果的な推進方法が課題である。

　平成26年度からの繰越２校、平成27年度整備予定４校計６校に自立
運転型太陽光発電設備を整備。

1 校
平成26年度校舎完成。

※　平成27年度は、仮部室を整備。平成28年度は、艇庫、講義棟及び
仮設グラウンドの整備を予定。

3 校 9 校 5 3
県立学校施設防災機
能強化事業（再掲）

県 災害発生時に地域住民の応急避難場所としての役割を
果たすため、県立学校施設の防災機能の強化を推進

・学校施設の防災機能強化：9校
　（全体：12校/１期：3校）

校
教育企画室 学校施設の防災機能

強化

県立高田高等学校災
害復旧事業（再掲）

県 東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田高等
学校の新築整備

・校舎等の新築整備：１校

1
教育企画室

校舎等の新築整備 校 1 1

教科 3

宮古水産高校水産教
育実習の実施教科数

1 教科 0

教科 1 1

教科 1 1

33

水産教育支援事業 県 東日本大震災津波で被災した水産高校における実習を
支援（高田高校海洋システム科：潜水実習、宮古水産
高校海洋技術科：漁業実習）

・高田高校水産教育実習の実施教科数：3教科
・宮古水産高校水産教育実習の実施教科数：1教科

教育企画室

教育計画の中に様々な
自然災害等に「そなえ
る」教育活動（防災教
育）を具体的に取り入れ
て再構築した学校の割
合

100 ％ ％80

高田高校水産教育実
習の実施教科数

9

3451,009 日
高等学校通学バス運
行事業

県 被災した高田高等学校の仮校舎への移転に伴い、陸前
高田市及びその周辺地域の生徒の通学手段を確保する
ため、通学バスを運行

・運行ルート内市町村：陸前高田市、大船渡市、住田
町

学校教育室 「いわての復興教育」に
取組んでいる市町村数

33
市町
村

平成26年度で事業終了。

・被災した私立学校等施設37園・校のうち、未復旧である幼稚園１園
について復旧に向けた調整を進めている。
  今後、復旧に向けた取組を支援していく。

高田高等学校の潜水実習について、計画どおり実施。

・私立学校及び私立専修学校等が安定的・継続的な教育環境を保障す
るために行う取組等に対する補助を実施しており、今後も継続して支
援していく。

東日本大震災津波により被災した学生に対し、公立大学法人岩手県立
大学が行った入学料及び授業料の減免額に相当する金額を交付するこ
ととしている。

法務学事課

33
市町
村

33

1

学校教育室
通学バス運行日数

県、
市町村

岩手の復興・発展、地域防災を支える児童生徒を育成
するため、復興教育と防災教育の活動を支援

・実践事例等の提供
・対象：全市町村立学校、県立学校

防災教育・復興教育
推進事業
　　　　　　▼P91

33
市町
村

＜取組状況＞
・教員研修：各学校や地域の実態・ニーズを把握し、それに対応した
研修会を実施した。
・人的支援等：臨床心理士等を適切に配置し、きめ細かな心のサポー
トを継続できた。
・心とからだの健康観察：継続実施により児童生徒一人ひとりの経年
変化がわかる資料を提供した。
＜課題＞・よりニーズに合わせた支援を継続する。

県、市町
村

児童生徒の適切な心のサポートを図るため、組織的・
継続的に学校を支援
・教員研修：地域の実態やニーズに対応した教員研修
の実施
・人的支援等：臨床心理士等によるきめ細かな心のサ
ポートの継続
・心とからだの健康観察：児童生徒一人ひとりの経年
変化がわかる資料の提供
・対象：全市町村

いわて子どものここ
ろのサポート事業

　　　　　　▼P90
○

H27 H28 H29～
事業概要

～H25
事業名

事業
主体

実施年度

H26

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

学校教育室 スクールカウンセラー等の活用
により、児童生徒への支援を
行っている市町村数

平成27年度の取組状況と今後の課題等

33
市町
村

担当室課

14 教科

平成26年度

33
市町
村

33 33

市町
村

33

○

○

☆

☆

H28
執行状況

☆

○

○

○

○

33

1

4

33

33

1

33

80

1

33

90

33

21

6

19

206

33

5

33

6

平成27年度



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No.
H27 H28 H29～

事業概要
～H25

事業名
事業
主体

実施年度

H26

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標平成27年度の取組状況と今後の課題等 担当室課 平成26年度
H28

執行状況 平成27年度

18

12

11

13

14

15

17

16

公演小公演開催 18 公演
【取組状況】
・沿岸市町村へ実施希望の照会をし、希望のあった３校（有芸小、釜
石小、矢作小）で小公演を実施した。
【課題】
・多くの学校に鑑賞の機会を提供したいが、実施を希望する学校が少
ないため、ニーズ把握や事業周知に努める必要がある。

8 公演 6
青少年芸術普及事業 県、

市町村、
日本青少
年文化セ
ンター

被災地域の子どもたちに優れた文化芸術に触れ感動す
る機会を提供し、次代の文化芸術の担い手の育成を図
るとともに、豊かな創造性と情操の涵養を図るため、
従来へき地３級以上の学校を対象としていた青少年芸
術普及事業の小公演について、沿岸市町村の学校を対
象に追加して実施

・小公演開催：6回
・対象：沿岸12市町村

生涯学習文
化課 2 1

生涯学習文
化課 県施設 2 施設

【取組状況】
・釜石市
　災害査定はH25.10実施済。H30に施設復旧予定。
　工期：H27.10.16～H29.10.31
【課題】
・国との連絡調整を円滑に進めていくため、該当市町村の復旧計画の
進捗状況を確実に把握する必要がある。

2 施設

市町村施設 12 施設 9 施設 2 施設 1 1

4,254 人

公立文化施設災害復
旧事業

県、
市町村

被災した文化芸術施設に係る災害復旧及び機能回復の
支援を実施

・市町村施設：2施設
・対象：宮古市、釜石市

8
市町
村

市町
村

4

補助市町村数(H27～) 7
市町
村

7
市町
村

・平成23年度に「いわての学び希望基金」を原資とする奨学金給付制
度を創設し、対象者に対して定期金及び一時金を給付。
【奨学金給付額】
・小中学校等に在学する者　　　　　  月額20,000円
・高等学校に在学する者　　　　　　  月額40,000円
・大学及び専門学校に在籍する者     　月額60,000円
・一時金　小学校入学時                         60,000円
　　　　　小学校卒業時　                      90,000円
        　   中学校卒業時　                     135,000円
　　　　　高等学校卒業時　                  300,000円

750 人

23,413人

健康診断事後保健指
導の実施

750

12
市町
村

人

ストレスチェックの実施

46,297

人

4

人

小学校に入学した者及
び小・中・高校を卒業し
た者に一時金を給付

1,203 人

小・中・高大学等に在
籍する者に定期金（月
額単位）の給付

被災ミュージアム再
興事業

県、
市町村

被災した博物館や文化財収蔵施設からレスキューされ
た文化財等の復旧支援のため、当該市町村が被災文化
財の洗浄や薬品処理、仮設保管場所の整備等を行うた
めの事業(委託・補助)を、国の補助制度を活用し実施
・委託・補助市町村数：延べ11市町村

生涯学習文
化課 委託市町村数(～H26)

【取組状況】
・関係３市町が行う文化財修復等に要する経費に補助を実施。
【課題】
・当該市町の事業実施状況を踏まえ、国との連絡調整を円滑に進めて
いく必要がある。

.

被災教職員健康管理
支援事業

4

12,616 人

メンタルヘルスチェック
の実施

県 教職員の心の健康の保持増進を図るため、メンタルヘ
ルスチェックを行い、ストレス反応へのアドバイスや
事後指導等を実施（法改正により平成28年度からス
トレスチェックに移行するため市町村立学校教職員を
除く）。また、管理職によるメンタルヘルスケア（ラ
インケア）の充実を図るため、スーパーバイザー（専
門医）から助言を得るとともに、研修会等を開催

・メンタルヘルスチェックの実施：27,138人
・メンタルヘルス事後指導の実施：461人

・定期健康診断の実施に合わせてメンタルヘルスチェックを行い、セ
ルフケアを促し、希望者に事後指導を実施
・震災後の教職員のメンタルヘルスをサポートするため、スーパーバ
イザー（専門医）による個別相談及び管理職等に対する支援研修を実
施（７月・１０月・２月）
・看護師（臨時）により、沿岸地域の巡回相談を実施
・衛生管理者等を対象に、安全衛生管理研修会を実施（９月）

22,884 11,508
教職員課

11,504

教育企画室
（法務学事

課） 1,179

教科用図書、制服購入
費及び修学旅行費の全
部又は一部を給付（公
立）

2,918 人

人 102

・高等学校における修学の支援を目的として、教科用図書、制服購入
費及び修学旅行費等を給付している。
・本事業は県の基金を主な財源としているが、平成28年度までは事業
継続を予定している。

いわての学び希望基
金教科書購入費等給
付事業

県 東日本大震災津波により被災した生徒及び保護者等に
対し、高等学校における就学の支援を目的として、教
科用図書、制服購入費及び修学旅行費の全部又は一部
を給付

○
教科用図書購入等の
給付（私立）

271

○

1,579 497

117

いわての学び希望基
金奨学金給付事業

県 東日本大震災津波により親を失った児童生徒等を対象
とした給付型の奨学金制度の運用

・小・中・高・大学等に在籍する者に
　　　　　　　　定期金（月額単位）の給付
・小学校に入学した者及び小・中・高校を
　　　　　　　　卒業した者に一時金を給付

教育企画室

人

【小中、県立】
○加配を活用した個別指導、放課後学習等や、副担任として配置する
など児童生徒の学力保障及び子どもたちの心のケアに努めている。
○震災津波に係る外部からの支援や訪問への対応など、多岐に渡る校
務分掌を加配を活用した複数の教職員で分担し、児童生徒と向き合う
時間を確保。
○被災地では体育の授業を行うため近隣のグラウンドに移動すること
もあり、引率者として加配教員を活用するなど、児童生徒の安全を確
保。
●時間の経過と共に学校の状況（課題）も変化してきており、よりき
め細かに対応できるよう、加配教員の効果的な活用の仕方について、
市町村教委と連携していく必要がある。
【県立】
●高校では、入学してくる生徒の基礎学力の低下、あるいは学力差の
拡大が顕在化してきており、今後とも習熟度に応じた少人数指導・個
別指導等を行っていくために継続的な加配教員の配置が必要である。
また、相談対応等のきめ細かな心のケアが求められており、養護助教
諭等の加配を継続していく必要がある。
●特別支援学校では、個別の手厚い対応が求められる状況が依然とし
て続いており、継続的な加配教員の配置が必要である。

人 366 人 122 117

中学校への教職員の加
配

625 人 235 人 234 人 78 83

県立学校への教職員の
加配

289 人 104 人 111 人 37 47

被災地学校等への教
職員配置事業

県 被災した児童生徒へのきめ細かな支援及び学校復興の
ため、教職員の加配が必要な小・中学校及び県立学校
に対し、継続的に教職員を加配

・小学校への教職員の加配：366人
・中学校への教職員の加配：234人
・県立学校への教職員の加配：111人

教職員課

小学校への教職員の加
配

970 人 360

225

403

教育企画室
（法務学事
課、医療政
策室、農業
大学校）

幼児に対して幼稚園の
入園料、保育料等を補
助

○

869 人

私立学校等授業料等
減免補助

1,282 人

【公立学校等】
・被災幼児就園支援事業
　94人の入園料・保育料に対して、補助を実施
・被災児童生徒就学援助事業
　2,849人の学用品費、医療費、学校給食費に対して補助を実施
・奨学金事業
　221人（新規・継続）に対して、奨学金の貸与を実施

【私学等】
・私立学校被災児童生徒等就学支援事業として、授業料等を補助して
おり、今後も継続して支援していく。

573 人

被災児童生徒就学支
援等事業

県、
市町村、
岩手育英
奨学会、
私立学校

東日本大震災津波に被災したことに伴い、経済的な理
由により就学が困難となった世帯の幼児児童生徒に対
して、教育の機会を確保するため、就学援助や奨学金
事業を実施

・幼児就園支援事業
　幼児に対する入園料、保育料等の補助
・児童生徒就学援助事業
　小・中学校の児童生徒に対する学用品費、学校
　給食費、医療費等の補助
・奨学金事業
　高等学校等の生徒に対する奨学金の貸与
・特別支援教育就学奨励事業
　特別支援学校及び特別支援学級の児童生徒に対す
　る学用品費、学校給食費などの補助等
・私立学校被災児童生徒等就学支援事業
　私立の幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援
　学校、専修学校、各種学校の入学選考料、入学
　料、授業料、施設整備費減免措置に係る補助

○

○

○

○

○

122

78

37

2

4

11,376

122

78

37

1

2

4,254

3

244

156

74

1

4

8,362

115

85

47

94

400

479

135

1,087

66

11,350

3

3

小・中学校の児童生徒
に対する学用品費、学
校給食費、医療費等を
補助

12,018 人 3,290 2,849

高等学校等の生徒に奨
学金を貸与

188 221

137 219
メンタルヘルス事後指
導の実施

1,112 人 432 人 461 人 171 260 153 202



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No.
H27 H28 H29～

事業概要
～H25

事業名
事業
主体

実施年度

H26

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標平成27年度の取組状況と今後の課題等 担当室課 平成26年度
H28

執行状況 平成27年度

27

24

25

19

26

20

21

22

23

沿岸市町村における実
施地区

147 本部 2067 本部 60 30

若者女性協
働推進室 団体 12

（公財）岩手県文化振興事業団
又は県の支援を受けて開催さ
れた公演数

5 件

学びを通じた被災地
の地域コミュニティ
再生支援事業（学校
と地域の協働推進事
業）

本部
生涯学習文
化課

県、
市町村

被災地における学校教育を地域全体で支援する体制づ
くりを推進し、教員の負担軽減を図るとともに、地域
の教育力の活性化を促進

・学校支援本部実施地区：延べ60本部
・対象：沿岸12市町村

郷土芸能復興支援事
業

県、
市町村

被災地域の郷土芸能を復興・継承するため、沿岸市町
村が行う被災した郷土芸能団体の施設等整備事業に対
して補助

8
県の支援事業により、活動再開
に至った団体数

104 団体 54 団体

5 件 5 0

36

件 4 2

国際文化交流支援事
業

県 震災復興支援を通じて新たに生まれた海外の一流アー
ティストと本県との絆の維持・拡大を図るとともに、
県民の芸術鑑賞や国際交流の機会の提供に資するた
め、国際交流活動を通じた文化芸術イベントを行う団
体に対して補助

・国際交流イベント件数：４件

若者女性協
働推進室 件 2

国際文化交流イベント
への補助

・東日本大震災津波復興支援と文化芸術による交流への発展を目的
に、海外の著名な演奏家による演奏会や海外の著名美術館による展示
会等を県内で実施する団体に対し、県が補助金を交付する。
・県内の１団体に対し、交付決定済み。

・東日本大震災津波で被災した郷土芸能団体が施設等の整備事業を実
施する場合に要する経費に対して、その経費に対し、県が補助金を交
付する。

【取組状況】
・復興道路（三陸沿岸道路、東北横断自動車道釜石秋田線、宮古盛岡
横断道路等）本線部分に係る分布・試掘調査はほぼ終了。工事用道路
及び付帯施設等に係る調査は継続。県復興事業に係る分布・試掘調査
についても継続中。
・市町村支援については、田野畑村、山田町、大槌町で実施。
【課題】
・県復興事業に係る調査はピークを越えたが、次年度も継続する見込
み。
・市町村の集団移転に係る調査は終了したが、道路付替や罹災者の住
宅建設に係る調査支援は継続する見込み。

【取組状況】
・12市町村のうち10市町村に学校支援地域本部があり、対象の学校数
は58校となっている。取組内容は、学習支援・部活動支援・環境整
備・登下校の安全見守り・行事支援であるが、特に、学習支援と環境
整備、登下校の安全見守りに取り組んでいる市町村が多い。
【課題】
・設置していない小中学校区のニーズや現状の把握及び設置している
支援本部のより効果的な仕組みづくり。

【取組状況】
・読書ボランティア推進研修会：４回
・復興支援セミナー：６回
【課題】
・研修会やセミナーのニーズが高く、今後も予算を確保することが必
要である。

学びを通じた被災地
の地域コミュニティ
再生支援事業（教育
振興運動推進事業）

県、
市町村

4

復興支援セミナー 12 回 9 回

9 回

3 9

教室 30 31

被災地域における社会教育の活性化を促すために、読
書ボランティアの人材育成を図るとともに、社会教育
による復興を支援するための研修会を開催し、地域に
おける教育課題の自主的な解決の支援を実施

・読書ボランティア推進研修会：9回
・復興支援セミナー：9回
・対象：沿岸12市町村

生涯学習文
化課

読書ボランティア推進
研修会

12 回 3 3

生涯学習文
化課

沿岸市町村における実
施地区

206 教室 86
学びを通じた被災地
の地域コミュニティ
再生支援事業（放課
後における児童生徒
の居場所づくり事
業）

県、
市町村

被災地における児童の放課後の安全で安心な居場所を
確保するとともに、被災地域の市町村担当者・安全管
理員・指導員等の事業推進関係者に対する研修機会等
を提供

・実施地区：延べ90教室
・対象：沿岸12市町村

【取組状況】
・12市町村のうち８市町村において「放課後子ども教室」事業を実
施。残りの４市町村では、保健福祉部局で主管している「放課後児童
クラブ」があり、県の「放課後子ども総合プラン推進事業」により、
何らかの公的な居場所は12市町村すべてに設置されている。指導者研
修会は３回実施し、12市町村からは、３回で延べ94人が参加してい
る。
【課題】
・未設置小学校区における安全確保の状況と公的な居場所設置に対す
る地域・家庭のニーズを把握しながら、地域の実態に応じた放課後の
子どもの居場所確保推進を各市町村に働きかける必要がある。

教室 90

生涯学習文
化課

【取組状況】
・市町村施設に係る現地調査を実施(宮古市津軽石公民館、大槌町中央
公民館吉里吉里分館・安渡分館・赤浜分館、陸前高田市広田公民館)
・施設復旧予定(陸前高田市高田公民館、宮古市津軽石公民館、宮古市
鍬ケ崎公民館、久慈地下水族科学館)
【課題】
・沿岸各市町村と国との連絡調整をさらに円滑に進めていくため、各
市町村の復旧計画の進捗状況を確実に把握する必要がある。

県施設 4 施設 施設

市町村施設 58 施設 38 施設 14 施設 8 4

公立社会教育施設等
災害復旧事業

県、
市町村

被災した公民館・図書館、博物館等の社会教育施設に
係る災害復旧工事を実施

・市町村施設：14施設
　（全体：58施設/１期：38施設）
・対象：陸前高田市ほか6市町

4

4 4

件 5 5

件 20 件 10 6

○

【取組状況】
・各種大会に参加するための旅費について補助した。
・平成27年度から、岩手県中学校文化連盟負担金、岩手県高等学校文
化連盟会費及び入会金について補助することとした。（中学生1,404
人、高校生1,891人）
【課題】
・学校現場等における補助金の申請事務が煩雑となっていることか
ら、様式の簡略化も含め、検討が必要である。

12
いわての学び希望基
金被災地児童生徒文
化活動支援事業

県、
岩手県芸
術文化協
会、
岩手県中
学校文化
連盟、
岩手県高
等学校文
化連盟

生涯学習文
化課 分布調査 19 件 8

発掘調査 50 件 25

件

試掘調査 32 件 13

中学校の被災生徒への
参加費補助

322 人

高等学校の被災生徒
への参加費補助

2,100

遺跡調査事業 県 国・県の復興開発事業に伴う埋蔵文化財調査を先行的
に実施するとともに、市町村の復興開発事業等に係る
埋蔵文化財調査について支援

・分布調査：8件
・試掘調査：15件
・発掘調査：20件
・対象：宮古市ほか7市町村

8

件 15

件

213

小・中学校の児童生徒
への吹奏楽・合唱コン
クール参加費補助

123 人 88

小学校、中学校及び高等学校の文化芸術活動の振興を
図るとともに、被災した児童生徒を支援するため、各
種大会等に参加するための旅費を補助

・中学生の被災生徒への参加費補助　　：192人
・高等学校の被災生徒への参加費補助　：6,546人
・小・中学校の児童生徒への
　　吹奏楽・合唱コンクール参加費補助：1,068人

生涯学習文
化課

回 4 4

ワークショップ実施回数 12 回 4 回

人

被災地児童生徒文化
芸術支援事業

県 被災地域において美術と触れあい、体験する機会を提
供するため、あーとキャラバンを実施して子どもたち
への美術教育の支援を実施

・あーとキャラバン実施：８回

生涯学習文
化課

あーとキャラバン実施回
数

12 回
【取組状況】
・６月（遠野市）、８月（盛岡市、宮古市）、10月（陸前高田市）、
１月（大船渡）で計４回あーとキャラバンを実施した。
【課題】
・４回のうち１回はルーヴル美術館との交流事業として実施している
が、開催場所（学校）の選定や日程調整を早めに行う必要がある。

4 回 8

○

○

○

○

○

○

○

☆

4

3

20

3

5

6

5

30

12

2

2 -

3

3

30

20

2

5

4

1

12

4

3

8

-

3

20

3

4

5

6

30

14

4

1

56

154

45

4

3

5

6

4

30

31

4

6



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No.
H27 H28 H29～

事業概要
～H25

事業名
事業
主体

実施年度

H26

事業の進捗状況

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標平成27年度の取組状況と今後の課題等 担当室課 平成26年度
H28

執行状況 平成27年度

●大船渡市
　　　　　 大船渡南地区サポートセンター「鴎」動きづくり
●大槌町
　　　　　 大槌町小槌第5, 16仮設住宅 健康指導　指導者講習会
○宮古市　スポーツ医・科学講習会/相談
○山田町　スポーツ医・科学講習会/相談
【課題】支援範囲を広げるように地域の指導者を育成すること。災害
公営住宅等の仮設住宅住民以外の人々に対する継続的な支援をするこ
と。

【取組状況】スポーツ医・科学ｻﾎﾟｰﾄﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ事業
・岩手県立久慈高等学校　トレーニング指導
・岩手県立宮古商業高校　スポーツ医・科学測定、トレーニング指導
・岩手県立大船渡東高等学校　スポーツ医・科学測定、トレーニング
・岩手県立種市高等学校　　　スポーツ医・科学講習
・大船渡地区　中学生　　トレーニング講習会35

34

36

29

28

30

33

301
高田高校運動部活動
等支援スクールバス
運行事業

県 高田高等学校において部活動を行う生徒の支援
・バス運行のための運転手の配置
　　　　　　　　　　（期限付臨時職員３人）
・部活動場所までの移動のためのバスの整備
　　　　　　　　　　　（点検整備、車検等）

教育企画室
バスの運行日数

スポーツ健
康課

スポーツ医・科学測定、ワーク
ショップ開催数 40 回 10 回 30 回 10 10

スポーツ医・科学サ
ポートデータバンク
事業

県 被災地域の中高生競技者を対象に、競技力向上のサ
ポートを目的としたスポーツ医・科学分野における
データ収集（医・科学測定）の実施と効果的なトレー
ニング等の指導（ワークショップ）を実施

・スポーツ医・科学測定及び
　　　　　　ワークショップ開催数：30回
・対象:沿岸12市町村

海洋型スポーツ・レ
クリエーション拠点
施設整備事業

県 東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田松原
野外活動センターに代わる施設として、次の機能を備
えた施設の整備を検討
・　海洋性野外活動機能
・　集団宿泊研修機能
・　スポーツ合宿機能
・　子ども支援機能
・　防災拠点機能

被災市町村において活
動を開始するクラブ

12
クラ
ブ

7
クラ
ブ

5
クラ
ブ

2 4

スポーツ健
康課

被災市町村において創
設準備に入る市町村

8
市町
村

7
市町
村

1
市町
村

1 0

スポーツ健
康課 県立施設設置 1 個所

14

生涯スポーツ推進プ
ラン事業（総合型地
域スポーツクラブ創
設・育成事業）

県、
市町村

東日本大震災津波により被害を受けた被災沿岸地域の
スポーツ・レクリエーション活動団体の運営体制への
支援
・広域スポーツセンター指導員の派遣による現地調査
　及び指導
・クラブ研修会実施
・大学への創設育成支援委託

・創設準備に入る市町村：1市町村
　（全体：8市町村/１期：7市町村）
・活動を開始するクラブ：5クラブ
　（全体：12クラブ/１期：7クラブ）

2,156
スポーツ健
康課 人

体育連盟負担金等補助 人 人

東北大会等派遣 人 4,946 人

運動部活動指導の工
夫・改善支援事業
（東日本大震災津波
で被災した中学校及
び高等学校の運動部
活動支援事業）

県 体育館やグランドが応急仮設住宅建設地になっている
ために運動部の活動が十分にできない学校に対して、
近隣の市町村の体育施設に移動して活動するための移
動に要する経費を支援

・対象：大船渡市ほか7市町村

スポーツ健
康課

運動部活動支援学校
数

43 校

12 30
スポーツ健
康課

ｱｽﾚﾃｨｯｸﾄﾚｰﾅｰ
活動回数

88 回 52 回 36 回
アスレティックト
レーナー派遣事業

県 アスレティックトレーナーを被災地の応急仮設住宅・
地域の公民館に派遣し、被災者の健康増進のための体
操や軽運動の指導、健康相談を実施
被災地の中学校等の体育授業や部活動に派遣し、ト
レーニングやコンディショニングの指導を行い、ス
ポーツ活動の環境整備を実施

・アスレティックトレーナー活動回数：36回
・対象：沿岸12市町村

いわての学び希望基
金被災地生徒運動部
活動支援事業

県、
県中学校
体育連
盟、
県高校体
育連盟

中学生及び高校生の体育・スポーツの振興と競技力の
向上を図るとともに、被災した生徒を支援するため、
東北中学校体育大会及び東北高等学校選手権大会に出
場するための旅費を補助

・東北大会等派遣：6,906人
・対象者:被災した中・高校生

【取組状況】沿岸部準備中クラブへの支援訪問及び新規立ち上げ予定
クラブへの創設準備助言
【課題】被災により休止中クラブの再開準備が整っていないこと。

【取組状況】
　●実施校
　　・中学校11校（釜石市立釜石東中学校、釜石市立唐丹中学校、大
船渡市立赤崎中学校、大船渡市立第一中学校、陸前高田市立第一中学
校、陸前高田市立高田東中学校、陸前高田市立気仙中学校、宮古市立
第二中学校、田野畑村立田野畑中学校、山田町立山田中学校、野田村
立野田中学校）
　　・高等学校２校（高田高等学校、宮古高等学校）
　●支援回数：延べ90回
　●支援額：593,0千円
【今後の課題】
　●支援を希望する学校の状況を把握すること。
　●実施開始時期を早めること。（H27は6月開始）

【取組状況】
　●被災生徒の東北大会等参加に係る支援
　　・中学校（岩手県中学校体育連盟）
　　　　計348人　　補助額　4,529,327円
　　・高等学校（岩手県高等学校体育連盟）
　　　　計1,751人　補助額　18,336,132円
　●体育連盟負担金・分担金等補助
　　・中学校（岩手県中学校体育連盟）
　　　　計 1,404人　　補助額　308,880円
　　・高等学校（岩手県高等学校体育連盟）
　　　　計 1,880人　　補助額　3,206,250円

【取組状況】
　平成27年度に新校舎により開校したものの、グラウンドに仮設住宅
があるなど、いまだにクラブ活動に支障を来していることから、平成
27年度においても、３名の臨時職員を任用し、保有するバスの活用に
より仮校舎のグラウンド等への移動手段を確保した。

【取組状況】
　陸前高田市の意向を確認し、移転予定地の現況把握、敷地分析、基
本計画図、概算工事費、維持管理見込などを内容とする基本構想・基
本計画策定に向け、業者に業務委託。
　今後、拠点施設整備基本構想検討委員会を開催し、基本方針等を説
明予定。
　引き続き、市及び関係部局等と連携を取りながら、取り進める。

○

○

○

○

○

○

○

12

10

2

12

10

1

1

13

2,099

311

32

8

1

　被災地へのアスレティクトレーナー派遣。高齢者に対して健康運動
や子どもたちに対し動きづくりを実施。

31

スポーツ交流推進事
業

県 スポーツの振興による地域活性化を促進するため、東
京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等の
開催機運の醸成や、事前合宿誘致に向けた取組等を実
施

◎

平成28年度新規事業。 政策推進室 全国知事会が運営する
スポーツ施設データ
ベースサイト登録市町
村数

27
市町
村

17
市町
村

12 19 5 10

東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会
事前合宿等の誘致決
定数

3 件 1 件 1 2

32

ラグビーワールド
カップ2019開催準備

県 ラグビーワールドカップ2019日本大会の成功に向け
て、釜石市と連携し、開催機運の醸成や必要な準備を
実施

◎

平成28年度新規掲載事業。 政策推進室 機運醸成イベントの開
催

3 回 1 回 1 2



「暮らし」の再建　／　地域コミュニティ

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

20 18

12 12

平成27年度

復興住宅での生活支
援活動が行われている
市町村数

35
市町
村

23
市町
村

11 11

20

12

12

5

4

1

1

2

4

8

458,004

179

19

143,299

6

7

8

9

No.

1

2

3

4

5

平成27年度の取組状況と今後の課題等

　県関係課、復興庁、NPO団体等の間で月２回程度の定期会議を開催
し、情報交換・課題共有のうえ、相互の連携による被災者支援に係る
取組を実施。
≪その他の取組等≫
・NPOとの連携により、８～９月に「応急仮設住宅周辺環境調査」を
実施。調査結果については、県関係課や関係団体に情報提供を行うほ
か、各市町村の被災者支援担当者にフィードバックすることで、応急
仮設住宅における生活課題の解消に向けた取組につなげる。
・今後、復興庁が行なう被災者支援コーディネート事業について、
コーディネーターや関係機関等と連携し情報共有を行うなど、被災者
の課題やニーズを把握し効果的な被災者支援に係る取組に繋げる。

・広域振興局が圏域の課題を解決する先駆的な事業を実施
【平成27年度実績】※決算見込額
　13事業：119,176千円

・被災地の復興に向けて、広域振興局及び市町村が地域課題解決のた
めの事業を実施
【平成27年度実績】
　県事業：124事業　221,161千円
　市町村事業：110事業　236,843千円

・地域の保健・介護・福祉等の関係機関やNPOなどの多様な主体と連
携し、生活のステージに応じ応急仮設住宅や災害公営住宅、みなし仮
設住宅、在宅の被災者に対する生活相談等のほか、要援護者の安否・
見守り活動を実施している。
・応急仮設住宅から災害公営住宅への移行等により生活環境が変化す
る中で、被災者の状況やニーズの変化に応じたきめ細かい支援が求め
られる。
・生活支援相談員は単年度ごとの雇用のため継続雇用の不安等から求
人への応募が少なく、人材確保が困難となっている。

・8月30日に「地域づくりフォーラム」を開催し、先進事例として県
外３団体からの事例発表を実施。
・あわせて、平成27年度「元気なコミュニティ特選団体」として、5
団体の追加認定を行うとともに、活動事例として紹介。
・県内で活動している外部人材（復興支援員、地域おこし協力隊）の
ネットワーク構築に向けたセミナーを開催(年２回：7月・２月）。
・引き続き、地域活動の担い手不足は大きな課題であり、地域コミュ
ニティ機能の維持・活性化に向けた取組を進める必要がある。

・福祉避難所の指定・協定が促進されるよう、市町村の取組状況を調
査して情報提供するとともに、市町村に対し、防災と福祉の主管課長
会議（4月）、担当者研修（7月）で取組について働きかけを行った。
・支え合いマップ・インストラクター養成講座（県社協主催、計3
回、7月・9月・11月）の開催を支援した。
・災害時の要配慮者対策に係る取組を促進するため、市町村、福祉関
係者等を対象とした災害福祉地域研修会を県内4か所で開催（2月）す
ることとしている。
・要配慮者・避難行動要支援者に対する支援の充実を図るため、市町
村の取組を促進・支援する必要があり、特に福祉避難所指定や避難行
動要支援者名簿の作成・活用が全市町村で行われるよう強く働き掛け
る必要がある。

・平成25・26年度に引き続きチーム員を募集し、登録研修（12月）
を実施。研修修了者19名をチーム員として登録した（累計234名、39
チーム）。
・チーム員登録者を対象に、技術向上を目的としたスキルアップ研修
１（9～10月、修了者112名）。新たに指導者養成も目的とした同研
修2（同研修1修了者対象、10～11月、修了者36名）を開催した。
・災害時の要配慮者対策に係る取組を促進するため、市町村、福祉関
係者等を対象とした災害福祉地域研修会を県内4か所で開催（2月）す
ることとしている。
・県総合防災訓練（7月）に６チーム、二戸市防災訓練（9月）に１
チームが参加した。
・今後、チームの派遣体制の一層の充実を図るため、円滑な派遣に向
けたチーム員のスキルアップ、市町村や医療・保健分野の関係機関等
との連携体制の構築を推進する必要がある。

・専門アドバイザーについては、中小企業診断士や社会保険労務士な
ど専門ノウハウを持った者5名を委嘱し、これまで20件派遣（気仙圏
域4件、釜石圏域9件、宮古圏域5件、久慈圏域2件）
・事業所職員研修をこれまでに12回実施（気仙圏域2回、釜石圏域3
回、宮古圏域4回、久慈圏域3回）
・事業所のアドバイスニーズへの対応（事業所のニーズの把握とニー
ズに対応したアドバイザーの確保）が必要。

・各市町村に対し、文書通知や県内４圏域の説明会により本補助事業
の活用を働きかけ、これまでに、　６市町村・４団体に交付決定し
た。
・地域の支援体制の構築を行う事業や被災者のニーズ把握及び孤立防
止のための支援を行う事業などを実施している。

地域福祉課福祉コミュニティ復
興支援事業

県、
市町村等

福祉コミュニティの復興を図るため、市町村等が被
災者支援に携わる関係者間の総合調整を図りながら
実施する地域の支援体制の構築や住民ニーズ把握等
の事業に要する経費を補助

・事業実施市町村等数：31箇所

か所 41 か所 11 10事業実施市町村等数 57 か所 16

回事業所研修会の開催 24 回 24

障がい福祉サービス
復興支援事業
　　　　　（再掲）

県 県内の障がい福祉サービス事業所が復興期において
安定した運営ができるようにするため、「障がい福
祉復興支援センター」を設置し、事業所の活動を支
援
(H26年度）
・アドバイザー派遣： 38回
・従事者研修会開催： 61回
(H27～28年度）
・専門アドバイザーの派遣：38回
・事業所研修会の開催：24回

回 122 回 61 68

76 回 38 52
障がい保健
福祉課

事業所支援アドバイ
ザーの派遣

186 回 110 回

事業所従事者研修会
等の開催

288 回 166

専門アドバイザーの派
遣

38 回 38 回

災害派遣福祉チーム
設置事業

県 避難所等で福祉・介護分野の応急支援調整などを担
う「災害派遣福祉チーム」の設置に取り組むととも
に、市町村の避難支援計画策定等の取組を支援

・災害派遣福祉チーム：23チーム
・セミナー開催：3回（年1回）
・対象：全市町村

チー
ム

27
チー
ム

23

地域福祉課

○

1 1
災害派遣福祉チーム周知
に係るセミナー開催

9 回 5 回 3

チー
ム

10 7
災害派遣福祉チーム
数

50

福祉避難所指定・協定
締結市町村数

33
市町
村

15
市町
村

18
市町
村

7 5

3
市町
村

2 0

地域福祉課

県、
市町村

市町村において、高齢者や障がい者等の災害時要援
護者の避難支援対策が推進されるよう、市町村職員
等を対象とした研修を実施し、福祉避難所の指定・
協定の促進について働きかけるほか、要援護者の把
握や支援について地域で検討するための福祉マップ
作成を支援

・研修会開催：3回（年1回）
・マップ作成：3市町村
　（全体：33市町村/１期：30市町村）
・福祉避難所指定：18市町村
　（全体：33市町村/１期：15市町村）

回

マップづくり市町村数 33
市町
村

30
市町
村

7 回 3 回 3 回

11

災害時要援護者避難
支援対策研修の開催

被災者の生活支援と
セーフティネット対
策事業
　　　　　　▼P92

県、
市町村、
社会福祉
協議会

生活支援相談員による見守り活動や福祉サービスへ
の適切な橋渡しのほか、生活福祉資金の貸付相談、
生活困難な被災者等の自立支援など、被災者の生活
再建を支援

・生活支援相談員の配置：570人
・復興住宅での生活支援活動が行われている市町村
数：23市町村

災害時要援護者支援
対策事業

570 人 190

18 件

1 1

地域振興室

先進事例紹介件数

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・草の根コミュニ
ティ再生支援事業
　　　　　　▼P93

県、
市町村

地域コミュニティの再生を図るため、コミュニティ
活動の担い手育成、先進的取組事例の紹介及び地域
の課題解決に向けた支援等を実施

・地域活動支援件数：12件
・先進事例紹介件数：18件

6

12 件

48 件 18 件

地域福祉
課・長寿社
会課

地域経営推進費事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対
応する事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：４広域振興圏及び市町村

地域活動支援件数 件

476,490

人
生活支援相談員の配
置人数

1,339 人 178579

12 件 4 432

産業振興・地域課題解
決のための事業

千円 1,436,264 千円
政策推進室

千円 156,629千円

千円

政策推進室
広域圏の産業振興 千円 584,476広域振興事業

　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決
するための先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年
・対象：４広域振興圏

回 60 回 20 20

県 応急仮設住宅等での住民相互のコミュニケーション
の維持や地域コミュニティを継続するための事業
を、市町村、関係機関及びＮＰＯ等と連携して実施
・定例ミーティング（月２回程度）
・応急仮設住宅入居者のニーズ調査
・被災市町村との意見交換

・連携会議の開催回数:60回

事業名
事業
主体

担当室課

事業の進捗状況

箇所

平成26年度第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

生活再建課
関係課

連携会議の設置 1 箇所 1応急仮設住宅等地域
コミュニティ活性化
事業

H27 H28 H29～～H25
事業概要

実施年度

H26

開催回数 174 回 74

H28
執行状況

○

○

○

○

○

○

○

★

20

190

4

6

1

1

6

8

1

38

61

20

190

4

6

1

5

5

1

12

40

190

8

12

1

1



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等事業名
事業
主体

担当室課

事業の進捗状況

平成26年度第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

H27 H28 H29～～H25
事業概要

実施年度

H26

H28
執行状況

20

121

51

1

9

3

0

15

10

50

18

198,029

22

10

17

18

19

20

21

11

13

14

15

16

12

56
事業
所

19 1818

運動教室の開催 650 回 290

障がい保健
福祉課

支援対象事業所数 74
事業
所

市町
村

市町
村

被災地障がい福祉
サービス生産活動等
支援事業

県 被災地の就労支援事業所等の工賃向上に向けた取組
を支援するため、被災失業者を雇用し創作活動や生
産活動等を支援

・支援対象事業所数：56事業所
・対象：沿岸12市町村

長寿社会課・ふれあい運動教室の開催　121回（H28.3月末実績）
・ふれあい運動サポーター養成講座の開催　6回（宮古市、岩泉町、
大船渡市、山田町、釜石市、陸前高田市）
・仮設住宅からの被災者の転出に伴い、参加者が漸減傾向にある

被災地高齢者支援事
業
・被災地高齢者ふれ
あい交流促進事業
　　　　（再掲）
　　　　　▼P86

県 応急仮設住宅での生活における高齢者の孤立化防止
や介護予防を図るため、高齢者が気軽に参加できる
運動教室や交流会活動を支援

・運動教室開催：360回（年120回）
・対象：大槌町他８市町村

・被災により自主生産製品の販売経路喪失や請負業務の打切りなどの
影響を受けた障がい福祉サービス事業所に対して、被災失業者の雇用
を委託することにより、事業所における創作活動や生産活動等を支援
を実施（13法人20事業所と委託契約し、32人を雇用）
・現在雇用されている者の平成29年度以降の就職に向け、各事業所に
働きかけていくことが必要。

事業
所

360 回 120 120回

復興住宅ライフサ
ポート事業
　　　　　　▼P86

県、
市町村

災害公営住宅等において、高齢者及び障がい者等が
安心して暮らすことができるよう、必要な見守り、
支援体制の整備に要する経費を補助

・市町村事業への補助：延べ15市町村
・対象：沿岸12市町村

3 13
長寿社会課

市町村事業への補助 3
市町
村

0
・釜石市において、25年度から引き続き事業を活用した見守りやサロ
ン活動を実施。
・市町村職員、生活相談支援員、自治会、NPO等職員を対象とした、
『災害公営住宅への移行研修』を実施。（８会場）
・27年度以降、「NO.4被災者の生活支援とセーフティネット対策事
業」へ統合し、事業終了。

事業 27 事業 27 74

市町村、
社会福祉
協議会

地域福祉活動コーディネーター実践力強化研修の実
施や地域支え合い体制づくり事業や福祉コミュニ
ティ復興支援事業により、市町村や社会福祉協議会
が行う地域支え合い活動促進の取組を支援

・実践力強化研修：１回
・実施事業数：27事業
・対象：全市町村

6 回 5
・各市町村に対し、文書通知や県内４圏域の説明会により、地域支え
合い体制づくり事業及び福祉コミュニティ復興支援事業の活用を働き
かけた。
・支え合いマップ・インストラクター養成講座を２回開催（９月）し
た。
・市町村においては補助事業を活用し、福祉マップの作成や福祉避難
所指定に向けた取組を進めている。※　地域福祉課所管の地域支え合
い活動促進支援事業は、26年度限りで事業終了となる。（長寿社会課
所管の地域支え合い事業は存続）、進捗目標は、地域福祉活動コー
ディネーター実践力強化研修のみ地域福祉活動コーディネーター育成
事業に引き継がれる。

回 1

地域支え合い体制づく
り事業実施事業数

70 事業 43

地域福祉課 地域福祉活動コーディ
ネーター実践力強化研修

地域支え合い活動促
進支援事業

地域福祉課・地域福祉活動コーディネーター養成研修会前期課程（７月）、課題
提出レポートの自主学習会（８～９月、個別と地域の共通ニーズを統
合したプランニング方法等）を開催した。（受講者数51名）
・地域福祉活動コーディネーター養成研修で得た知識や技術が地域の
実践に活かされていないとの声が寄せられており、地域福祉活動コー
ディネーター間の情報共有の場づくりや地域福祉活動コーディネー
ターのフォローアップ体制の充実等を図っていく必要がある。

地域福祉活動コー
ディネーター育成事
業

県、
社会福祉
協議会

地域の生活課題に対応し、その解決に向けて関係団
体等とネットワークを築き、具体的なコミュニ
ティーソーシャルワーク機能を担う地域福祉活動
コーディネーターを育成・支援

・養成研修受講：90人（年30人）
・対象：全市町村

回 1

142 人 90 人 30 48
地域福祉活動コーディ
ネーター育成数

262 人

9

・平成27年度民生委員・児童委員研修実施要領を各振興局あて送付
（6月）、地域の課題や関心の高いテーマに関する研修の実施を促
進。

民生委員(児童委員)
活動事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村、
民生児童
委員協議
会

広域振興局、保健福祉環
境センターごとの研修

63 か所 27 か所 27 か所 9

回 3 回 1 1
地域福祉課 民生委員児童委員協議会の会

長・副会長に対する研修 7 回 3
民生委員に対し、被災者支援に関する研修を行い、
関係機関と連携した被災者の見守り活動を充実強化

・全県研修会開催：3回（年1回）
・地域単位研修会開催：27箇所（年9箇所）

若者女性協
働推進室

・若者グループが企画・実行する復興に関する優れた提案に助成し
た。（３事業）

9 件 3 3助成事業数 9 件いわて若者活躍支援
事業

県、
民間

若者グループが企画・実行する「地域の課題解決」
や「元気創出活動」などの県内における取組に関す
る提案を募集し、発想力豊かな優れた提案に助成
（募集分野：震災復興３団体）

・復興支援ポータルサイト「いわて三陸 復興のかけ橋」を活用し、
復興支援マッチングや復興関連情報の発信、復興支援ネットワークの
強化を実施。
・沿岸被災地域の状況やニーズの変化・多様化に対応するため、被災
地ニーズの的確な把握を更に推進し効果的な取組を展開することによ
り、復興支援の充実・深化に努める。

政策推進室

件 20 件 10 6

大学等連携地域支援
事業

さんりく
基金、
大学

大学等が行う被災地支援活動（まちづくりに関する
研究・助言）や地域おこし活動（地域ブランド商品
開発）などの取組に対し、活動経費を支援

・助成件数：20件

地域振興室
（さんりく
基金）

被災地支援活動を行う
大学への助成

30 件 10

・県北沿岸地域の地域コミュニティ団体等を対象に、コミュニティの
再生等に係る活動経費を支援。（15件）
・今後も県北沿岸地域の状況やニーズを把握し、効果的な事業を企画
展開していくとともに、助成事業の有効活用に向けて、積極的なPRに
努める。

・本事業については、現地ニーズ等も踏まえ、27年度は事業を見直
し、コミュニティ団体への直接的な支援を強化することとしたもの。

15 1950 件 件 40 件10地域コミュニティ再
生支援事業

さんりく
基金、
自治会、
集落組織
等

地域コミュニティの再生に向け、自治会、集落組織
等が主体となって作成する地域再生計画の策定とそ
の実現に向けた取組に対し、活動経費を支援

・助成件数：40件

被災地青少年育成事
業

さんりく
基金、
スポーツ
少年団、
PTA等

被災地の児童・生徒で組織された団体（スポーツ少
年団等）及び地域の青少年活動を支援する団体（PTA
等）を対象に、青少年育成活動に必要な備品や設備
の購入等の活動経費を支援

・助成件数：40件

・青少年活動団体等を対象に、活動に必要な備品や設備の購入等の活
動経費を支援。(10件）
・本事業については、現地ニーズ等も踏まえ、所期の目的を達成した
と考えられることから、平成28年度は事業を見直すこと。☆

地域振興室
（さんりく
基金）

地域コミュニティ団体等
への助成

2440 件 20145 件件

「いわて三陸復興の
かけ橋」推進事業
・首都圏との復興支
援連携強化事業
　　　　　　▼P94

・震災からの復旧・復興に向けた活動を行うＮＰＯ等の取組に対し、
助成を行った。（18事業）
・復興支援等を行うＮＰＯ等の運営力強化のための研修会等を引き続
き開催することが必要。

地域振興室
（さんりく
基金）

被災地の青少年活動
への助成

185

240 169240 件

100 108

185,350
アク
セス

540,000
アク
セス

180,000 196,339
ポータルサイト等
アクセス数

1,085,350
アク
セス

復興支援マッチング件
数

220 件 160 件

240 件

「いわて三陸復興の
かけ橋」推進事業
　
　　　　　　▼P94

県 東日本大震災津波からの復興を加速させるため、復
興支援ポータルサイト「いわて三陸復興のかけ橋」
を活用し、情報共有によるマッチングの促進や、情
報発信による風化の防止、新たな支援の呼び込み等
を実施

・ポータルサイト等アクセス数：540,000ｱｸｾｽ
・連携交流会開催数：24回

★

県 県内での民間レベルの復興支援を実現するため、首
都圏で復興支援に関心のある企業や復興支援団体等
と情報共有を進め、連携を強化

・説明会等参加者数：480人

12 10

政策推進室
説明会等参加者数

・首都圏で復興支援に関心のある企業や復興支援団体等との情報共有
及び連携強化を実施。
・沿岸被災地域の状況やニーズの変化・多様化に対応するため、被災
地ニーズの的確な把握を更に推進し効果的な取組を展開することによ
り、復興支援の充実・深化に努める。

1

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・ＮＰＯ等による復
興支援事業
　　　　　　▼P93

県、
市町村、
ＮＰＯ・
民間企業
等

復興支援活動を行うＮＰＯ等に対し、活動費の助成
及び運営力強化のための取組を実施

・助成事業数：61件

若者女性協
働推進室

助成事業数 122 件 61 件 21 19件 21

連携交流会の開催 25 回 13 回 12 回
○

○

○

★

○

○

○

×

○

○

○

180,000

20

30

20

15

10

3

1

9

30

120

18

180,000

20

30

10

3

1

9

30

120

19

360,000

40

30

60

1

9



「暮らし」の再建　／　市町村行政機能

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

5

No.

1

3

まちづくり
再生課

県、
市町村

市町村が復興計画に基づく事業を実施するに当たっ
て、必要に応じて市町村への技術的な助言等の支援

111
復興整備計画作成（変更を含
む）延べ市町村数

53
市町村課

市町村執行額
・交付金は23年度及び24年度に市町村に対して交付済であり、各市
町村の事業実績を取りまとめ。

○

東日本大震災津波復
興基金市町村交付金

県 市町村が復興に向けて行う住民生活の安定やコミュ
ニティの再生、地域経済の振興や雇用維持の事業及
び住宅再建に資する事業のための財源支援

・全市町村 交付額計 425億円

市町村課 メンタルヘルスケア研
修会

市町村任期付職員対
象新規採用職員研修

被災市町村行財政支
援事業（職員派遣）

　　　　　　▼P95

県 県及び県内市町村並びに県外の自治体等から被災市
町村への職員派遣による調整の実施

・被災市町村への職員派遣数

H29～

695

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28

被災市町村行財政支
援事業（メンタルヘ
ルスケア研修等）

　　　　　　▼P95

県、
市町村

県内外の自治体からの市町村派遣職員等のメンタル
ヘルス対策及び研修による資質向上の支援

・メンタルヘルスケア研修会 9回
・市町村任期付職員を対象と
　　　 した新規採用職員研修6回

2

4

被災市町村行財政支
援事業（行財政事務
の助言）
　　　　　　▼P95

県 市町村の復興に向けた課題を中心に聴取し、必要に
応じ行財政事務の助言の実施

・行財政コンサルティング実施
・対象：沿岸12市町村

被災市町村行財政支
援事業（復興整備計
画に係る支援）

　　　　　　▼P95

市町村課 行財政コンサルティン
グ実施沿岸市町村数
（延べ）

○

・5月に沿岸12市町村を訪問し、復興に向けた課題を聴取。
36

6

市町村課
職員派遣数

9

H28
執行状況

3

2

・被災市町村からの要請数777人に対して715人を確保（不足数62
人・充足率92.0％）※3月1日現在
・総務省や復興庁等の関係機関と連携しながら職員派遣を調整すると
ともに、被災三県合同で全国自治体への直接要請活動を行うなど職員
確保の取組を実施
・被災市町村の復興事業の推進のため、継続した派遣職員確保の取組
が必要

・全国から県内被災市町村等に派遣されている職員を対象に、メンタ
ルヘルスケアの知識の習得を図るとともに、他市町村派遣職員との交
流を深めることを目的に、メンタルヘルスケア研修を3回開催（5
月、6月、8月）。
・任期付職員については、市町村職員研修協議会主催の「新規採用職
員研修」（前期）が4月に、同研修（後期）は10月に開催された。

　市町村の復興整備計画の変更を支援し、延べ21回の復興整備協議
会の開催を調整。
　防災集団移転促進事業の移転元地に係る税制改正を受け、今後は、
移転元地を活用した低地部での事業実施に係る案件の増大が見込まれ
る。

3 3

第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

12
市町
村数

12 12

3

2

○

○

○

2回 2

回

12

6

4

24

715

3

2

132

12

平成27年度平成27年度の取組状況と今後の課題等



「なりわい」の再生　／　水産業・農林業

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

被災地域情報化施設
復旧支援事業

平成27年度

47

24

13

270

50

8

890

381

8

1

1

13

8

50

252

25

10

1

400

890

250

110

235

203

6,693

17,480

235

203

1

24

30

110

3

400

890

250

9

3

250

110

1

400

890

9

1

70

50

11

890

250

110

8

400

11

8

1

50

8

60

35

12

○

☆

○

○

☆

○

H28
執行状況

○

○

☆

○

○

中小企業被災資産復
旧事業
　　　　　　▼P99

7

9

10

13

11

8

No.

1

2

3

4

5

経営支援課県、
市町村

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行
う被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要す
る経費に対し補助

・補助金交付決定　24社（H28.3月末現在）
・宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、岩泉
町、野田村において実施
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。○ 74

件 26274

21 漁協 21 21

社

15

経営支援課・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月
末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買
取支援等の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な
経営支援が必要であること。

岩手産業復興機構出
資金
　　　　　　▼P96

百万円

件 110 25

件 件 50 232

件

180
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 件 495675

259

二重債務対策支援件
数

件 149

補助金額 446,776

・繰越事業を含め、22箇所の事業を実施（平成27年度当初：
11箇所、平成26年度明許繰越：5箇所、平成25年度事故繰
越：6箇所）。
・うち、平成27年度末までに13箇所の整備が完了。
・引き続き、事業の適切な実施に向けて市町村及び漁協を指
導。

補助件数

・全24漁協が策定した計画に基づく取組のうち、8漁協の取組
への支援を実施。
・引き続き、各漁協の計画に示された「人づくり」､「場づく
り」､「価値づくり」の取組の実行を支援。

漁家女性等の活動再開を促すとともに、生きがいの創生を通
じて、女性等の力による浜の賑わいやコミュニティの再生を
支援

・浜料理選手権の開催回数：1回
・対象：沿岸12市町村

・平成28年2月末までに440百万粒の種卵を確保し、381百万
尾を放流。
・不足した親魚の確保にかかる経費を支援。
・400百万尾の稚魚放流に向け、放流経費の一部を支援。
・資源回復に向け、稚魚の生産、放流方法の改善に取り組
む。

・アワビ種苗について生産業務を委託し、500万個配付済に加
えて、漁協が管理、育成したアワビ種苗が390万個。
・ウニ種苗は県栽培漁業協会の自主事業により、270万個配布
済。
・ヒラメ種苗について生産業務を委託したが、台風の影響に
より大量へい死が発生し、50万尾の配布に留まる。
・引き続き、種苗生産の安定化に係る防疫体制の構築を図る
とともに、アワビの種苗放流にかかる経費を支援。

・繰越事業を含め、12箇所の事業を実施。（平成27年度当
初：5箇所、平成27年度追加：2箇所、平成26年度明許繰越：
3箇所、平成25年度事故繰越：2箇所）。
・うち、平成27年度末までに8箇所の整備が完了。
・引き続き、事業の適切な実施に向けて市町村及び漁協を指
導。

千円

アワビ種苗放流数

百万
尾/
年

400
サケ稚魚生産数（H28
年度県全体）

百万
尾/
年

25

水産振興課

万尾 110 万尾 110 0

250
万個
/年

250 250

890
万個
/年

150 150
万個
/年

ウニ種苗放流数
万個
/年

240
万個
/年

活動助成件数 件 21 件 4 4

390
百万
尾/
年

400 413

地域再生営漁計画推
進事業
　　　　　　▼P98

県、
漁協

地域漁業の再生に向けて、漁協を核とする地域漁業
の「人づくり」、「場づくり」及び「価値づくり」
を内容とする計画策定とその実行を支援

・計画策定漁協数：21漁協
（全体：24漁協/１期：3漁協）
・活動助成件数（累計）：30件
・対象：沿岸12市町村

さけ、ます増殖事業 県、
漁協等

サケ資源の早期回復を図るため、稚魚放流事業の支
援及び回帰率向上対策を実施

・サケ稚魚生産数：400百万尾/年（H28県全体）
・対象：沿岸12市町村

浜のコミュニティ再
生支援事業

水産振興課
計画策定漁協数

箇所 42 箇所 27

箇所 141 箇所 59 箇所 47

復旧施設数（修繕） 箇所 193

漁協 3 漁協

浜料理選手権の開催
回数

万個
/年

万尾

15

ヒラメ種苗放流数

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の復旧・整備を支援

・整備施設数：58箇所
　（全体：203箇所/１期：141箇所）
・対象：沿岸12市町村

水産振興課
整備施設数水産業経営基盤復旧

支援事業（共同利用
施設）
　　　　　　▼P97

・繰越事業を含め、22箇所の事業を実施（平成27年度当初：
11箇所、平成26年度明許繰越：5箇所、平成25年度事故繰
越：6箇所）。
・うち、平成27年度末までに13箇所の整備が完了。
・引き続き、事業の適切な実施に向けて市町村及び漁協を指
導。

・繰越事業を含め、12箇所の事業を実施。（平成27年度当
初：5箇所、平成27年度追加：2箇所、平成26年度明許繰越：
3箇所、平成25年度事故繰越：2箇所）。
・うち、平成27年度末までに8箇所の整備が完了。
・引き続き、事業の適切な実施に向けて市町村及び漁協を指
導。

39

水産業共同利用施設
復旧支援事業

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の早期復旧、使用再開
に必要な機器等の整備や施設の修繕を支援

・復旧施設数：42箇所
　（全体：235箇所/１期：193箇所）
・対象：沿岸12市町村

27

台 17,329 台 151 台 101

箇所 193 箇所 42 箇所 34
水産振興課

復旧施設数（修繕）

県、
漁協等

漁協等による被災養殖施設の共同利用施設としての
一括整備を支援

・整備施設数：151台
　（全体：17,480台/１期：17,329台）
・対象：沿岸12市町村

水産振興課
整備施設数水産業経営基盤復旧

支援事業（養殖施
設）
　　　　　　▼P97

48

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

152隻 6,324 隻 369 隻 357
水産振興課 整備漁船数（新規登録

漁船数）
共同利用漁船等復旧
支援対策事業

県、
漁協等

漁協等による漁業者が共同利用する漁船、定置網等
の一括整備を支援

・整備漁船数：369隻
　（全体：6,693隻/１期：6,324隻）
・整備定置網数：1ヶ統
　（全体：102ヶ統/１期：101ヶ統）
・対象：沿岸12市町村

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28

国、
県、
金融機関
等

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

水産振興課
34

12

水産業経営基盤復旧
支援事業（共同利用
施設）　　（再掲）
　　　　　　▼P97

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の復旧・整備を支援

・整備施設数：58箇所
　（全体：203箇所/１期：141箇所）
・対象：沿岸12市町村

箇所 59 箇所 47 39

1
水産振興課

水産振興課

水産振興課
整備施設数 箇所 141

回 1 回 1
県 漁家女性等の活動再開を促すとともに、生きがいの

創生を通じて、女性等の力による浜の賑わいやコ
ミュニティの再生を支援

・浜料理選手権の開催回数：1回
・対象：沿岸12市町村

水産業共同利用施設
復旧支援事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の早期復旧、使用再開
に必要な機器等の整備や施設の修繕を支援

・復旧施設数：42箇所
　（全体：235箇所/１期：193箇所）
・対象：沿岸12市町村

栽培漁業推進事業 県、
岩手県栽
培漁業協
会

本県栽培漁業資源の回復を図るため、アワビ、ウニ
及びヒラメ種苗等の生産・放流を支援並びに調査研
究、指導等を実施

・アワビ種苗放流数：890万個/年
・ウニ種苗放流数：250万個/年
・ヒラメ種苗放流数：110万尾/年
・対象：沿岸12市町村

平成27年度の取組状況と今後の課題等

・繰越事業を含め、漁船10隻の事業を実施。（平成27年度当
初：6隻、平成26年度明許繰越：4隻）
・平成27年度末までに全10隻の整備が完了。

・繰越事業を含め、3件（50台）の事業を実施。
・平成27年度末までに３件とも整備が完了。
・平成28年度は実施要望がないことから、地域再生営漁計画
の実行を踏まえながら新たな整備計画の掘り起こしが必要。

6

県、漁協 漁船の安全操業を確保するため、漁業無線の送受信
所及び遠隔運用システムの整備を支援

・整備施設数：１箇所 ☆

･平成27年度末までに整備が完了。 水産振興課
整備施設数 箇所 箇所 1 箇所



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度
H28

執行状況
No.

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

産地パワーアップ復
興支援事業

いわて農林水産ブラ
ンド輸出促進事業

1

6

12

1

3

1,160

475

0

12

200

41

25

4

25

252

67

2

37

77

26

1

31

40

42

1,295

3,206

1,914,674

10

6

20

600

400

8

3

1

10

300

200

70

50

4

10

3

1

3

300

200

4

40

12

60

35

☆

○

○

☆

○

億円

○

○

17

19

20

18

21

23

22

24

25

14

15

16

産業経済交
流課

いわて農商工連携ファ
ンドの採択事業数

・平成27年8月～平成28年３月に、バイヤーの産地視察及び商
談会を実施し、被災事業者６社の商談を実施。

社 11

新規市場開拓数 件

いわて農商工連携推
進事業

経営支援課・中小企業東日本大震災復興資金を利用する直接被災者を対
象に補給。
・H28年3月末現在の補給実績は1,160百万円（H27年3月末：
1,106百万円）
・今後も復興状況や利用者のニーズに対応していくこと。

・（公財）いわて産業振興センターに委託して推進員１名を
配置し、農商工連携案件のフォローアップを実施。
・いわて農商工連携ファンド採択（見込）事業数　12事業
・農商工等連携促進法に基づく国認定事業数　１事業
・制度周知の強化及び新規事業の掘り起しが必要。

事業 30

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業

県 東日本大震災津波により罹災した中小企業者に対
し、長期・低利資金の融資を行うとともに、直接被
害を受けた中小企業者に対し保証料補給を実施

1,914,674 千円 百万円 1,106
保証料補給額（全業
種）

千円

事業 27

経営支援課・融資枠500億円を想定して、取扱金融機関に対して必要額を
貸付。
・H28年3月末現在の融資実績は475億円（対前年度比
86.7％）。
・今後も資金ニーズに応え、円滑な資金供給に努めること。

中小企業東日本大震
災復興資金貸付金

県

経営支援課

1,100
東日本大震災津波により事業活動に支障を来してい
る中小企業者に対し事業を再建するために必要な資
金を融資

・融資額：1,100億円

145貸付額（全業種）

億円 500 500融資額（全業種） 億円 1,506 億円

○

中小企業高度化資金
貸付金

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の施
設・設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が
協調し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付
を実施

○

億円

○

145

232

19

40 ％ 40 41

200検体

15

補助金額

二重債務対策支援件
数

件 149

8

件 110

495
・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月
末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買
取支援等の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な
経営支援が必要であること。

件 180 件 50

件 25

経営支援課 岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 件

78,127 百万円

675

259

・H27年度交付決定　17グループ67者　（H28.3月末現在）
・年3回公募（5月、9月、12月）
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること
・補助金交付決定企業における業績回復や販路開拓などの経
営課題に対するソフト面での支援が必要であること

経営支援課

○

中小企業等復旧・復
興支援事業

　　　　　 ▼P100

国、
県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場
合に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対し
て、国と県が連携して補助

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

251,244 社 件

億円

・四半期ごとに検査計画を策定（計画策定：４回／年）。

・消費者を対象とした県産農林水産物のＰＲを生活情報誌を
用いて実施（６回）。
・鉄道車内広告及び駅貼りポスターを掲出（首都圏及び関西
圏で各１回）。
・県産食材を提供する首都圏及び関西圏レストランを紹介す
るリーフレットの作成（各5,000部）
・web等を活用した情報発信の実施（HP、FB）。
・首都圏や関西圏シェフを対象とした生産者との交流商談会
（各１回）の開催のほか、料理人や流通業者を対象とした産
地見学会を開催（県内7回）。
・県外（東京、大阪、福岡）での商談会を開催（３回）。

・収去検査については、200検体（農産物93検体、畜産物26
検体、水産物38検体、牛乳・乳児用食品13検体、飲料水8検体
及び加工食品22検体）の検査を実施し、全て国の基準値以下
と確認した。
・県のホームページで、県産食品の検査結果等の情報を発信
しているほか、県民を対象とした食の安全安心に関する出前
講座において、食品の放射性物質汚染、県産食品の安全等に
ついて普及啓発を行った（1回）。

・H27年度の事業者への融資決定額　10.1億円（H28.3月末）
・事業者への融資決定累計額　142.2億円（H28.3月末）
　※　県は貸付原資としてセンターに164億円を貸付済み。
　　　平成27年度は貸付原資の貸付なし。
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

補助件数

1 件

流通課
社 3 3社 9支援被災事業者

被災地域の食品事業者の供給体制を強化するため、
付加価値の高い商品を供給する取組を支援

・延べ支援被災事業者数：3社

県、
いわて産
業振興セ
ンター

いわて農商工連携ファンド等により農林漁業者と中
小企業者との連携による新たな事業展開や、農林水
産物の加工や流通・販売等に取り組むモデル作りを
支援

・採択事業数：30事業

地域認定数
市町
村

水産振興課
計画策定市町村数

市町
村

3
市町
村

・平成27年度に目標とした３村が計画を策定（累計10市町
村）。
・市町村の高度衛生品質管理計画の策定及び実行を支援（ア
ドバイザー派遣等）。
・魚市場、水産加工事業者等を対象とした衛生・品質管理講
習会の開催及び現地指導を実施。
・生産者所得の向上や水産加工事業者の販路拡大につながる
新たなビジネスモデルの構築。
・引き続き、市町村が策定した計画の実行を支援。

・平成26年度に事業完了。

事業 10 19

3社 34 社 3 社 3延べ支援被災事業者数
県 流通課

県、
市町村、
漁協、
民間企業
等

2
市町
村

7
市町
村

4 4

検査検体数
県 食品の放射性物質汚染に対する県民の不安解消のた

め、県内産はもとより県外産を含む県内流通食品に
ついて、食品衛生法に基づく収去検査を実施。ま
た、検査結果等の情報を新聞紙上で発信するほか、
出前講座による普及啓発を実施

・食品検査：600検体

県民くらし
の安全課

水産物の漁獲から流通、加工までの一貫した高度衛
生品質管理のサプライチェーンの構築を支援

・高度衛生品質管理計画の策定：7市町村
　　　　　（全体：10市町村/１期：3市町村）
・地場原料安定確保に取り組む魚市場：4市場
　　　　　　  （全体：６市場/１期：２市場）
・地域づくり取組件数：3件
・対象：沿岸10市町村

回 18

43

商談会等の開催回数 12 18回 24 回

％

総務部
環境生活部
保健福祉部
商工労働観
光部
農林水産部
復興局
教育企画室

県、
市町村、
関係団体
等

放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を推進（県産農林水産物の放射性物質濃度
検査の実施及び公表）

・県産農林水産物検査計画作成回数：12回 ○

原発放射線影響対策
事業（県産農林水産
物検査）

流通課
％

県産農林水産物等の販路の回復・拡大を図るため、
全国の消費者を対象とした県産品の安全・安心の発
信や、実需者を対象とした商談会・産地見学会等を
開催

・商談会等開催回数：12回/年

いわてブランド再生
推進事業

　　　　　 ▼P101

44,123 件

12 回

検体 295 検体

県産農林水産物検査
件数

4 4
県産農林水産物検査
計画作成回数

回 11 回

200600

高度衛生品質管理型
水産物生産加工体制
構築支援事業

　　　　　 ▼P102

県 県産農林水産物の輸出の拡大に向けて、海外市場で
のプロモーションのほか、通年取引に向けた海外
フェア・現地商談会の開催などを実施

・支援被災事業者：9社
・新規市場開拓数：1件

原発放射線影響対策
事業（流通食品検査
等）

県 商談会等の開催による
取引成約率



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度
H28

執行状況
No.

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

被災農家経営再開支
援事業

12

86

41

4

11

0.1

3

9

3.2

14

10

14

6

31

23.6

41

30

1

8

5

2.3

1

200

14

4

6

1.3

5.7

3

100

65

4

40

12

1.4

16

2

15

9.4

15

16

2

○

☆

○

○

○

○

○

○

☆

漁港災害復旧事業
（海岸保全施設等本
復旧）
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★

○

○

37

38

34

35

36

28

29

30

31

32

33

27

産業経済交
流課

・平成27年７月から平成28年３月までに、14市町村10団体に
おいてフェア等を開催。
・首都圏等の消費者に県産農林水産物の安全・安心のＰＲを
行った。

回

いわてフードコミュ
ニケーション推進事
業

県 「食の安心・安全」を基本とし本県ならではの地域
資源を活用した新しいビジネス展開や販路開拓を促
進し、本県食産業を高い付加価値と生産性を持つ総
合産業として育成

平成26年度で事業終了。

・三陸復興商品力向上プロジェクトによる巡回相談会やテス
ト販売を実施し、沿岸事業者の商品開発や販路開拓を支援。
・県内外で食の商談会(6/19名古屋、8/18盛岡、11/12東
京、1/19大阪、1/21福岡、2/4仙台）や大手量販店と連携し
たフェアを開催し、販路開拓を支援。
・事業活動の”見える化”を強化し、事業者間連携を促進す
るとともに、売れる商品づくりから販路拡大までの総合的な
支援が必要。

・23漁港全てにおいて、被災した防波堤や岸壁などの本格的
な復旧工事を実施。
・平成28年３月末までに、被災した岸壁等の約８割が復旧し
利用可能。
・引き続き、漁業活動と調整しながら復旧工事を迅速に進
め、平成28年度の完了を目指す。

回

企業訪問数 回

4

100

商談会開催数 回

65 ％65

14

65 86
流通課 県産食材の安全性に対す

る消費者の理解度
％ 50 ％

風評被害対策取組件
数

件

いわて農林水産物消
費者理解増進対策事
業

県 県産農林水産物の風評被害を払拭し、安全性確保に
対する消費者の理解増進を図るため、情報発信等を
実施

・県産食材の安全性に対する
　　　　　　　消費者の理解度：65％

商談会等の開催回数 回 18 回 24 回

％ 40 ％ 40 41

12 18

40

35

・消費者を対象とした県産農林水産物のＰＲを生活情報誌を
用いて実施（６回）。
・鉄道車内広告及び駅貼りポスターを掲出（首都圏及び関西
圏で各１回）。
・県産食材を提供する首都圏及び関西圏レストランを紹介す
るリーフレットの作成（各5,000部）
・web等を活用した情報発信の実施（HP、FB）。
・首都圏や関西圏シェフを対象とした生産者との交流商談会
（各１回）の開催のほか、料理人や流通業者を対象とした産
地見学会を開催（県内7回）。
・県外（東京、大阪、福岡）での商談会を開催（３回）。

県、
市町村、
関係団体
等

放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を推進（県産農林水産物の放射性物質濃度
検査の実施及び公表）

・県産農林水産物検査計画作成回数：12回

原発放射線影響対策
事業（県産農林水産
物検査）　　（再
掲）

4

県 県産農林水産物等の販路の回復・拡大を図るため、
全国の消費者を対象とした県産品の安全・安心の発
信や、実需者を対象とした商談会・産地見学会等を
開催

・商談会等開催回数：12回/年

流通課 商談会等の開催による
取引成約率

％ 43

総務部
環境生活部
保健福祉部
商工労働観
光部
農林水産部
復興局
教育企画室

44,123 件

11 回 12
県産農林水産物検査
計画作成回数

回
・四半期ごとに検査計画を策定（計画策定：４回／年）。

いわてブランド再生
推進事業　（再掲）
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31

件
県産農林水産物検査
件数

回

県、
市町村

被災地域の早期の営農再開を図るため、復興組合を
組織し、ガレキの除去等の復旧作業を共同で行う農
業者を支援

・復興組合による経営再開面積：210ha
   （全体：525ha/１期：315ha）
・対象：陸前高田市ほか10市町

4

・３市町（宮古市、陸前高田市、山田町）３復興組合の活動
を支援。
・169haのうち2haが平成28年春に営農再開予定。27haは農地
以外への転用。23haは復旧済みであるが平成27年度末までに
営農未再開、117haは、まちづくり計画などとの調整が必要な
ため、平成28年度以降に営農再開する予定。
・本事業は平成27年度で終了するため、営農未再開の農地に
ついては、まちづくり計画等と調整を図りつつ、早期の営農
再開に誘導。

525 210 ha 210 41ha
農業振興課 復興組合による経営再

開面積
315 ha

5.5

漁港漁村課・安全で安心な水産物の安定供給や漁港の安全対策等のため,
防波堤や岸壁、避難施設等の整備を実施。
・引き続き防波堤等の整備を実施予定。

工事着工地区数 地区 9水産基盤整備事業 県 地域の防災対策や地域づくり、水産業再生の方向を
踏まえ、新たに防波堤や岸壁などの漁港施設及び漁
場施設等の整備を実施

・工事着工地区数：16地区
　（全体：30地区/１期：9地区）

漁港漁村課
防潮堤等完成延長 ㎞ 0.0

・防潮堤の新設区間について、平成28年３月末までに1.7kmの
工事を発注済。
・今後、用地取得を迅速に進め、速やかに全区間の工事発注
を行う予定。

㎞ 3.2 ㎞海岸保全施設整備事
業

県 地域の防災対策や地域づくり等を踏まえ、新たに防
潮堤が必要となる区間の整備を実施

・防潮堤等完成延長：3.2km
　（全体：5.5km）

漁業集落防災機能強
化事業
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市町村 ・漁港の背後集落等において、宅地の地盤嵩上げや高台移転
等を実施中。
・安全・安心な居住地確保のため、関連する他事業との工程
調整を行いながら引き続き事業を実施。

地区 14 10

地区

0.5 0

漁港の背後集落等において、今回の東日本大震災津
波を踏まえた防災・減災対策の見直しを行いつつ、
災害に強い安全・安心な居住地を確保

・工事完了地区数：33地区
　（全体：41地区/１期：7地区）

16 地区 8 7

㎞ 23.3 ㎞

地区 33
漁港漁村課

工事完了地区数 地区 7

0.5
・復旧予定24海岸すべてにおいて、平成28年３月末までに着
工。
・防潮堤14.5kmの工事を発注済。
・今後、用地取得を迅速に進め、速やかに全区間の工事発注
を行う予定。

県単独漁港災害復旧
事業（漁港施設等本
復旧）

県 被災した漁港施設や海岸保全施設等の復旧のうち国
の災害復旧事業の対象外である小規模な復旧等を実
施

・工事完了漁港数：23漁港
　（全体：31漁港/１期：8漁港）

8.2

8
漁港漁村課

工事完了漁港数 漁港

県 被災した海岸保全施設等の本格的な復旧を実施

・防潮堤等完成延長：23.3km
　（全体：23.6km/１期：0.3km）

0.3

・31漁港全てにおいて復旧工事に着手。国の災害復旧工事と
併せて漁港施設の復旧を進めている。
・漁港施設については、引き続き、漁業活動と調整しながら
復旧工事を迅速に進め、平成28年度の完了を目指す。

5漁港 3 漁港 26 漁港
漁港漁村課

工事完了漁港数

○

・地盤沈下等の被災漁港施設用地について、地盤嵩上げなど
の復旧工事を実施。
・漁港施設用地については、漁港等の復旧・整備に必要なブ
ロック等の製作ヤードとして使用している箇所が多いことか
ら、ブロック製作工事の工程と調整を図りながら、引き続き
地盤嵩上げ等の復旧工事を実施。

29
県 被災した漁港施設用地嵩上げなどの復旧

・工事完了漁港数：26漁港
　（全体：29漁港/１期：3漁港）

漁港施設機能強化事
業（漁港用地等本復
旧）

漁港漁村課
工事完了漁港数 漁港

県 被災した防波堤や岸壁など漁港施設等の本格的な復
旧を実施

・工事完了漁港数：23漁港
　（全体：31漁港/１期：8漁港）

1317

300

31

1 件 1 1いわて水産ブランド
輸出促進事業

県 県産農林水産物の輸出の回復に向けて、水産物輸出
の拡大が見込まれる新規市場調査のほか、現地バイ
ヤーを対象とした商談会の開催や産地招聘等を実施

・新規市場開拓数：１件

流通課

漁港漁村課
防潮堤等完成延長 ㎞

238 8 5

漁港 23 漁港 8 5

5

漁港

10

漁港漁港災害復旧事業
（漁港施設等本復
旧）
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26

新規市場開拓数 件

回 2



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度
H28

執行状況
No.

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

県産牛肉安全安心確
立緊急対策事業

放射性物質被害畜産
総合対策事業

トウモロコシ転換緊
急支援事業

1

86

0

5

4

25

3

252

200

9

13

100

2

6

6

6

400

100

9

3

3

70

50

3

200

100

150

1

1

3

3

3

200

60

35

100

☆

○

☆

☆

○

○

○

○

○

☆

○

○

☆

149 件

経営支援課岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）
　
　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

49

50

51

48

41

43

44

45

46

39

47

40

42

件

二重債務対策支援件
数

件 110 件 25 15

180 232

12

1,295

675
被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

県民くらし
の安全課

棟 6 8

流通課県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる
本県農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農
林漁業者等による６次産業化のモデル的な取組を支
援

・支援事業者数：４件

4 件 3 3支援事業者数 件 5 件

流通課
食プロによる支援件数

9いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

300 件 150 160543 件件843いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値
化を図るため、流通・販売等の専門家によるアドバ
イスや商談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー
　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜
舎整備を支援

・畜舎整備数：10棟

棟 10 棟畜産基盤再編総合整
備事業

畜産課
畜舎整備数 12

岩手県農
業公社

畜産課 外部支援組織の作業
受託面積

県、
岩手県農
業公社、
作業請負
組織

放射性物質により影響を受けた酪農家の不安を払拭
するとともに、飼料生産を行うコントラクター等の
外部支援組織を育成・強化するため、作業機械など
の整備を支援

・外部支援組織の作業受託面積：250ha

322ha 334 ha 250 ha 250

2,3592,359 ha 2,359除染面積
県、
市町村、
岩手県農
業公社

県産牛肉、牛乳の安全性を確保するため、県内産粗
飼料の放射性物質調査の実施、牧草地の除染、廃用
牛の適正出荷等に対する支援

・除染面積：2,359ha
  （全体：12,396ha/1期：10,037ha）

畜産課・平成26年度に事業完了。
ha 10,037 ha

流通課

流通課いわての農林水産物
まるごと展開事業
（いわて畜産物ﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞ強化対策事業）

県、
いわて牛
普及推進
協議会

農林水産業の生産体制の復旧・復興と歩調を合わ
せ、県産牛肉の有利販売を進めるため、「いわて牛
普及推進協議会」の行う普及啓発や消費拡大等の取
組を支援

・フェア等開催回数：３回/年

12,396

生体推定検査頭数

回 3
・県外量販店におけるフェアの開催（愛知県：平成27年10月
28日～11月１日、沖縄県：平成27年11月21日～22日）や、
首都圏生協との交流会の開催（奥州市：平成27年5月18日～
19日、9月26日～27日）により、県産米の安全性やおいしさ
を消費者にＰＲ。

-

回

県、
岩手県青
果物生産
出荷安定
協議会

農林水産業の生産体制の復旧・復興と歩調を合わ
せ、県産園芸産品の有利販売を進めるため、消費者
等へのＰＲや、産地と実需者等との安定的な取引関
係の構築を推進

・フェア等開催回数：３回/年

件 50
・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月
末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買
取支援等の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な
経営支援が必要であること。

回

フェア等の開催回数
県産米戦略
室

回 9

27

9

3 5

回 11 回 3 426

フェア等の開催回数 回 12 9 回

9 回

・平成27年７月20日、８月28日に県外生花市場（東京都、大
阪府）において、県産花きをＰＲ。
・平成27年９月４～６日に「いわて花の日フェスタ2015」(盛
岡市）において、県産花きをＰＲ。
・平成27年９月22日、24～26日に県内及び県外量販店（盛岡
市、千葉県、大阪府）において県オリジナルりんご品種「紅
いわて」をＰＲ。
・平成27年12月５～６日、19～20日に県内及び県外量販店
(盛岡市、東京都）において、県産りんご「冬恋」、「純情は
・県外量販店（東京都：平成27年6月13日～14日・11月6日～
7日、神奈川県：10月24日～25日・11月1日）や焼肉レストラ
ン（愛知県：10月）において「いわて牛フェア」を開催する
とともに、販売促進資材を提供。

いわての農林水産物
まるごと展開事業
（いわて純情園芸産
品販売戦略展開事
業）

フェア等の開催回数

いわての農林水産物
まるごと展開事業
（いわて純情米ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ戦略展開事業）

県、
いわて純
情米需要
拡大推進
協議会

農林水産業の生産体制の復旧・復興と歩調を合わ
せ、県産米の安定的な販路の確保に向けて、米卸業
者や実需者、消費者等へのＰＲや、量販店との交流
などを実施

・フェア等開催回数：3回/年

県、
市町村

放射性物質の影響により出荷制限が指示されている
市町村において、制限解除後の再生産を図るため、
簡易ハウス等の設置を支援（1棟：200㎡相当）

・簡易ハウス設置数：6棟
　（全体：12棟/1期：6棟）

3

棟
林業振興課・一関市において簡易ハウス大型1棟（簡易ハウス2.5棟分相当

規模）、普通6棟、山田町において簡易ハウス普通1棟を整
備。
・系統団体の要望に応じて、事業年度をH27年度まで延長して
対応

簡易ハウス設置数

検体 295 検体 600 検体
・収去検査については、200検体（農産物93検体、畜産物26
検体、水産物38検体、牛乳・乳児用食品13検体、飲料水8検体
及び加工食品22検体）の検査を実施し、全て国の基準値以下
と確認した。
・県のホームページで、県産食品の検査結果等の情報を発信
しているほか、県民を対象とした食の安全安心に関する出前
講座において、食品の放射性物質汚染、県産食品の安全等に
ついて普及啓発を行った（1回）。

岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 件 495

特用林産施設等体制
整備事業（原木しい
たけ再生産促進事
業）

県、
市町村

特用林産物放射性物
質調査事業（特用林
産物放射性物質調査
事業、きのこ原木等
処理事業）

放射性物質の影響を受けた原木しいたけ産地の再生
に向け、国の出荷制限解除に向けた放射性物質濃度
検査を実施するほか、検査により指標値を超えた原
木・ホダ木の処分及びホダ場環境整備等の対策を実
施

6

4

6 棟

100 100

林業振興課 出荷制限解除市町村
数

・原木しいたけについて、H27年春子の検査を実施し、6市町
34名が一部解除。また、H27年秋子の検査を実施し、10市町
40名が一部解除。これまで、出荷制限13市町のうち、平泉町
を除く12市町で132名が生産再開（このほか盛岡市がH25に全
域解除）。
・野生山菜について、H27年春に検査を実施し、奥州市の野生
フキについて県の自粛要請解除、陸前高田市（一部地域）の
タケノコ、一関市の野生セリについて出荷制限解除。
・ホダ木処理は599万本、落葉層除去等のホダ場環境整備は
33ha実施。

100
牛肉の放射性物質枝
肉検査割合

流通課
100

県、
集出荷団
体、
農協等

安全安心な県産牛肉の供給体制を確立するため、県
内外に出荷される牛全頭の放射性物質検査の経費助
成や消費者の不安解消に向けた取組を実施

・県産牛全頭検査の実施

％ 100 ％
・安全・安心な県産牛肉を供給するため、県産牛全頭の放射
性物質検査を実施。

％

検査検体数

259

24

584

200 200

・平成26年度に事業完了。

・平成27年度は、草地造成、草地整備及び飼料畑造成に係る
測量設計を実施し、畜舎整備は、平成28年度以降に実施予
定。
・沿岸地域における資材費や人件費等の事業費の高騰によ
り、平成27年度に予定していた畜舎（１棟）整備が次年度に
繰り延べになったもの。

・いわて６次産業化支援センターを核とし、商品開発や販路
開拓などの取組への食の専門家(６次産業化プランナー・食の
プロフェッショナルチームアドバイザー）による指導・助言
を実施。

・平成25年度以降、事業を継続実施している洋野町の１事業
者の商品開発や販路拡大の取組を支援。
・新規・継続を併せ、４名の雇用を創出。
・事業終了後も、雇用は継続する予定。

原発放射線影響対策
事業（流通食品検査
等）　　　（再掲）

県 食品の放射性物質汚染に対する県民の不安解消のた
め、県内産はもとより県外産を含む県内流通食品に
ついて、食品衛生法に基づく収去検査を実施。ま
た、検査結果等の情報を新聞紙上で発信するほか、
出前講座による普及啓発を実施

・食品検査：600検体



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度
H28

執行状況
No.

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

東日本大震災農業生
産対策事業（整備交
付金）

海岸保全施設災害復
旧事業

1,145

32

75

15

98

234

3

2

2

2

1

31

5

210

423

10

56

46

2

172

704

0

36

18

2

541

2

4

20

950

20

75

2,560

98

2

2

1

2

22

1

5

○

☆

○

○

☆

☆

☆

○

☆

○

☆

○

64

65

56

57

58

63

59

60

61

62

53

54

55

52

農村建設課
2,797 1,734 ｍ 80 78水路整備延長 ｍ 1,063 ｍ

ha76

ため池等整備事業 県 被災した農業・農村の復興再生に必要な農業用水路
を整備

・水路整備延長：1,734ｍ
（全体2,797ｍ/1期：1,063ｍ）
・対象：久慈市（大川目地区）

農村建設課経営体育成基盤整備
事業

県 被災した農業・農村の復興再生に必要なほ場等を整
備

・区画整理面積：20ha（全体：76ha）
・対象：久慈市（宇部川地区）
　　　　　　　　　ほか２町村（２地区）

県営事業実施中に被災した農地海岸保全施設の復旧
を実施するとともに、背後地を保全する海岸堤防を
整備

・海岸堤防整備延長：75ｍ（全体：75ｍ）
・陸閘：１箇所
・対象：野田村（野田海岸）

20

海岸高潮対策事業 県

箇所

75

1

農村建設課
海岸堤防整備延長 ｍ

・平成27年９月に事業完了。

区画整理面積 ha

ｍ

箇所 1 1陸閘整備箇所数

75

1

ha 38 ha
農村建設課

区画整理面積 ha 1195
県 被災地の農業・農村の復興再生に必要な中山間地域

のほ場等を整備

・区画整理面積：38ha
　（全体：95ha/１期：11ha）
・対象：陸前高田市(広田地区）ほか１町(１地区）

57 65

・山田町山田北地区の15haで、平成28年春の営農再開に向け
復旧・整備済み。
・残る5haを含む陸前高田市広田地区の10haについて、平成28
年9月の転作時期までに間に合うよう復旧予定。

中山間地域総合整備
事業

329

・モデル地区の整備に向け、国庫補助事業（経営体育成支援
事業）の予算を確保。
・H27年度の事業実施に向け、振興局を通じて大船渡市と農地
の確保等、調整を実施してきたが、事業参加予定者の事業計
画の目処が立たないことが明らかとなったため、市は国庫補
助事業を要望しないこととなったもの。
・木材活用低コストハウス及び木材用簡易暖房機の活用事例
（栽培状況等）の調査を実施。
・木材用簡易暖房機のﾓﾃﾞﾙ実証を山田町で開始。

・産地自らが生産・販売の方式を改善していく「産地マネジ
メント」の仕組みを確立するため、久慈、釜石で事業を実
施。
・平成28年度以降については、事業で確立した「産地マネジ
メント」の仕組みを基に、生産・販売方式の改善に向けた取
組が進むように、関係機関と協力して支援していく。

ｍ 3,101 ｍ

農村建設課

海岸堤防完了延長 ｍ

・宮古市大沢海岸など8海岸において、堤防本体工事を実施
中。
・うち大船渡市合足海岸は平成27年度末で事業完了済み。
・残る7海岸について、早期の完了を目指す。

ha 191 ha
農村建設課

区画整理面積 ha 138
・宮古市摂待地区など9地区98haで、平成28年春の営農再開に
向け復旧・整備済み。
・今後も、計画面積を着実に整備。

2 市町村

県、
市町村、
農協等

農業関連の被災した共同利用施設等の復旧や共同利
用機械等の導入を支援

・復旧施設数：６箇所
　（全体：99箇所/１期：93箇所）

621

農産園芸課
復旧施設数 箇所

○

県 生産性・収益性の高い農業の実現のため、災害復旧
と併せて圃場等を整備

・区画整理面積：191ha
　（全体：329ha/１期：138ha）
・対象：陸前高田市ほか７市町村

農用地災害復旧関連
区画整理事業
　
　　　　　 ▼P106

1 地区

○

5

99

3,722

66

4

3

2

593
・陸前高田市の2地区、大船渡市1地区で実施。
・引き続き、地域の要望に併せて、必要な事業を実施する予
定。

箇所

2

県 被災した海岸保全施設に係る新たな基準に基づく農
地海岸堤防の復旧・整備を実施

・海岸堤防完了延長：3,101ｍ
　（全体：3,722ｍ/１期：621ｍ）
・対象：陸前高田市（小友海岸）ほか４市町

農協、
生産部会
等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費
者ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう
産地マネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区
　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

地区 2 3
農産園芸課 被災地域における事業

実施地区数（延べ）
地区 4

6 箇所 2

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研
究機関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最
適化する実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

・２市町（陸前高田市、大槌町）において、生産コスト低減
技術やブランド化につながる作目及び品種の実証試験を実
施。
・早期に技術を普及させるため、生産者を対象とした研究会
等を開催。
・陸前高田市、大槌町で現地実証試験を継続実施。

県、
農協、
担い手組
織等

県、
市町村、
農協等

地区 2 地区 1 0モデル地区 地区 1

市町村 2 2
農業普及技
術課

実証研究実施市町村数 市町村

農業普及技
術課

1 2
沿岸地域における基盤
整備

件 2 件 2 件

件 44 件 22 24
沿岸地域における機
械・施設の整備

件 22
・平成27年３月末の予算配分以降、4回の追加配分及び調整を
行い、平成27年度は、沿岸地域の33事業主体で事業を実施。

農業振興課

農業振興課

地区事業実施地区数

県
212 ha 39 ha

1 地区 1 1地区 9

35 25

・２者(２件)に事業を委託し、６次産業化に向けた取組を支
援。
・新規・継続を併せ、７名の雇用を創出。
・事業終了後も雇用は継続する予定。
・新商品の開発やPRツールの活用により、産直の来店者数・
売上げの増加につながった。

件

本復旧面積

流通課

甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設
の復旧を実施

・復旧面積　39ha
　（全体：423ha/１期：212ha）
・対象：陸前高田市ほか５市町

ha
農村建設課

６次産業化に取り組む
生産者団体への支援
件数

10 件 5 2

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速する
ため、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制
の整備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む
　　　生産者団体への支援件数：10件

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

・開渠工1,145ｍについて、平成28年春の営農開始に向け工事
完了済み。

・久慈市宇部川地区32haで、平成28年春の営農再開に向け復
旧・整備済み。
・洋野町林郷下地区など2地区の計画を策定中。
・今後も、計画面積を着実に整備。

市町村 被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現す
るために行う被災農業者等への貸与等を目的とした
農業用施設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区
　（全体：10地区/１期：9地区）

県、
担い手組
織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業
者や集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等
の産地の拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模
園芸経営体を育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図る
ため、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機
（大型薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

・まちづくり計画等との調整が終了した5haの農地につ
いて、平成28年春の営農再開に向け復旧済み。
・今後も、まちづくり事業等の土地利用計画との調整を
加速し、早期復旧を目指す。

・平成26年度末に事業申請した宮古市津軽石・赤前地区につ
いて、平成27年度に事業実施中。
・また、陸前高田市米崎地区のイチゴ培土について、平成27
年度に追加で事業実施済み。

農地等災害復旧事業

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

平成27年度
H28

執行状況
No.

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

平成27年度の取組状況と今後の課題等

防災林造成事業

0

1

1

252

25

4

1,360

116

10

70

50

2

2

2

2

60

35

1,360

☆

○

☆

○

○

☆

☆

70

71

72

66

67

68

69

経営支援課・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月
末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買
取支援等の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な
経営支援が必要であること。

岩手産業復興機構出
資金（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 件 495675

259 15

二重債務対策支援件
数

件 145 件 110 件 25

件 180 件 50 232

1 1

県 津波により破壊された防潮林を再生

・工事完了地区数：9地区（全体：20地区）

工事完了地区数 地区 0 9

地区 17 地区 5 5320

20

森林保全課

工事着工地区数 地区

・7地区（山田町浦の浜、久慈市大湊、岩泉町小本、大槌町浪
板、山田町前須賀、陸前高田市高田松原、釜石市根浜）で事
業を実施。
・完成を計画していた２地区のうち、１地区（大槌町浪板）
が完成し、完成箇所は累計で２箇所。
・早期完成に向け、他事業との調整や盛土材等資材の安定的
な確保が課題。

地区

県 被災した防潮堤の復旧

・工事完了地区数：２地区
　（全体：4地区/１期：2地区）
・対象：野田村前浜地区ほか１地区

地区
森林保全課

工事完了地区数 地区 2
・２地区で事業を実施し、１地区（釜石市根浜）完成。
・完成を計画していた１地区（野田村前浜）は、波浪（８～
10月）の影響による手戻り工事が発生し、対応に向けた調整
を実施。
・早期完成に向けて進捗管理を徹底。

木質バイオマス利用施
設整備事業体数

林業振興課・施設が完成し、平成27年１月22日に稼働開始。
9

県、
木材加工
業者等

津波によって流失・損壊した高性能林業機械や、被
害が甚大で本格的な復旧が必要な木材加工施設等の
修繕・再整備を支援

・木材加工施設整備事業体数：1事業体

2 地区4

木材加工流通施設等
復旧対策事業

治山施設災害復旧事
業

・平成27年度、４事業体（奥州市１、陸前高田市１、久慈市
２）に対し、乾燥技術指導を実施。

事業
体

1
事業
体

1 18
木材加工施設整備事
業体数

事業
体

4

事業
体

3
事業
体

4

林業振興課県、
関係団体
等

復興住宅へ乾燥材等の県産材の円滑な供給を促進す
るため、製材工場等の乾燥材生産力向上を支援

・実施事業体数：4事業体

県産材需要拡大促進
事業

4
事業
体

2 3実施事業体数
事業
体

県、
市町村、
木材加工
業者等

ｍ1,360農道整備延長 ｍ

地域の森林資源の利用拡大と地域産業の活性化を図
るため、木質バイオマス関連施設の整備等を支援

・施設整備事業体数：1事業体

森林整備加速化・林
業再生事業（県産材
活用促進緊急対策事
業）

11
事業
体

1
林業振興課・平成26年度に事業完了。

農村建設課・平成27年度で事業完了済み。農道整備事業 県 被災した農業・農村の復興再生に必要な農道を整備

・農道整備延長：1,360m（全体：1,360ｍ）
・対象：陸前高田市（竹駒地区）

1,360



「なりわい」の再生　／　商工業

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

1,380

8

8

600

690

4

4

300

70

50

690

4

4

4

300

60

35

○

○

○

○

○

○

・H27年度交付決定　17グループ67者　（H28.3月末現在）
・年3回公募（5月、9月、12月）
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること
・補助金交付決定企業における業績回復や販路開拓などの経営課題に
対するソフト面での支援が必要であること

・補助金交付決定　24社（H28.3月末現在）
・宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、岩泉町、野田村
において実施
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

・各商工団体において、被災企業の経営課題解決を図るために専門家
派遣を行うともに。中小企業等グループの復興事業計画の着実な推進
を図るためのフォローアップなど各種支援事業を実施
・沿岸の３商工会議所、いわて産業振興センターに販路開拓アドバイ
ザー等を配置し、被災企業の販路開拓等の支援を実施
・被災事業者の経営課題に即したきめ細かな支援が必要であること

経済成長の著しい東アジア地域において、現地商談会やフェアを開催
した。
①タイフェクス（タイ・バンコク 5月）
②フード台北（台湾・台北 6月）
③香港フードエキスポ（中国・香港 8月）
④大連展示商談会（中国・大連9月）
⑤イオンマレーシア岩手フェア（マレーシア・11月）
⑥イオン香港岩手フェア（中国・香港 1月）
⑦フードウィーク（韓国・ソウル11月）
今後も、現地商談会やフェアを開催していく。

　県産品の販路拡大について、首都圏等での物産展を実施した。（３
回）
（内訳）
・川徳「いわて特産品フェア」（6/4～9）
・名古屋丸栄「岩手県の観光と物産展」（2/4～9）
・日本橋髙島屋「大いわて展」（4/13～18）・
※例年３月実施の日本橋高島屋は、百貨店側の都合により４月実施
・県産品の販路拡大については、今後も物産展を実施し、情報発信に
努める必要がある。

　風評被害によるいわてブランドの再生を目的に、県産品の魅力を直
接消費者に伝えるフェア・イベント等の開催。（５回）
（内訳）
・楽天カフェ（東京都新宿区）での県産品販売（9/1-30）
・松屋銀座「いわての食と工芸フェア」（10/21-11/3）
・各アンテナショップへの楽天チェックの導入（12/1-30）
・イトーヨーカドー アリオ川口店（3/7-13）、大宮宮原店（3/14-
21）での県産品販売
・風評被害が完全に払拭されたとは言えない状況であるため、継続的
な情報発信及び販路開拓の機会創出が必要である。

・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買取支援等
の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な経営支援
が必要であること。

・広域振興局が圏域の課題を解決する先駆的な事業を実施
【平成27年度実績】※決算見込額
　13事業：119,176千円

・被災地の復興に向けて、広域振興局及び市町村が地域課題解決のた
めの事業を実施
【平成27年度実績】
　県事業：124事業　221,161千円
　市町村事業：110事業　236,843千円

8

9

10

11

12

No.

1

2

3

4

5

6

7

千円
県、
市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広
域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対応す
る事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：４広域振興圏及び市町村

○

476,490
産業振興・地域課題解
決のための事業

千円 1,436,264 千円
政策推進室地域経営推進費事業

　　　　　（再掲）

千円 156,629584,476 千円

8 4 8フェア等の実施 13 回 5 回
産業経済交
流課

いわてブランド再生
推進事業　（再掲）

　　　　　 ▼P101

県 放射性物質の影響による風評被害を払拭して、消費者
の信頼を回復し、いわてブランドを再生するため、県
産品の魅力を消費者に直接届ける等、販売機会の拡大
を支援

・フェア等の実施　８回 ☆

百万円 2,070 百万円

回

アンテナショップにおけ
る県産品販売額

5,836 百万円 2,386
物産販路開拓事業 県 東日本大震災津波により大きな打撃を受けた本県地場

産業の復興支援のため、首都圏等での物産展を通して
情報発信し、県産品の販路拡大と事後取引の拡大を支
援

・アンテナショップにおける
　　　　　　　　　県産品販売：2,070百万円

産業経済交
流課

国際経済交流推進事
業

県 東アジアをターゲットとした県内企業の海外における
ビジネスチャンスの発掘、海外企業とのビジネスマッ
チングの支援、海外物産展等による県産品の販路拡大
を行い、国際的な事業活動の展開による地域経済の復
興を支援

・商談会・フェアの開催   12回

690 658

回 12 回 4 8
産業経済交
流課

商談会・フェアの開催回
数

35 回 15

8 団体 12 団体 4 4
経営支援課

補助金交付団体 28 団体

補助金額 446,776 千円

被災中小企業重層的
支援事業

県、
商工団体
等

東日本大震災津波で被災した中小企業を支援するた
め、商工会・商工会議所、商工会連合会、中小企業団
体中央会、いわて産業振興センターが行う支援事業を
補助することなどを通じ、被災企業の復旧・復興を支
援

・補助金交付団体：12団体（延べ）

件補助件数 274 社
経営支援課県、

市町村
沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行う
被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要する経
費に対し補助

百万円 74

中小企業被災資産復
旧事業　　（再掲）

　　　　　　▼P99

百万円 億円 8

経営支援課中小企業等復旧・復
興支援事業（再掲）
　
　　　　　 ▼P100

国、
県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場合
に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対して、
国と県が連携して補助

26

件

補助金額 78,127

件 25補助件数 1,244

千円 百万円 1,106
経営支援課 保証料補給額（全業

種）
1,914,674 千円 1,914,674

・中小企業東日本大震災復興資金を利用する直接被災者を対象に補
給。
・H28年3月末現在の補給実績は1,160百万円（H27年3月末：1,106百
万円）
・今後も復興状況や利用者のニーズに対応していくこと。

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業　　（再掲）

県 東日本大震災津波により罹災した中小企業者に対し、
長期・低利資金の融資を行うとともに、直接被害を受
けた中小企業者に対し保証料補給を実施

経営支援課
融資額（全業種） 3,206 億円

経営支援課中小企業高度化資金
貸付金　　（再掲）

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の施設・
設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が協調
し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付を実施

1,506 億円 1,100 億円

19145 億円

中小企業東日本大震
災復興資金貸付金
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波により事業活動に支障を来している
中小企業者に対し事業を再建するために必要な資金を
融資

・融資額：1,100億円

500 500

・H27年度の事業者への融資決定額　10.1億円（H28.3月末）
・事業者への融資決定累計額　142.2億円（H28.3月末）
　※　県は貸付原資としてセンターに164億円を貸付済み。
　　　平成27年度は貸付原資の貸付なし。
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

・融資枠500億円を想定して、取扱金融機関に対して必要額を貸付。
・H28年3月末現在の融資実績は475億円（対前年度比86.7％）。
・今後も資金ニーズに応え、円滑な資金供給に努めること。

○

○

貸付額（全業種） 145 億円

110 件

広域振興事業
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広
域振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決する
ための先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年
・対象：４広域振興圏

件

平成26年度

675 件

15

232

259 件

50

25

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

495

二重債務対策支援件
数

149 件

第2期計画期間中（H26～H28）の目標

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
担当室課

事業の進捗状況

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

180

H29～

件
経営支援課 岩手県産業復興相談センター

の相談受付件数（全業種）

平成27年度の取組状況と今後の課題等

政策推進室
広域圏の産業振興 千円

H28
執行状況

○

○

第１期計画期間中（H23～H25）の実績

252

25

119,176

458,004

0

475

1,160

67

25

24

47

7

7

1,074

5

平成27年度



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No. 平成26年度第2期計画期間中（H26～H28）の目標

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
担当室課

事業の進捗状況

H29～
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 平成27年度

5 5

◎

平成28年度新規事業。 産業経済交
流課

展示販売会・商談会開
催数

10 回 5 回

14

いわての食と工芸魅
力拡大事業

県 風評被害の完全払拭に向け、県産品に対する消費者の
信頼をより一層高め、事業者の売上増加と経営力向上
を図るため、更なる県産品の販路拡大、魅力向上及び
新たな購買層の開拓に繋げる取組を強化し、揺るぎな
いいわてブランドを確立する。

30 60

◎

平成28年度新規事業。 産業再生課 起業、第二創業、新事
業進出及びフォローアッ
プ数

90 者 30 者
さんりくチャレンジ
推進事業

　　　　　 ▼P108

県 復興まちづくりに合わせたなりわいの再生を図るた
め、若者や女性をはじめとした、被災地での起業、第
二創業及び新事業進出をしようとする者に対して、事
業計画の策定、販路開拓及び資金調達等の支援を実施

10

200

20

10

70

50

100

10

35

10

10

60

35

2

10

5

70

○

○

○

○

☆

○

○

○

・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買取支援等
の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な経営支援
が必要であること。

・H27年度の事業者への融資決定額　10.1億円（H28.3月末）
・事業者への融資決定累計額　142.2億円（H28.3月末）
　※　県は貸付原資としてセンターに164億円を貸付済み。
　　　平成27年度は貸付原資の貸付なし。
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

　輸出産品（日本酒等）に係る証明書を116件発行した（H28.3末現
在）。
今後も、放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するため、証明
書を発行していく。

　優遇税制の積極的な活用を促進するため、県ホームページによる特
例等のＰＲのほか、出前説明会等を開催するなど周知に努めている。
　今後も、産業再生特区の税制特例により被災地の復興を促進するた
め、活用について事業者への周知に積極的に取組んでいく。

・沿岸被災地域の事業者を対象に、商品化に係る加工用備品等の導入
経費を支援する取組であるが、平成27年度の支援件数は0件。
・今後も沿岸被災地域の状況やニーズを把握し、効果的な事業を企画
展開するため実施方法を見直すこと。

・県北沿岸地域の事業者を対象に、特産品開発や商品のリニューアル
経費を支援。（52件）
・今後も県北沿岸地域の状況やニーズを把握し、効果的な事業を企画
展開していくとともに、助成事業の有効活用に向けて積極的なPRに努
める。

・三陸復興商品力向上プロジェクトによる巡回相談会やテスト販売を
実施し、沿岸事業者の商品開発や販路開拓を支援。
・県内外で食の商談会(6/19名古屋、8/18盛岡、11/12東京、1/19大
阪、1/21福岡、2/4仙台）や大手量販店と連携したフェアを開催し、
販路開拓を支援。
・事業活動の”見える化”を強化し、事業者間連携を促進するととも
に、売れる商品づくりから販路拡大までの総合的な支援が必要。

19

20

21

24

25

23

13

15

16

17

件 175 件 70 49
地域振興室
（さんりく
基金）

事業者への助成 314 件 139県北沿岸地域特産品
開発事業

さんりく
基金、
被災地域
の事業者

県北沿岸地域の事業者を対象に、地域の農林水産物や
観光資源などの特性を活かした新商品開発や商品リ
ニューアルの促進の取組に対し、経費を支援

・助成件数：175件

地域振興室
（さんりく
基金）

事業者への助成 16 件 6 件 10 件 5 4

箇所 356

産業経済交
流課

完成箇所

億円 19
経営支援課

貸付額（全業種） 145 億円 145

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

中小企業高度化資金
貸付金　　（再掲）

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の施設・
設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が協調
し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付を実施

国、
県、
金融機関
等 二重債務対策支援件

数
259

経営支援課岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

675
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 件 495 件

件 149 件 110 件 25 15

180 件 50 232

共同店舗運営支援 10 団体 10 団体

経営支援課・市町村等にアドバイザーを派遣し、津波立地補助金・グループ補助
金の事業計画等策定支援や採択後フォローアップ支援を実施。
・商業施設（共同店舗）の設置主体となるまちづくり会社、市町村、
商工団体の職員等に対するセミナーを開催し、商業施設の運営管理に
関する専門知識やノウハウ習得の支援を実施。
・専門家派遣やセミナー開催等により、商店街再構築や共同店舗設
置・運営などに対する継続支援が必要。

○

被災商店街にぎわい
支援事業

県

商店街アドバイザー派
遣

25 人日 15 人日 10 人日 10 12

人日 30 人日 10 37
まちづくり（共同店舗）ア
ドバイザー派遣

63 人日 23
被災商店街の賑わいを回復するため、アドバイザーを
派遣して、個店の経営力向上や共同店舗等の計画策定
などの指導を通じて、新たな商店街の構築に向けた取
組を支援

・計画策定支援：30人日
・個店指導：10人日

産業経済交
流課

・（公財）いわて産業振興センターに委託して推進員１名を配置し、
農商工連携案件のフォローアップを実施。
・いわて農商工連携ファンド採択事業数　12事業
・農商工等連携促進法に基づく国認定事業数　１事業
・制度周知の強化及び新規事業の掘り起しが必要。

いわて農商工連携推
進事業　　（再掲）

県、
いわて産
業振興セ
ンター

いわて農商工連携ファンド等により農林漁業者と中小
企業者との連携による新たな事業展開や、農林水産物
の加工や流通・販売等に取り組むモデル作りを支援

・採択事業数：30事業

事業30 10 19
いわて農商工連携ファ
ンドの採択事業数

77 事業 27 事業

産業経済交
流課

商談会開催数 17 回 13

企業訪問数 300 回 100 回

4 回 2 5

347 箇所 347 箇所

特区制度等の活用に
よる各種優遇税制措
置

国、
県、
市町村等

復興特区制度等による国税・地方税の優遇税制を活用
することにより、新規立地の促進や被災企業等の早期
復興を支援

回

研究開発シーズ事業
化事業

さんりく
基金、
被災地域
の事業者

沿岸被災地域の事業者を対象に、大学・研究機関・専
門家等の協力による商品の開発や放射線検査等によ
る、商品化・事業化に向けた加工・検査設備等の導入
等の取組に対し、経費を支援

・助成件数：10件

箇所

復興局 制度の利用促進を図る
ための周知等

事業開始決定箇所 356

生産地証明等発行事
業

県 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
め、輸出産品に関する証明書等発行事務を実施

産地証明書発行数（加
工食品）

645 件 92

起業・フォローアップ数 148 人

18

県 被災地の基幹産業である水産加工業の早期復興のた
め、水産加工事業者が新たに人材を確保するために必
要な宿舎整備等に要する経費の一部を市町村と共同で
補助

いわてフードコミュ
ニケーション推進事
業　　　　（再掲）

県 「食の安心・安全」を基本とし本県ならではの地域資
源を活用した新しいビジネス展開や販路開拓を促進
し、本県食産業を高い付加価値と生産性を持つ総合産
業として育成

○

・水産加工事業者が行う宿舎整備等事業に対し市町村と共同で支援（8
社）
・今後も水産加工事業者のニーズに応え、支援を継続していく必要が
ある。

産業再生課 被災市町村の水産加
工業における新規雇用
者数

120 人 120 人 60 6028

地域基幹産業人材確
保支援事業

22

さんりく未来産業起
業促進事業

　　　　　 ▼P108

県 被災地に新たな産業を創出し、雇用拡大と魅力ある事
業展開による地域経済の活性化を図るため、被災者等
の起業を支援するとともに、専門家による経営指導を
きめ細かに行い、被災地域の起業を促進

・起業・フォローアップ件数：100人
☆

・25年度は48名の起業支援対象者を選定、うち25名が県補助金を活用
し起業。26年度は29名の起業支援対象者を選定、うち18名が県補助金
を活用し起業。
・27年度は新たに17名の起業支援対象者を選定。昨年度までの起業支
援対象者と併せ、起業及び経営安定化に向けた支援を実施するととも
に、大手企業等と連携し販路開拓プロジェクトを展開。
・事業効果を将来に渡り持続させるため被災地商工団体の支援機能強
化などが必要。

産業再生課

48 人 100 人 50 29 50

116

0

52

6

12

61

19

17

252

25

0



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No. 平成26年度第2期計画期間中（H26～H28）の目標

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
担当室課

事業の進捗状況

H29～
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 平成27年度

平成28年度新規事業。

・Ｈ27年７月にデンソー本社を会場に、Ｈ28年２月にトヨタ自動車本
社を会場に、展示商談会を開催（2回）
・新規取引件数：70件

・今後も引き続き自動車関連産業の一層の集積促進に取り組む

・半導体製造装置メンテナンス参入研究会（2回）及び半導体基礎講座
（5回）を開催
・機械要素技術展（6/24～26）、セミコンジャパン（12/16～18）、
微細加工EXPO（1/13～15）へ出展（3回）

・今後も引き続き、半導体関連産業の一層の集積促進や、取引・参入
拡大に取り組む。

・ものづくり人材育成コーディネーター連絡会議の開催（1回）
・ものづくりいわて塾沿岸サテライトの開催（1回）
・県北ものづくり改善塾の開催（7回）
・工業高校生対象の技能講習会を実施（79回）

・企業や工業高校の人材育成に効果が上がっていることから、今後も
引き続き取組を推進していく

・医療機器試作開発への補助の実施、展示会出展（MEDTEC JAPAN：
4/22～24、メディカルショージャパン：5/28～30、メディカルクリ
エーションふくしま：11/11～12）（3回）
・開発補助金（医療機器等製品開発支援事業：2件）等による県内企業
の参入促進

・今後、医工連携を促進するとともに、事業化に向けたコーディネー
ト活動を強化する

・ソフトウェアマッチング交流会（2回）、ETロボコン東北地区大会
（9/12）を開催（1回）

・新規取引件数：13件

・今後も引き続きマッチング交流会の開催等により新規受注の獲得を
促進する。

・岩手県知財支援総合窓口による企業等への知財に係る相談等を実施
（330件）
・沿岸地域等を巡回する外部窓口業務の実施

・企業ニーズが高いことから、今後も引き続き支援を継続するととも
に、法改正に対応したセミナーを開催する

120 240

◎

平成28年度新規事業。 ものづくり
自動車産業
振興室

次世代ものづくりラボ利
用者数

360 人 120 人

39

ものづくり革新推進
事業

県 三次元造形技術や情報通信技術を活用した高付加価値
製品の開発、生産性向上を促進

2 5

◎

ものづくり
自動車産業
振興室

セミナー開催回数 7 回 2 回

34

地域クラスター形成
促進事業

県 県内の中核的企業と地場企業群とのサプライチェーン
を構築し、地域経済に好循環をもたらす「地域クラス
ター」の形成を促進

400

8

20

10

950

10

600

200

4

10

5

445

5

300

200

4

10

5

445

5

300

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

・融資枠500億円を想定して、取扱金融機関に対して必要額を貸付。
・H28年3月末現在の融資実績は475億円（対前年度比86.7％）。
・今後も資金ニーズに応え、円滑な資金供給に努めること。

・中小企業東日本大震災復興資金を利用する直接被災者を対象に補
給。
・H28年3月末現在の補給実績は1,160百万円（H27年3月末：1,106百
万円）
・今後も復興状況や利用者のニーズに対応していくこと。

・H27年度交付決定　17グループ67者　（H28.3月末現在）
・年3回公募（5月、9月、12月）
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること
・補助金交付決定企業における業績回復や販路開拓などの経営課題に
対するソフト面での支援が必要であること

・補助金交付決定　24社（H28.3月末現在）
・宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、岩泉町、野田村
において実施
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

　優遇税制の積極的な活用を促進するため、県ホームページによる特
例等のＰＲのほか、出前説明会等を開催するなど周知に努めている。
　今後も、産業再生特区の税制特例により被災地の復興を促進するた
め、活用について事業者への周知に積極的に取組んでいく。31

32

33

30

26

27

28

37

29

35

36

38

ものづくり
自動車産業
振興室

戦略的知財活用支援
事業

国、
県

ものづくり産業の技術の高度化や製品の高付加価値化
等による競争力の確保、新事業の創出につながるよ
う、「知財総合支援窓口」機能の充実強化や県内中小
企業等による特許技術を活用した販路拡大支援等、知
的財産の活用を支援

・沿岸地域企業等支援件数：600件

情報関連産業競争力
強化事業

県 ものづくり産業の高付加価値化・高効率化に寄与する
情報関連産業の競争力強化を図るため、産学官連携に
よる技術高度化、取引拡大、新規参入等に関わる取組
を支援

・新規取引件数：30件

10

600 件 200 258
知財支援総合窓口の
沿岸地域企業等支援
件数

1,525 件 525 件

11
ものづくり
自動車産業
振興室

新規取引件数 81 件 31 件

医療機器関連産業創
出推進事業

県
46 件

30 件

26 件 12 件 4 3
ものづくり
自動車産業
振興室

開発試作件数
本県ものづくり産業の牽引役を目指す医療機器関連産
業の集積促進を図るため、産学官連携による技術高度
化、医工連携、取引拡大、新規参入等を支援

・開発試作件数：12件

1,795 人 1,335 人 445 608
ものづくり
自動車産業
振興室

工業高校における技能
士数

4,080 人いわてものづくり産
業人材育成事業

県 内陸地域と沿岸県北地域とのものづくりネットワーク
間の連携を強化し、小中学生から企業人まで、多様で
厚みのある産業集積を支える高度な産業人材の育成を
支援

ものづくり
自動車産業
振興室

半導体関連産業創出
推進事業

県 本県ものづくり産業の牽引役である半導体関連産業の
集積促進を図るため、産学官連携による新産業開拓、
技術高度化、取引拡大、新規参入等を支援

・新規取引件数：15件

本県ものづくり産業の牽引役である自動車関連産業の
開発・生産拠点化に向けて、設備投資や研究開発の支
援、工程改善の指導、展示商談会の開催などの取組を
実施し、地場企業の参入や取引拡大を促進

・新規取引件数：15件

15 件 5 8新規取引件数 41 件 16 件

自動車関連産業創出
推進事業

　　　　　 ▼P107

県、
いわて産
業振興セ
ンター

復興局 制度の利用促進を図る
ための周知等

事業開始決定箇所 356 箇所

347 箇所 347 箇所

356 箇所

15 件 5 48
ものづくり
自動車産業
振興室

新規取引件数 109 件 84 件

県 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するため
の取組を推進

・食品、工業製品等の放射性物質の測定調査等の実施

特区制度等の活用に
よる各種優遇税制措
置　　　　（再掲）

国、
県、
市町村等

復興特区制度等による国税・地方税の優遇税制を活用
することにより、新規立地の促進や被災企業等の早期
復興を支援

完成箇所

工業製品等の測定回
数

166 回
・県内事業者からの要請に基づき、ゲルマニウム半導体検出器による
測定を実施（17回）

・引き続き必要性があることから、安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を継続する

百万円

ものづくり
自動車産業
振興室

原発放射線影響対策
事業（工業製品等の
測定調査）

17

県、
市町村

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行う
被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要する経
費に対し補助

中小企業被災資産復
旧事業　　（再掲）

　　　　　　▼P99

件 件 26
経営支援課

補助件数 274

補助金額 447 百万円 74

件 件 25中小企業等復旧・復
興支援事業（再掲）
　　　　　 ▼P100

国、
県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場合
に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対して、
国と県が連携して補助

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業　　（再掲）

県 東日本大震災津波により罹災した中小企業者に対し、
長期・低利資金の融資を行うとともに、直接被害を受
けた中小企業者に対し保証料補給を実施

1,244
経営支援課

補助件数

経営支援課
百万円

781 億円 億円補助金額

1,106
保証料補給額（全業
種）

8

1,914,674 千円 1,914,674 千円

1,100 億円 500 5001,506 億円中小企業東日本大震
災復興資金貸付金
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波により事業活動に支障を来している
中小企業者に対し事業を再建するために必要な資金を
融資

・融資額：1,100億円

経営支援課
融資額（全業種） 3,206 億円 475

1,160

67

25

24

47

17

70

13

654

5

13

330



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No. 平成26年度第2期計画期間中（H26～H28）の目標

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
担当室課

事業の進捗状況

H29～
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 平成27年度

・三次元設計開発講習、企業オーダーメード型研修、高等教育機関等
の研修への講師派遣等を実施

・人材育成数：410人

・企業ニーズが高いことから、今後も引き続き人材育成を促進する

・岩手県立大学において高度技術者養成講習会を実施（4回）

・人材育成数：44人

・企業ニーズが高いことから、今後も引き続き人材育成を促進する

10 20

◎

平成28年度新規事業。 ものづくり
自動車産業
振興室

人材育成（ＯＪＴ）実施
人数

30 人 10 人

40

高付加価値型ものづ
くり技術振興事業

県 県の戦略産業（自動車や半導体関連産業等）等を支え
るプラスチック、金属製品製造業など地場企業群の技
術・開発力を強化し、雇用創出を推進するため、展示
会出展や試作開発への支援、人材育成等の取組を実施

30 60

◎

平成28年度新規事業 産業再生課 起業、第二創業、新事
業進出及びフォローアッ
プ数

90 者 30 者

43

さんりくチャレンジ
推進事業（再掲）

　　　　　 ▼P108

県 復興まちづくりに合わせたなりわいの再生を図るた
め、若者や女性をはじめとした、被災地での起業、第
二創業及び新事業進出をしようとする者に対して、事
業計画の策定、販路開拓及び資金調達等の支援を実施

80

100

40

40

100

20

40

50

100

20

○

☆

○

○

・25年度は48名の起業支援対象者を選定、うち25名が県補助金を活用
し起業。26年度は29名の起業支援対象者を選定、うち18名が県補助金
を活用し起業。
・27年度は新たに17名の起業支援対象者を選定。昨年度までの起業支
援対象者と併せ、起業及び経営安定化に向けた支援を実施するととも
に、大手企業等と連携し販路開拓プロジェクトを展開。
・事業効果を将来に渡り持続させるため被災地商工団体の支援機能強
化などが必要。

・平成24～25年度に実施したエネルギーポテンシャル調査等の結果に
基づき、国が公募した海洋エネルギー実証フィールドの釜石市沖を候
補海域として提案し、平成27年4月に国から選定を受けた。
・平成27年度は、Ｈ26年12月に採択された波力発電システム研究開発
にかかるＮＥＤＯプロジェクトや、地元企業を中心とした研究開発を
支援し、実証フィールドの選定を契機とした海洋エネルギー関連産業
の創出を推進。

45

42

46

41

44

県 被災地に新たな産業を創出し、雇用拡大と魅力ある事
業展開による地域経済の活性化を図るため、被災者等
の起業を支援するとともに、専門家による経営指導を
きめ細かに行い、被災地域の起業を促進

・起業・フォローアップ件数：100人

100 人 50 29
産業再生課

起業・フォローアップ数 148 人 48 人
さんりく未来産業起
業促進事業(再掲)

　　　　　 ▼P108

科学ILC推進
室

海洋エネルギー研究
拠点構築事業
　　　　　 ▼P109

国、
県、
市町村

三陸の海の資源を生かし、国の海洋エネルギー実証
フィールドの整備に向けた体制構築や研究開発プロ
ジェクトの創出支援等を実施

・実証フィールドの誘致実現
○

実証フィールドの誘致実
現

1 件 1 件 1 0

ものづくり・ソフト
ウェア融合技術者養
成事業

県 地域の産学官が連携し、「高度開発型のものづくり産
業集積」の形成を促進するため、ものづくりとソフト
ウェアの両面の知識を有する技術者の育成を支援

・人材育成数：120人

120 人 40 57
ものづくり
自動車産業
振興室

人材育成数 654 人 454 人

ものづくり
自動車産業
振興室

人材育成数
県 「いわてデジタルエンジニア育成センター」において

三次元設計開発技術者の育成及び県内企業の技術力向
上を支援し、県内企業の競争力強化等を促進

・人材育成数：100人

837 人 437 人 300 人 100 399三次元設計開発人材
育成事業

27187 件 87 件 60 件
ものづくり
自動車産業
振興室

新規立地・増設件数
これまで新規立地、増設とも順調に進んでおり、目標達成は確実な状
況となっている。
・新規立地・増設件数：29件
・引き続き、県北沿岸地域に重点を置いた誘致活動を推進し、雇用創
出を図る

企業立地促進奨励事
業

県、
市町村

知事が認定した企業による工場等の新設・増設に対し
市町村が補助する場合に、その経費の一部を補助

・新規立地・増設件数：60件

20 29

17

410

44

1

47

三陸海洋エネルギー
研究開発促進事業

県 釜石市沖再生可能エネルギー実証フィールドにおい
て、研究開発中の次世代海洋エネルギー技術研究開発
を契機として、県内企業による関連産業創出を図って
いくため、企業等が取り組む機器開発や洋上設置等の
技術習得に対して支援

◎

平成28年度新規事業。 科学ILC推進
室

海洋エネルギー産業化
研究会開催回数

6 回 2 回 2 4



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

No. 平成26年度第2期計画期間中（H26～H28）の目標

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
担当室課

事業の進捗状況

H29～
平成27年度の取組状況と今後の課題等

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 平成27年度

・新素材・加工産業化研究会の開催（2回）、展示会（難加工技術展：
9/8～10、FC EXPO：3/2～4）への出展（2回）等により、県内企業
の雇用創出を推進

・新素材・加工産業化研究会参画企業数：79社

・今後、後継事業である「高付加価値型ものづくり技術振興事業」に
より取組を強化する

・「3Dプリンタ人材育成支援ネットワーク」の設立（H26年11月）
・3Dプリンタ活用研究会によるセミナーの開催（H27年度　3回）

・今後、3Dプリンタを活用した具体的な製品製造に向けた取組を促進
する

海洋研究拠点施設整
備事業

ものづくり
自動車産業
振興室

次世代ものづくり研究会
設立数

1 件 1 件 1 1３Dプリンタ等次世代
ものづくり産業育成
事業

県 ３Dプリンタの活用による高付加価値製品の小ロッ
ト・短納期生産拠点を形成するため、生産革新・新分
野進出等の検討や新ビジネス創出支援、人材育成を推
進

・次世代ものづくり研究会設立数　1件

8

6

8

1

3

4

3

4

1

3

1

4

1

3

2

50

4

☆

○

○

○

☆

○

○

○

○

・北里大学三陸臨海教育研究センターの地域交流、研修フロアの整備
に対し補助を行い、地域と連携した研究拠点の形成を支援。

・いわて産業振興センターに事業化プロモーター、産学連携コーディ
ネーターを設置し、産学官連携による研究開発プロジェクト化を支
援。
・県内企業をプロジェクトリーダーとする産学連携による研究開発プ
ロジェクトを実施。（2年間の委託研究、5件(新規2、継続3)）
・県単等による研究開発成果を生かし、産業化に向けた外部研究開発
資金の獲得を支援。（3件）
・次世代産業シーズ育成支援事業による研究開発を導入し、いわて戦・国のプロジェクト等の活用により、次世代産業の創出に向け、産学
官連携による技術開発、人材育成等の取組を推進。
・今後も、新たなプロジェクトの実施等について産学官連携により推
進していく。

・海外における情報発信については、広聴広報課などの関係部局と連
携し、11月に実施した。
・企業向けセミナーについては、加速器関連産業への参入可能性等の
調査委託の一環で実施した。
・開催にあたっては、県内企業の参入に結びつく効果的なセミナーと
するため関係機関と連携する。

回 3 354

57

48

49

50

52

53

51

56

企業向けセミナー等の
開催回数

9 回 9

国際リニアコライ
ダー（ILC）推進事業
・ILC計画推進事業

　　　　　 ▼P110

国際機関
国、
県、
市

ILC計画の実現を図り、ILCを核とした国際学術研究拠
点を形成するため、海外への情報発信、加速器関連産
業の集積拠点の形成に向けた検証委託等を実施

・海外における情報発信回数：3回
・企業向けセミナー等の開催回数：9回

回

科学技術振興推進事
業

県

3 回
科学ILC推進
室

海外における情報発信
回数

3 1 1回

4 5
研究会・講演会等の開
催回数

32 回 12 回 12
科学ILC推進
室

国際リニアコライ
ダー（ILC)推進事業
・プロジェクト研究
調査事業（ILC）
　　　　　 ▼P110

国際機関
国、
県、
市

東北の産業復興に向けて、ILCを核とした研究拠点の
形成や関連産業の集積、海外研究者受入のための環境
整備などILC建設に係る課題について調査研究を進め
るとともに、県内はもとより、東北や全国における理
解を増進

・研究会及び講習会等の開催：12回

・東北ILC推進協議会などの関係団体と一体となった要望活動や、海外
研究者等の受入環境整備などの諸課題を庁内ワーキンググループで検
討するとともに、ILCに関する理解増進を進めるため、関係団体と連携
を図りながら講演会等を実施。
・国は、正式にILCの誘致表明をしていないことから、ILC実現に向け
た要望活動等を強化するとともに、ILCに関する理解増進に向け、引き
続き関係機関と連携を図りながら講演会等を実施していく。

1 箇所
科学ILC推進
室

施設整備数 1 箇所
県 三陸沿岸地域における海洋研究の高度化、国際的な海

洋研究拠点の形成強化を図るため、施設整備に要する
一部を補助

科学ILC推進
室

プロジェクト実施件数
（新規導入件数）

5 件 4 件 1 件
東日本大震災津波からの着実な復興を目指し、自動
車・半導体・医療機器関連産業などに続く新たなもの
づくり産業の創出に向け、持続的なイノベーションが
創出できるよう、産学官金連携を強化

・プロジェクト実施件数：１件（新規導入件数）

12 件 4 4
国等の研究開発資金の
獲得事業件数

33 件

65

13 件
科学ILC推進
室

いわて戦略的研究開
発推進事業

県 東日本大震災津波からの着実な復興を目指し、大学等
の有望な研究シーズから、実用化まで一貫した支援を
行うコーディネート体制の構築、及び、公募競争型の
研究開発支援事業を実施

・研究開発資金の獲得事業件数：12件

4 回 2 3
ものづくり
自動車産業
振興室

展示会出展回数 6 回 2 回

新素材・加工産業化研
究会参画企業数
（延べ参加企業数）

50 社 40 社

新素材・加工産業集
積促進事業

県 「いわて発」高付加価値コバルト合金の成果を生か
し、特殊合金など新素材の製造とその加工産業に対象
を広げ、「新素材・加工産業」のクラスター形成を促
進し、地域の雇用創出を推進

・研究会参画企業数：50社

50 社 45

海洋研究拠点形成促
進事業

国、
県

これまで蓄積してきた海洋関連の研究成果の活用によ
り被災地域の産業復興を支援するため、地域の大学等
と連携し、水産、水産加工、食品等に関連した実用化
研究を推進

・海洋等研究成果の地域セミナー回数：9件

回 9 回 3 4
科学ILC推進
室

海洋研究成果の地域セ
ミナー開催回数

18 回

洋野町沖合海域における着床式洋上風力発電の事業化
に向け、地域受入体制の構築や環境・漁業への影響調
査、関係者とのネットワーク強化等を実施

・漁業協調型洋上WF導入研究会設置

3
・いわて海洋研究コンソーシアムに参画する研究機関等の連携による
海洋研究を促進するとともに、研究成果等を水産関係者、中高生等に
還元するための講座等を開催。（連携会議3回、セミナー5回）
・若手研究者の三陸での研究促進のための表彰事業を実施。
・今後もこうした取組を継続し、海洋研究拠点形成の機運づくりを進
めていく。

洋上ウィンドファー
ム事業化促進事業

県 科学ILC推進
室

漁業協調型洋上ＷＦ導
入研究会の設置

1 件
・環境省委託事業を活用し、洋上での風況観測や漁業資源調査、環境
影響調査等を実施。
・従来の研究会を拡大組織し、研究会を年３回開催。研究会において
風況観測や漁業資源調査等の進捗状況について情報共有を図るととも
に、外部講師による先進事例研究を行い、地域における洋上WF導入の
課題や波及効果等について意見交換を実施。

1 件 1 1

4

5

2

79

3

1

1

3

1

55

科学技術普及啓発推
進事業

県、市町
村、大
学、公設
試験研究
機関等

将来を担う子ども達に先端科学技術に触れる機会を提
供するため、県民参加型の科学技術の普及啓発活動と
して「地域サイエンスシンポジウム」を開催

◎

平成28年度新規事業。 科学ILC推進
室

シンポジウム開催回数 6 回 2 回 2 4



「なりわい」の再生　／　観光

平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

H28
執行状況

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

☆

☆

○

1

回10

箇所

45

人 10 15

海水浴場の養浜完了
箇所数

1 箇所

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

海岸保全施設等整備
事業（養浜）
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波により流失した海水浴場の養浜

・対象：陸前高田市（高田地区海岸）

海水浴場の養浜着工
箇所数

1 箇所
・平成27年度復興交付金により砂浜の再生に向けた事業実施が認めら
れ、試験施工に着手。
・平成28年度は、本工事の施工に向け、試験施工と環境調査の検証・
検討を実施。

中小企業高度化資金
貸付金　　（再掲）

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

いわて復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の
施設・設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が
協調し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付を
実施

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28

145 億円 19貸付額（全業種） 145 億円

東日本大震災により事業活動に支障を来している中小
企業者に対し事業を再建するために必要な資金を融資

・融資額：1,100億円

中小企業東日本大震
災復興資金貸付金
　　　　　（再掲）

経営支援課

1,100 億円 500 5003,206 億円 1,506 億円

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業　　（再掲）

県 東日本大震災により罹災した中小企業者に対し、長
期・低利資金の融資を行うとともに、直接被害を受け
た中小企業者に対し保証料補給を実施

経営支援課
融資額（全業種）

県

千円 百万円
経営支援課 保証料補給額（全業

種）

中小企業等復旧・復
興支援事業（再掲）

　　　　　 ▼P100

県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場合
に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対して、
国と県が連携して補助

1,1061,914,674 千円1,914,674

補助金額 78,127 百万円 億円

1,244 社 件 25補助件数

県、
市町村

経営支援課

8

・復興相談センターの相談受付件数　252件（H28.3月末）
・二重債務対策支援件数　25件（うち債権買取6件、H28.3月末）
・土地利用調整の長期化により、事業再開に踏み出すまで買取支援等
の支援ニーズが小康状態にあること。
・債権買取後においても、販路開拓や資金繰りなど継続的な経営支援
が必要であること。

件

二重債務対策支援件
数

補助金額 446,776 千円

274 社 件
経営支援課

補助件数

件 110 件 25 15

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

百万円 74

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行う
被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要する経
費に対し補助

中小企業被災資産復
旧事業　　（再掲）

　　　　　　▼P99

180 件 50 232675 件 495

259 件 149

特区制度等の活用に
よる各種優遇税制措
置　　　　（再掲）

国、
県、
市町村等

復興特区制度等による国税・地方税の優遇税制を活用
することにより、新規立地の促進や被災企業等の早期
復興を支援

完成箇所

356

復興局 制度の利用促進を図る
ための周知等

事業開始決定箇所

347347 箇所 箇所

356 箇所 箇所

1 箇所 1 0

24
商工企画室

ホームページ更新回数 回60 36
原発放射線影響対策
事業（観光情報発
信）

県 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するため
の取組を推進

・ホームページ更新回数：36回

「まち楽岩手」において、観光・物産情報を発信するもの。
「まち楽岩手」における観光情報の発信を３回行った。
　楽天株式会社においてまち楽の運営について見直しを行い、月１回
の更新をしないこととなったもの。別途、ブログ等を活用し、観光情
報発信に取り組む。

回 12 12

回 4

回

海岸環境整備事業 県 東日本大震災津波により流失した海水浴場の砂浜及び
関連施設を復旧・整備

・対象：山田町（浦の浜海岸）

農村建設課 海水浴場復旧・整備箇
所数

1 箇所
・にぎわいの再生に向けた養浜及び管理棟について、工事を実施中

県 本県への注目度を高め、震災の記憶を風化させず継続
的な支援を喚起するため、海外との「つながり」等を
活かし、支援に対する御礼を伝えるとともに、復興に
向けて立ち上がる岩手の姿を情報発信

・海外向け情報発信：６回

6 回 3 3
広聴広報課

海外向け情報発信

いわて花巻空港利用
促進事業

県、
岩手県空
港利用促
進協議会

いわて花巻空港の路線の維持・拡充等及び利便性向上
を図り、本県経済の幅広い発展に資するため、官民一
体となった利用促進を行う岩手県空港利用促進協議会
に負担金を支出し、震災後、復興支援で新たに就航し
た路線等について利用促進を実施

・航空機利用者数：1,307千人
・国際線の運航回数：626回

回 134 回 626

千人 1,019 千人 1,307 千人 400航空機利用者数 3,320

海外向け情報発信事
業

回 186 102

397

国際線の運航回数 1,408

空港課・利用促進に向けたＰＲ、キャンペーンを実施。平成27年度末の実績
は、「航空機利用者数」が399千人、「国際線の運航回数」が48回。
・国際定期チャーター便（台湾）が春季に28便（14往復）運航。
・国内定期便の路線の維持・拡充を図るため、継続して利用促進対策
を行うとともに、台湾からの国際定期便就航実現を目指した取組強化
が必要。

地域振興室・学習会等の開催状況
　 講演会・学習会（24回）
　 ジオパークガイド養成研修会（９回）
 　ジオパーク授業（６校）
・講演会・授業の実施エリアの全県的波及と、ジオパークガイドの計
画的な養成と質の確保が課題。H27に策定したプログラムによる認定
ガイドの養成等に取り組んでいく。

・台湾・台北市において、復興支援への感謝と復興の取り組みを発信
する行事を実施（11月実施）。
・フォーリン・プレスセンターにおいて、海外プレス及び在日外国大
使館向けに知事による復興の取り組みのプレゼンを実施（２月実
施）。
・フォーリン・プレスセンターホームページにおいて、復興の状況を
発信

経営支援課 岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種）

26

学習会等の開催回数 130 回 55 回 45 回 15

No.

1

2

3

4

5

12

13

三陸ジオパーク推進
事業
　　　　　 ▼P111

三陸ジオ
パーク協
議会、
県、
沿岸13市
町村

6

ジオガイドの養成人数 50 人 0 人 30

世界ジオパーク申請を視野に入れた情報発信及び受入
体制の整備等を推進

・学習会等の開催：45回
・ジオガイドの養成：30人

7

9

11

10

8

平成27年度の取組状況と今後の課題等

・H27年度の事業者への融資決定額　10.1億円（H28.3月末）
・事業者への融資決定累計額　142.2億円（H28.3月末）
　※　県は貸付原資としてセンターに164億円を貸付済み。
　　　平成27年度は貸付原資の貸付なし。
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

・融資枠500億円を想定して、取扱金融機関に対して必要額を貸付。
・H28年3月末現在の融資実績は475億円（対前年度比86.7％）。
・今後も資金ニーズに応え、円滑な資金供給に努めること。

・中小企業東日本大震災復興資金を利用する直接被災者を対象に補
給。
・H28年3月末現在の補給実績は1,160百万円（H27年3月末：1,106百
万円）
・今後も復興状況や利用者のニーズに対応していくこと。

・H27年度交付決定　17グループ67者　（H28.3月末現在）
・年3回公募（5月、9月、12月）
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること
・補助金交付決定企業における業績回復や販路開拓などの経営課題に
対するソフト面での支援が必要であること

・補助金交付決定　24社（H28.3月末現在）
・宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、岩泉町、野田村
において実施
・土地利用調整の長期化から事業継続の必要性があること。

　優遇税制の積極的な活用を促進するため、県ホームページによる特
例等のＰＲのほか、出前説明会等を開催するなど周知に努めている。
　今後も、産業再生特区の税制特例により被災地の復興を促進するた
め、活用について事業者への周知に積極的に取組んでいく。

河川課

300

15

10

60

35

441

220

12

3

300

15

10

1

70

50

220

466

600

30

20

1

994

648

0

475

1,160

67

25

24

47

252

25

1

39

63

3

3

399

48

平成27年度



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等 平成27年度

19

ふるさとづくり推進
事業

県 全県的な移住推進体制の整備、移住相談窓口体制充実
の取組を推進

・研修会等の開催：4回
・イベント等への参加回数：10回

○

☆

○

○

○

○

☆

☆

○

○

・県、市町村、各種団体等72団体による全県的な移住推進体制を整備
し、研修会等を開催（2回）
・首都圏における移住イベントやフェアに出展したほか、県、市町村
との共同による移住相談会を開催（10回）
・移住推進体制の更なる連携促進と、継続的な情報発信が必要

地域振興室
研修会等の開催回数 6 回 4

イベント等の開催回数 15 回 10 回

・観光ホームページについては、概ね計画どおり取り組んだ。（6回）
・教育旅行説明会については、計画どおり実施した。（4回）
・今後も引き続き教育旅行説明会の実施などにより誘致を進める。

3

イベント等への参加回数 22 回

☆

観光課

教育旅行説明会開催

観光課
観光キャンペーン実施

・秋冬期大型観光キャンペーン(平成27年10月～平成28年３月）の開
催に当たり、関係団体に対し、観光素材の発掘・磨き上げ、誘客イベ
ント等の取組についての働きかけやキャンペーン資材の製作、開催に
係るＰＲを行った。
・いわて国体等を契機とした誘客や世界遺産を複数有する優位性を生
かした誘客に努める。

いわて観光キャン
ペーン推進協議会負
担金

推進協議
会

沿岸を中心とした全県での観光振興に向けた全国への
情報発信、誘客事業の展開、地域主体の観光地づくり
を推進

・観光キャンペーン実施：3回

回 4

回 1

3

回 3 回 3

32 回 12 回 12

3 3

回

18

回

17 回 4 6

320 基
県 経年劣化等により、毀損した観光案内板の整備及び修

繕等を実施

・全県観光案内板の整備

12
観光ホームページ特集
更新

37 回

全県観光案内板の整
備

5 基 15 基

3

0

44

2 2

1

回 3 回
観光課

商談会への参加 8 回

回

3

・交付金を活用し、観光案内板の改修を実施した（23基）
・当面、必要な観光案内板の改修及び修繕について、完了。

・三陸地域資源活用観光プロモーション事業を展開し、首都圏での誘
客イベントを実施　3回
・三陸観光マネジメント人材育成セミナーを10月から実施した。(受講
者20名、2月まで全9回）
・今後も県内外における誘客イベントを継続して実施するとともに、
観光人材の育成に努める。

回

回

回

件

観光課

件

◎

平成28年度新規事業。 観光課 教育旅行誘致説明会
への参加

12 回 4

回 1 2招請事業の実施 9 回 4

4 回

17 回

活動発表会開催回数

6

48

地域振興室・首都圏で開催される定住移住関連イベントに出展（上期4回、下期6
回）
・岩手県の復興に資する人材「いわて復興応援隊」を県内外から募集
し、6名採用
・いわて復興応援隊の活動にあたり、地域事情及び各人の事情に応じ
たきめ細かいサポートが課題

いわてへの定住・交
流促進事業

県 被災地の復興や過疎地の活性化を担う「いわて復興応
援隊」の受入れ等を実施
・活動発表会開催回数　4回

三陸鉄道活用地域の
にぎわい創出事業

県 三陸鉄道の駅舎を復興地域活性化の拠点として、鉄道
資源や観光資源等を有効活用した取組を行うことによ
り、沿線地域の賑わいを創出

・駅舎の地域活性化拠点：6駅

6 駅
・久慈駅、釜石駅、大船渡駅の3駅において、駅業務によるサービス提
供の他、駅におけるイベントの開催、貸切イベント列車の企画運行、
観光情報の提供等を実施

地域振興室
駅 3 3駅舎の復興拠点化

件 48情報発信 48 件

いわてつながり強化
事業

地域振興室

復興支援で岩手に来た自治体職員など、全国の「岩手
ファン」同士のつながりと交流を維持強化するため、
ツールとしてスマートフォンのアプリを開発し、情報
発信やSNS的な交流の支援を行うとともに、感謝の意
を伝え、関係者相互の交流を図るためシンポジウムを
定例的（年１回）に開催

・アプリダウンロード数：1,200回

回 600 881

平成26年度で事業終了。

人 2,000 3,700人 6,000
広聴広報課 Twitterのフォロワー増

加数
27,756 人 19,756

○

◎

平成28年度新規事業。 地域振興室

・本県俳優の村上弘明氏を岩手の魅力発信ＰＲ特使「いわて☆はまら
いん特使」に委嘱し、特使出演のＰＲ動画及びポスターを制作し、広
報展開。
・【復興取組発信】復興に取り組む人を取り上げた動画及びポスター
を制作し、広報展開。
・上半期に制作した広報媒体を各種イベントやＷＥＢでより拡散して
いくことが課題。
・首都圏等での物産展等のイベントへのＰＲ特使である村上氏の参加
による岩手の魅力の発信を検討。

アプリダウンロード数 1,200

2,000

1,200 回

5 回 5 5

8 回

三陸ツーリズム戦略会
議の開催

7 回 3 回

・平成25年度にアプリ「いわてつながり情報局」をリリース
・平成26年度は、2月公表を目途として機能の追加開発業務を進め
た。
・平成27年度は、アプリの認知を拡げるため、「いわて復興だより」
での広告や県内・県外フォーラムでのパンフレット配布、派遣職員へ
のアプリインストールの推奨等。努めている。
・来年度については、今年度同様アプリの認知を広げ、岩手ファン拡
大に努めたい。

いわて情報発信強化
事業

三陸鉄道復興情報発
信事業

県

教育旅行説明会への
参加

12

県 開かれた復興を目指し、国内外からの支援に対する感
謝を伝え、震災を忘れず応援し続けていただくため、
震災から立ち上がる岩手の姿や「黄金の國、いわ
て。」に表現される岩手の魅力を継続的に発信
・県外に向けた情報発信
・希望郷いわて文化大使に対する岩手の
　魅力情報の発信

・Twitterフォロワー増加数：6,000人

県 三陸鉄道をはじめとした沿線地域の復興の記録を整理
するとともに、復興に関する情報発信を実施

14

20

旅行会社等招請 6 回 0 回 6

回 4 回 8

首都圏等での誘客プロ
モーションの実施

三陸地域資源活用観
光振興事業

みちのく岩手観光案
内板整備事業

復興局

県、
県観光協
会

観光客受入整備及び観光客への情報発信を実施する岩
手県観光協会に対してその費用の一部を負担し、震災
等による風評被害の払拭や世界遺産平泉を中心とした
本県観光の振興を推進

・観光ホームページ特集更新：12回
・教育旅行説明会開催：12回

24

23

27

25

21

15

16

18

22

観光事業推進費負担
金

三陸観光再生事業 県

みちのくコンベン
ション等誘致促進事
業

県、
盛岡観光
コンベン
ション協
会

国が実施するコンベンション等誘致の商談会に参加
し、震災関連のコンベンション等の誘致を促進

・商談会への参加：3回
・招請事業実施：3回

県 「あまちゃん」効果の継続と他地域への波及を図るた
め、ターゲットを絞った効果的な情報発信、誘客事業
の推進とともに、継続的な観光地づくりを進めるため
の人材の育成

・首都圏等での誘客プロモーション実施等：6回
・観光人材育成セミナー：3件

震災学習を中心とした教育旅行の誘致を促進するた
め、受入態勢の整備や誘致活動を実施

・教育旅行誘致説明会への参加：8回
・旅行会社等招請：6回

1

・三陸観光（震災学習）プラットフォームを設置（平成27年4月～平
成28年3月）
・教育旅行誘致説明会における震災学習のＰＲ　4回
・旅行会社等招請　4回

・国際ミーティング・エキスポ（IME2015)（H27.12）に出展。
・コンベンション開催決定者等招請事業　2回
・今後も引き続きコンベンション等誘致を推進する。

観光課

観光課
6 回 6

観光人材育成セミナー 3

回

1 1

3

2

1

12

4

3

1

4

4

400

2,000

2

5

2

1

1

200

2

2

4

4

2,000

1

2

5

3

1

1

1

4

8

8

2,000

2

2

5

2

2

6

2

3

300

2

10

3,519

1

6

4

23

4

4

1

2

17

三陸総合振興推進事
業

県 被災地の持続可能な地域社会の構築に向けて、地域資
源を生かした観光などの産業振興や三陸ブランドの確
立などに係る事業を総合的に実施

3 4

3

1

26

復興ツーリズム推進
事業

県 震災学習を中心とした教育旅行及び企業研修旅行の誘
致を促進するため、受入態勢の整備や誘致活動を実施

・教育旅行誘致説明会への参加：４回
・企業研修旅行誘致説明会開催：３回

4 8

企業研修旅行誘致説
明会開催

9 回 3 回



平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値

H28
執行状況 第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度担当室課

事業の進捗状況

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
No. 平成27年度の取組状況と今後の課題等 平成27年度

○

○

○

○

○

77 回 47 回
・海外旅行会社等招請及び海外旅行博の参加について、概ね計画どお
りに順調に取り組んだ。
（中国、香港、タイ等の旅行会社等の招請　12回
　香港、タイ、豪州等旅行博　5回）
・今後も引き続き、外国人観光客の誘致を推進する。

海外旅行博参加

海外旅行会社等招請

51 回 26

2 3

回 5 5

3

回 9

16 回 9

14

観光課

観光課
回 3 4

旅行会社等招請 13 回 3 回

観光商談会開催

国内旅行会社等招請 29
・国内観光、国際観光ともに概ね計画どおりに順調に取り組んだ。
・福岡等の合同事務所を活用した旅行会社等招請事業　6回
・台湾、香港等の旅行会社等招請事業　4回
・今後も引き続き北東北三県連携による広域観光を推進していく。

回 10 回 18

海外旅行会社等への
セールス

9 回

3

122 回

6 回

12 回 6 回 2

回

回海外旅行会社等招請

18
観光課

・海外旅行博については、概ね計画どおりに取り組んだが、県でも参
加する旅行博が増えたため、機構のみ参加の旅行博は以下のとおりと
なった。
　旅行博（機構のみ）タイ、マレーシア、シンガポールの旅行博　3回
・教育旅行説明会は、東京、大阪及び札幌の3ヵ所で開催した。
・今後も引き続き教育旅行説明会の開催などにより誘致を進める。

・観光商談会について、円安により実質の事業費が減となるため、計
画より回数を減らして実施(１回)。
・旅行会社等招請について、計画どおり実施した。　（旅行会社1回、
メディア1回）
・今後も引き続き韓国の交流拠点を中心に、誘客拡大や販路拡大等の
取組を進める。

28

29

国際観光推進事業
 
　　　　　 ▼P112

県

県、
東北観光
推進機構

31

観光分野を中心とした海外交流拠点を韓国に整備し、
震災等による風評被害の払拭や観光客の誘致拡大、物
産の販路開拓、技術交流、文化交流等を拡大

・観光商談会開催：6回
・旅行会社等招請：6回

東北観光推進事業

北東北広域観光推進
事業

アジアの主要市場や豪州等をターゲットに、海外事務
所を活用し、震災等による風評被害の払拭や観光地と
しての本県の魅力の認知度向上、旅行商品の造成・販
売促進事業により外国人観光客の誘致を推進

・海外旅行会社等招請：18回
・海外旅行博参加：15回

推進協議
会

33

いわて台湾国際観光
交流推進事業

東北観光に係る震災等による風評被害の払拭や認知度
向上と国内・海外観光客等の誘致を推進

・海外旅行博参加：18回
・教育旅行説明会開催：9回

県、
岩手県空
港利用促
進協議会

交流人口の拡大による地域経済の活性化を図るため、
台湾からの誘客と交流を促進

・旅行博への参加：3回
・旅行会社等招請：9回
・台湾での観光プロモーション実施等：9回

北東北三県が一体となり、震災復興に向けた国内外へ
の観光振興事業を実施し、北東北三県の広域観光を推
進

・国内旅行会社等招請：9回
・海外旅行会社等招請：9回

北東北三県・北海道
ソウル観光推進事業

県

32

4

3 4

回

回9

台湾での観光プロモー
ションの実施

15 回

旅行会社等招請 15 回

3

31 回

・概ね計画どおりに順調に取り組んだ。
・旅行博（ITF,TTE）参加　2回
・旅行会社、メディア等招請事業　3回
・現地観光プロモーション　3回
・今後も台湾でのプロモーション等の実施や旅行会社招請事業によ
り、一般客及び旅行会社に対して本県の知名度向上を図り、国際定期
便就航を目指す。 9 回

観光課

旅行博への参加 5 回

回 3 2

観光課

3

3 1

9

回 6 3

回

海外旅行博参加（機構
のみ参加）

40

教育旅行説明会開催 21 回 6

1

3

3

2

2

3

3

6

5

6

3

6

3

3

2

3

3

1

5

6

3

2

6

6

6

2

6

12

6

4

4

12

10

6

12

5

1

2

2

3

3

6

4

回 15

回 6 12

3

3

3

30

いわてインバウンド
新時代戦略事業

県 ラグビーワールドカップ2019、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会等を見据え、戦略的・効
果的なプロモーションを実施するとともに、個人旅行
者増加に対応する受入態勢整備を支援

・海外旅行会社等へのセールス　９回
・受入セミナー開催　３回

◎

平成28年度新規事業。 観光課

1 回

3 回

1 2受入セミナー開催 3 回


